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6.1.3 止水機構に関する補足説明 

 

6.1.3.1 止水機構（1次止水機構）の実規模大実証試験の計画について 

 

1.目 的 

止水機構が基準地震動Ｓｓ及び余震+津波時において，実規模大の試験装置を用いた試

験（以下「実証試験」という。）を行い，止水板の挙動を確認することにより，変位追従性，

水密ゴムの健全性を確認する。 

実証試験においては，振動台の能力の中で実証試験を行う必要があることから，最大限

の加振ケースにて実証試験を行ない止水板の挙動等※を確認する。また，実証試験にて得

られた結果については，三次元動的解析を実施し検証を行うと共に，基準地震動Ｓｓにお

ける止水板の挙動等※については，三次元動的解析にて止水板の挙動等※を確認する。 
※止水板の挙動等とは 

地震時又は余震+津波時における止水板の挙動，変位追従性，水密ゴムの健全性 

 

2.止水機構（１次止水機構）の概要 

鋼製防護壁と既設取水路間の止水構造は，津波による荷重，鋼製防護壁と取水路の地震

時における追従性を確保する必要があることから，止水板が可動できるよう止水機構を設

置する。1次止水機構は，止水板の底面と側面に設置した水密ゴムにて水密性を確保する

構造とする。水密ゴムは，摩擦抵抗を低減し追従性を向上させるため，表面ライニング（樹

脂）を施工する。 

また，止水板には漂流物の衝突による影響も考慮し，止水板押え及び保護プレートを設

置し漂流物荷重からも耐える構造とする。 

止水機構の構造図を図１に，１次止水機構に係る各部位の役割・機能を表１に示す。 

なお，止水機構は，1次止水機構である止水板からの微少な浸水も考慮し，敷地内に浸

水させないよう陸側にシートジョイントからなる２次止水機構を設置する。 
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図1 止水機構の構造図  

取水路

鋼製防護壁 

図 止水機構の設置位置 

津波

陸側 止水機構

 
  

①止水板押え 

②保護プレート 

鋼製防護壁

④止水板 
(図 a-2 拡大図) 

⑥側面戸当り

⑤底面戸当り

③砂除け

底面水密ゴム(図 a-2)拡大図

図 a-1 １次止水機構拡大図

側面水密ゴム 
(図 a-2 拡大図) 

図ａ 止水機構断面図 

⑦シートジョイント  

鋼製防護壁

１次止水機構 

津波 
  陸側

上下±60mm 

海側 700mm 陸側 500mm

⑧防衝板 

２次止水機構 

図ｂ ２次止水機構の構造

⑦シートジョイント 

鋼製防護壁

   陸側⑧防衝板 

２次止水機構 

④止水板 

津波

図 a-2 止水板，底面・側面水密ゴム拡大図

底面水密ｺﾞﾑ 
ﾗｲﾆﾝｸﾞ（樹脂） 

側面水密ｺﾞﾑ 
ﾗｲﾆﾝｸﾞ（樹脂）

側面水密ゴム 
側面戸当りとの
潰れ代 3mm

⑥側面戸当り

津波

④止水板 

支圧板

底面水密ゴム 
底面戸当りとの
潰れ代 3mm 

⑤底面戸当り

止水板コマ

150mm 

止水板側
ガイド板
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表１ １次止水機構に係る各部位の役割・機能 
各部位の役割・機能については以下のとおり。名称は下図に示す。 

名称 役 割・機 能 材 料 

① 止水板押え 
・止水板を支持する。 
・漂流物等から止水板を防護する。 

鋼製 

② 保護 

プレート 

・大型植生などから止水板を防護する。 
・止水板への異物混入を防止する。 

鋼製 

③ 砂除け ・底面戸当り面への砂等の異物混入を防止する。 ナイロン 

④ 止水板 

・止水機構の扉体の機能。 
・底面及び側面の戸当りに面する部位に水密ゴムを設置し浸

水を防止する。 
・1枚当たりの主要仕様 

寸法：横2000mm×幅150mm×高さ400mm 
重量：約930kg 

ステンレス 
＋ 

水密ゴム 
（Ｐ形ゴム） 

⑤ 底面戸当り 

・止水板の底面水密ゴムとのシール性を確保する。 
（真直度，平面度の管理） 

・床部より約100mm嵩上げし異物混入を防止する。 

ステンレス 
(表面仕上げNo.1)※２

⑥ 側面戸当り 
・止水板の側面水密ゴムとのシール性を確保する。 
（真直度，平面度の管理） 

ステンレス 
(表面仕上げNo.1)※２

⑦ シートジョイ

ント※１ 

・水密ゴムからの微少な浸水を保持する。 
・陸側からの異物混入を防止する。 

シートジョイント

⑧ 防衝板※１ 
・１次止水機構の損傷又は保守に伴う取り外し時に漂流物が

２次止水機構に到達することを防止する。 
鋼製 

 

※１：２次止水機構 

※２：JIS G 4304 熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯 表面仕上げ より

１次止水機構

鋼製防護壁

津波 

①止水板押え 

②保護プレート

⑤底面戸当り 

③砂除け 

 止水機構の各名称 

⑦シートジョイント ⑥側面戸当り 

鋼製防護壁

陸側

⑤底面戸当り

④止水板

２次止水機構 
⑧防衝板 

ａ部詳細 

ａ部詳細 

論点No.1-3



6.1.3-4 

3.鋼製防護壁と 1 次止水機構の検討フロー及び 1次止水機構の実証試験評価フロー 

鋼製防護壁と 1次止水機構の検討フロー（図 2）及び 1次止水機構の実証試験評価フロー

（図 3）については以下の通り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 鋼製防護壁と 1 次止水機構の検討フロー 

 

  

開 始 

【耐震・強度評価】

・地震 ・津波 

・余震+津波 

＜鋼製防護壁の設計＞ ＜1 次止水機構の設計＞ 

【解析評価・実証試験】 

解析・試験条件の設定 

①解析評価 

◆二次元・三次元動的解析 

◆評価項目 

・応力解析：止水板，止水板押え， 

底面・側面水密ゴム 

・止水板の変位追従性 

・水密ゴムの健全性 

②実証試験（図３参照） 

◆評価項目 

・止水板の変位追従性 

・水密ゴムの健全性 

【鋼製防護壁の設計】 

・三次元動的フレーム解析 

【地中連続壁基礎と鋼製防

護壁の結合部の設計】 

【地中連続壁基礎の設計】 

・二次元有効応力解析 

・三次元静的フレーム解析 

終了 

鋼製防護壁の設計 
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図３ １次止水機構の実証試験評価フロー  

①取水路 

加速度応答スペクトル 

鋼製防護壁の二次元有効応力
解析（FLIP）及び動的三次元
フレーム解析（TDAP-Ⅲ） 

③鋼製防護壁（上部工）と 

取水路間の相対加速度による 

応答スペクトルの作成

4.2 試験条件の策定 

・実証試験用入力地震動の作成 

（応答スペクトルの包絡波を作成し，

振動台性能に合わせた入力波の作成）

１次止水機構 
実機モデルによる 
二次元，三次元 

動的解析 
4.4 実証試験の計測項目と判定基準 

・計測項目と判定基準の設定 

１次止水機構 
試験装置モデルによる 

三次元動的解析 

4.3 実証試験装置の選定 

（取水路側加振） 

※2 

※1

※1 
4.5 1 次止水機構の評価 

※２：実証試験装置モデルによる結果と実
証試験結果の比較評価を行う。 

※３：※１の結果より，実機モデルの三次
元動的解析の妥当性を検証し，1 次
止水機構の挙動を評価する。 

終 了 

取水路 

応答加速度の抽出 

取水路の二次元有効応力

解析（FLIP） 

Ａ 

※1 

開 始 

4.1 評価方針 

鋼製防護壁（上部工）と 

取水路間の相対加速度の選定 

鋼製防護壁 

応答加速度の抽出 

②鋼製防護壁 

加速度応答スペクトル 

水密ゴム漏水試験 
（振動試験後） 

加振試験 
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4.実証試験の計画について 

 4.1 評価方針 

鋼製防護壁に設置する 1次止水機構は，鋼製防護壁の底面と既設取水路の応答変位の違い

により相対変位が生じ敷地に浸水する可能性があることから，可動式の止水板を設置する。 

１次止水機構の実証試験において，止水板の地震時及び余震+津波における挙動を確認す

る。 
止水板の評価は，鋼製防護壁と取水路の本震ＳＳ－Ｄ１の応答加速度から加振試験用応答

スペクトルを作成し実証試験を実施する。 
実証試験で得られた止水板の挙動について，評価するとともに「止水板の地震時の追従性」，

「水密ゴムの健全性」及び「１次止水機構の構成部品の健全性」について確認し，止水板，

水密ゴム及び止水機構全体に影響がないか確認する。 
また，実証試験の結果と三次元動的解析の結果から，止水板の挙動について評価を行う。 
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4.2 試験条件 

(1)実証試験用の入力地震動の作成 

実証試験に用いる評価用の地震動は，解放基盤表面からの地盤の特性に応じた地震動の

応答スペクトルに基づく本震ＳＳ－Ｄ１を選定し，実証試験用に応答スペクトルを作成し

実施する。 

また，津波防護施設である鋼製防護壁は，余震時にも耐える必要があることから，Ｓｄ

－Ｄ１を選定し，実証試験を実施する。表２に加振試験用応答スペクトルに用いる入力

地震動を示す。 

表２ 加振試験用応答スペクトルに用いる入力地震動 

種類 入力地震動 

本震 ＳＳ－Ｄ１ 

余震 Ｓｄ－Ｄ１ 

 

(2)余震時の津波高さ 

余震時の津波高さは，敷地に遡上する津波高さについても考慮した T.P.＋24ｍの静水

圧とする。 

構造設計上は，止水板に動水圧を荷重条件とした構造設計を行う。但し，実証試験に

おいては，二次元動的解析の試計算結果（補足説明 2 参照）から動水圧（高圧）で実施し

た場合に，地震時における止水板の挙動に比べ余震時の止水板が浮き上がらない傾向で

あったことから，動水圧（高圧）より低い状態の静水圧（低圧）での試験を実施し止水板

の挙動を確認する。 

また，実機における構造においても，止水板押えの前面に設置している保護プレート

の下部より津波は浸水することから，直接津波の波圧を受けにくい。そのため，静水圧で

の実証試験がより現実的な止水板の挙動が把握できる。図 3 に止水板への流入イメージ

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 止水板への流入イメージ 

  

①止水板押え 
側面水密ゴム 

⑥側面戸当り 

④止水板 

底面水密ゴム 

⑤底面戸当り 

 

 

保護プレート 

止水板コマ 

100mm±50mm 

の間から津波が流入

 津波

 
 
 

 

論点No.1-7



6.1.3-8 

(3)試験ケースと試験回数 

実証試験に用いる入力地震動（ＳＳ－Ｄ１，Ｓｄ－Ｄ１）による確認は，以下の２ケー

スを実施する。 

＜試験ケース＞ ・本震   ・余震＋津波 

＜試験回数＞再現性確認のため，各２回実施。 

 本震（ＳＳ－Ｄ１） 余震+津波（Ｓｄ－Ｄ１） 

試験回数 ２回 ２回 

 

(4)水密ゴムの摩擦係数  

水密ゴムの摩擦係数は，ダム・堰施設技術基準（案）に記載のライニングがある場合，

未使用状態（水密ゴムが健全の状態）の 0.2（乾式）を適用し実施する。また，ライニン

グがない場合は，1.2（乾式）を適用し実施する。水密ゴムの摩擦係数については補足説

明１に示す。 

なお，水密ゴムのライニングがない状態についても実施し挙動を確認する計画であるが，

二次元動的解析の摩擦係数のしきい値の結果を踏まえ，安全上配慮した試験を実施する。

試験の回数については，解析結果及びライニングありの実証試験状況を踏まえ決定する。 

 

(5)試験装置の制限に対する対応 

① 実証試験用地震動の加速度が試験装置の上限（水平 3G，鉛直 1G）を超えた場合に

は，振動試験装置の上限を超えない範囲で実証試験を実施する。なお，上限を超え

る止水板の挙動については，二次元・三次元動的解析にて挙動を把握する。 

② 実証試験用地震動の水平又は鉛直変位が試験装置の上限（水平±150mm，鉛直±

100mm）を超える場合には，振動台入力波形の長周期側で加速度をカットするハイパ

スフィルタで処理した入力地震動にて試験を実施する。 

ハイパスフィルタで処理する場合には，止水機構（止水板：剛体）の実証試験に影

響のない周波数範囲であることを確認する。 
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4.3 実証試験装置の概要 

(1)試験装置 

振動台の上に１次止水機構を設置し，水平方向と鉛直方向とを同時加振する。図4に大型

3軸振動台の概要を示す。 

 

振動台の仕様 

加振自由度 3軸6自由度 

最大積載重量 80ｔｆ 

テーブル寸法 X：6ｍ × Y：4ｍ 

定格 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

最大変位 ±300mm ±150mm ±100mm 

最大加速度 

（35ｔ積載時） 

1Ｇ 

（水平） 

3Ｇ 

（水平） 

1Ｇ 

（鉛直） 

 

 

 

 

 

 

第7図 大型3軸振動台の概要 

 

 

 

図4 大型3軸振動台の概要 

 

 
  

X 方向 

Y 方向 

Z 方向 
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(2)試験装置の選定 

実証試験を実施するに当たり，鋼製防護壁と取水路の振動特性に違いがあることから実

証試験においては鋼製防護壁を固定するケースと加振させるケースの2通りについて検討

した。試験装置のケースを表 3に示す。 

 

表３ 試験装置ケース 

 ケース① ケース② 

固定 取水路 鋼製防護壁 

加振 鋼製防護壁 取水路 

装置

概要 

 

 

メリ

ット 

 

 

・鋼製防護壁側を直接加振するため，止水板に

対する加速度（水平）が伝わりやすい。 

・鋼製防護壁側を直接加振するため，水平の慣

性力が入りやすく，底面及び側面水密ゴムの

挙動が確認しやすい。 

・固定基礎に架構を設置することで鋼製防護壁

を想定した架構の剛性が得られやすい。 

・取水路側を直接加振するため，止水板に対する

加速度（鉛直）が伝わりやすい。 

・取水路側を直接加振するため，底面水密ゴム及

び止水板底面が摩耗し保守的な結果が得られ

やすい。 

・想定した加速度時刻歴波形を直接振動台に入

力することができる。 

デメリ

ット 

・実機では，鋼製防護壁と取水路が同時に振動

するが，鋼製防護壁の加振のみとなる。 

・固定基礎に取水路を想定した架構，振動台に

鋼製防護壁を想定した架構を設置する必要

があるため架構が大型化する。 

・振動台に直接加速度時刻歴波形を入力するケ

ース①に比べ，鋼製防護壁を介して加振する

ため，入力加速度の伝達に影響が生じる。 

・実機では，鋼製防護壁と取水路が同時に振動す

るが，取水路の加振のみとなる。 

 

上記デメリットの部分については，試験装置の解析モデルにて評価を行い，実証試験装

置に影響のないことを確認する。 
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試験装置のケース毎の止水板に作用する慣性力の考え方については，表４に示すとおり。 

ケース②の取水路側を加振する場合，鉛直加速度の慣性力が止水板に伝わりやすく，浮

き上がりの挙動を確認しやすい。また，鋼製防護壁の剛性が得られやすいことから，ケ

ース②を選択する。 

表４ 止水板に作用する慣性力 

振動の種別 実機適用 実証試験装置 

ケース① 

<鋼製防護壁側>

水平 

加速度

止水板押えあるいは側面戸当りを

介して直接慣性力が作用する。 

鋼製防護壁側を加振し

た場合，鉛直加速度の慣

性力が止水板に伝わり

にくく，浮き上がり等の

挙動が確認しにくい。 

鉛直 

加速度

支圧板又はガイド板の摩擦抵抗力

が作用した場合に慣性力が作用す

る。 

ケース② 

<取水路側> 

水平 

加速度

底面水密ゴム及び止水板コマの摩

擦抵抗力が作用した場合に慣性力

が作用する 

取水路側を加振した場

合，鉛直加速度の慣性力

が止水板に伝わりやす

く，浮き上がりの挙動を

確認しやすい。 

鉛直 

加速度

取水路より直接慣性力が作用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験装置ケースの選定は，前述の試験装置ケースの検討及び止水板に作用する慣性力の

検討を踏まえ，更に，二次元動的解析の試解析結果から，鉛直方向の慣性力を伝達しやす

いケース②を選択する。二次元動的解析の試解析結果を補足説明 2 に示す。 

  

 

①止水板押え 
側面水密ゴム 

⑥側面戸当り 

④止水板 

 

底面水密ゴム ⑤底面戸当り 

＜ケース①：鋼製防護壁側＞ 
・水平加速度 
・鉛直加速度 

 

ガイド板 

 

支圧板 

止水板コマ 

＜ケース②：取水路側＞

・水平加速度 
・鉛直加速度

止水板に与える地震動の入力イメージ 
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(3)実証試験の試験条件 

止水板の実規模の挙動を確認するため，止水板と止水板を支持する部材については実機

と同じ構造部材にて実証試験を実施し実物と同じ挙動が再現できるようにする。以下の条

件にて実証試験を実施する。 

①止水板は実機と同じ大きさ，構造のものを使用し，止水板 2 枚を止水板接続ゴムで接

続する。また，止水板に取り付ける底面・側面水密ゴムも実機と同じ寸法，構造のも

のを使用する。図 5に実機と同じ仕様部材を示す。 

＜実機と同じ仕様部材＞（材質，構造，寸法，重量全て同じ部材） 

・止水板（止水板本体，止水板コマ，支圧板，止水板側ガイド含む） 

・水密ゴム（底面・側面水密ゴム（ライニング含む），止水板接続ゴム） 

・止水板押え（止水板押え側ガイド含む） 

・底面・側面戸当り（水密ゴムとの接触するステンレス部材） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図 5 実機と同じ仕様部材の部位 

②止水板は取水路側に垂直に置かれ鋼製防護壁の側面戸当りと止水板押えにより，実機

と同じ隙間で支持された状態で設置する。実証試験のイメージを図 6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 実証試験の鳥観図  

：実機と同じ仕様部材の範囲 

止水板 

側面水密ゴム 

底面水密ゴム 

止水板押え 

架構 架構 

振動台 
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③鋼製防護壁の応答加速度及び変位は取水路側に与え加振する。 

入力波形については，鋼製防護壁と取水路の応答スペクトル及び鋼製防護壁と取水路

の重ね合わせた相対的な応答スペクトルの全体を包絡させた応答スペクトルにより模擬

地震波を作成し，加振試験を実施する。 

３方向（Ｘ方向（堤軸）包絡波）の実証試験用地震動の作成方法は以下のとおり。 

 

a. 二次元有効応力解析による鋼製防護壁基礎天端の応答時刻歴を算出する。 

（図 7参照） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
        南側基礎天端                 北側基礎天端 

図 7 鋼製防護壁基礎の二次元有効応力解析による応答時刻歴（堤軸方向；A-A 断面） 
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b. 前項を入力した鋼製防護壁の動的三次元フレーム解析にて止水機構位置の応答

時刻歴及び応答スペクトルを抽出する。（図 8 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 8 鋼製防護壁の三次元フレーム解析による中央部の応答時刻歴と応答スペクトル(堤軸方向) 
 

c. 二次元有効応力解析による取水路天端の応答時刻歴及び応答スペクトルを算出

する。（図 9 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 既設取水路の二次元有効応力解析による応答時刻歴と応答スペクトル(堤軸方向) 
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（基礎中心）
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変位時刻歴

(並進３成分)

変位時刻歴
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支点
（基礎中心）
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（基礎中心と壁芯との偏芯を考慮）
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（基礎中心と壁芯との偏芯を考慮）

水平回転

水平回転
抽出点 

抽出点 

◎ 入力する変位時刻歴には組合せ係数法を

考慮し，下記の 2ケースを実施する。 

 

堤軸方向(X)着目ケース：X1.0,Y0.4,Z1.0 

堤軸直交方向(Y)着目ケース：X0.4,Y1.0,Z1.0
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d. b 項，c 項で求めた応答時刻歴を重ね合わせ，鋼製防護壁と取水路の相対的な応

答時刻歴及び応答スペクトルを算出する。（図 10参照） 

 

ｂ項で算出した鋼製防護壁三次元フレーム解析による中央部の応答時刻歴及び応答スペクトル(堤軸方向)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｃ項で算出した取水路の二次元有効応力解析による応答時刻歴及び応答スペクトル(堤軸方向) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鋼製防護壁（ｂ項）と取水路（ｃ項）の応答時刻歴及び応答スペクトルの重ね合わせ(堤軸方向) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 鋼製防護壁と取水路を重ね合わせた応答スペクトル
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ｂ）項とｃ）項の応答時刻歴の重ね合わせ 

論点No.1-15



6.1.3-16 

e. b 項，c項と d項にて算出した応答スペクトルを比較し，加速度応答スペクトル

の包絡波を作成し実証試験用地震動として振動台に入力する。（図 11） 

Ｘ方向（ＮＳ）については振動台の能力(1G)が上限であることから，Ｙ方向

（ＥＷ）にＸ方向（ＮＳ）の包絡波を入力し方向を反転させた加振（①）を行

なうことで止水板の挙動を確認する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11 応答スペクトルの包絡波の作成(堤軸方向) 

 
 

３方向(Ｙ方向（堤軸直角）包絡波)及び鉛直（取水路側包絡波）の実証試験用

地震動の作成については，6.1.3.4 項の「実証試験に用いる地震動の作成，実証試

験及び三次元動的解析のケースについて」にて示す。 
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振
動

台
 

 (4)実証試験装置の構造 

 ①鋼製防護壁の架構構造（固定部） 

 実証試験装置の試験装置構造図を図 12 に示す。 

  鋼製防護壁(固定部)の架構部分は，固定基礎より設置し振動台を跨ぐ構造で止水板を支持

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 実証試験の試験装置構造図  

止水板 

振動台 

架構（固定）

架
構

（
固

定
）
 

架構（固定）

止水板 

振動台 

（平面図） 

（断面図（正面））

（断面図（横面）） 
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②取水路の架構構造（加振部） 

取水路側に設置する止水板部の試験装置の構造は，架構で止水板を支持する構造である。 

余震＋津波時においては，津波高さを模擬する必要があることから，ロードセルを用い

て水圧をかけた状態を模擬し余震を与える。余震時の津波高さは，敷地に遡上する津波高

さについても考慮した T.P.＋24m の静水圧にて実施する。余震＋津波時の水圧を模擬した

試験装置の構造を図 13に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 余震＋津波時の試験装置の構造図 

  

止水板 

側面水密ゴム 

底面水密ゴム 

ロードセル 
（水圧模擬） 

ロードセル 

（水圧模擬） 

架構 架構 

振動台 
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(5)供試体（止水板）の構造（実規模）

止水板は，止水板（実物大）２枚を実機と同じ連結方法（止水板接続ゴム）にて連結させ

た構造にする。重量も同じ（約 930kg/枚）として製作する。

水密ゴムは，止水板の底面及び側面に設置する。水密ゴムも実物と同じ構造にて設置す

る。 

止水板の構造及び水密ゴムの構造を図 14 に示す。また，止水板の長手方向の挙動及び

実証試験における荷重条件について補足説明 3 にて示す。 

図 14 止水板の構造及び水密ゴムの構造 

陸側 海側 

止水板（堤内側正面図） 

側面水密ゴム 

底面水密ゴム 

底面水密ゴム 

止水板接続ゴム 
側面水密ゴム 

150mm 

2000mm

支圧板 

支圧板 

支圧板側 
ガイド板 

止水板コマ 

止水板接続ゴム

止水板接続部（陸側、横転状態）

止水板止水板

底面水密ゴム

止水板接続部（海側、直立状態）

止水板（真下より） 

止水板（陸側、全景）

論点No.1-19



6.1.3-20 

4.4 実証試験の計測項目と判定基準 

実証試験では以下の項目について計測を行い「止水板の地震時の追従性」，「水密ゴムの健

全性」及び「１次止水機構の構成部品の健全性」について確認し，止水機構全体に影響がな

いか確認する。表 5 に実証試験の計測項目と判定基準，表 6 に各部位の検査項目と図 15 に

実証試験時の計測装置の配置を示す。 

表５ 実証試験の計測項目と判定基準 

機能目標 計測項目※ 判定基準 

止水板の地震時の

追従性確認 

◆追従性評価（ビデオ撮影）

◆変位計測（レーザー変位計）

◆加速度計測（加速度計）

◆外観目視検査

◆止水板の動作に異常がなく，止水板としての機能

が保持されていること。（浮き上がり，止水板の

破損・損傷）

水密ゴムの健全性

確認 

◆追従性評価（ビデオ撮影）

◆変位計測（レーザー変位計）

◆寸法計測

◆外観目視点検

◆水密ゴムの動作に異常がなく機能が保持されてい

ること。

（噛み込み，摺動による亀裂，破損，摩耗） 

◆水密ゴムのライニングに異常がなく機能が保持さ

れていること。（ライニングの破損，めくれ）

１次止水機構の構

成部品の健全性確

認 

◆止水板，側面戸当り，底面

戸当り，止水板押え，架構等

の外観目視点検

◆三次元計測による試験

装置全体の計測

◆装置全体に異常がなく健全であること。

（試験装置，部材の変形，損傷，他）

※各部位毎の計測項目については，表 7の 1次止水機構の各部位毎の評価項目に示す。

１次止水機構

鋼製防護壁

津波

①止水板押え

②保護プレート

⑤底面戸当り

③砂除け

止水機構の各名称 

⑦シートジョイント
⑥側面戸当り

鋼製防護壁

陸側

⑤底面戸当り

④止水板

２次止水機構

⑧防衝板

ａ部詳細

ａ部詳細
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表６ 各部位の検査項目 

各部位 目 的 確認項目 

①止水板押え 

止水板の追従性

に影響を与える

部材の健全性を

確認する。 

挙動確認 ◆止水板押えの加速度計測（⑬～⑯） 

健全性 
確認 

◆寸法計測 
・止水板押えと止水板の隙間計測 
・止水板押え側ガイド板の平面度測定 
・止水板押え側ガイド板と止水板側ガイドとの寸法測定 
◆外観目視検査 
・変形，摩耗等の確認 

④止水板 

(底面止水板コ

マ部含む) 

止水板の追従

性及び健全性

を確認する。 

挙動確認

◆止水板と底面，側面戸当りの変位計測（①～⑧） 
（レーザー変位計による止水板の挙動確認） 
◆止水板の加速度計測（⑤～⑧） 
◆ビデオ撮影（①～⑨） 

健全性 
確認 

◆寸法計測 
・止水板，支圧板の寸法測定 
・止水板コマ寸法測定（寸法，板厚，摩耗量測定（試験後））

◆外観目視,据付け状況検査 
・止水板コマ，支圧板の変形，摩耗，据付け等の確認 

⑤底面戸当り 

⑥側面戸当り 

止水性に影響を

与える部材の健

全性を確認す

る。 

挙動確認
◆加速度計測（底面・側面戸当り）（⑨～⑫） 
◆ビデオ撮影（①～⑨） 

健全性 
確認 

◆寸法測定 
・平面度測定 
◆外観目視，据付け状況検査 
・変形，摩耗，ゆがみ，据付け等の確認 

底面・側面水密

ゴム 

止水板に追従

し，水密性に

影響がないこ

とを確認す

る。 

挙動確認 
◆止水板と底面，側面戸当りの変位計測（①～⑧） 
（レーザー変位計による浮き上がり確認） 
◆ビデオ撮影（①～⑨） 

健全性 
確認 

◆寸法測定 
・水密ゴムの寸法計測（厚さ） 
◆外観目視，据付け状況検査 
・変形，摩耗，亀裂，ライニング面，据付け等の確認 
◆漏水検査 

止水板接続 

ゴム 

止水板との接

続部に影響が

ないことを確

認する。 

挙動確認 

◆止水板の変位計測（①～⑧） 
（レーザー変位計による止水板の挙動を把握し，接続ゴ

ムの変位を計測） 
◆止水板の加速度計測（⑤～⑧） 
◆ビデオ撮影（②） 

健全性 
確認 

◆寸法測定 
・水密ゴムの寸法計測（寸法） 
◆外観目視検査 
・変形，摩耗，亀裂の確認 
・底面・側面水密ゴムの接続箇所の確認 
◆水密ゴムの据付け状況確認 
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図 15 実証試験時の計測部位 

  

断面図（ロードセル（水圧模擬）） 
平面図 

断面図（加速度計，レーザ変位計） 

側面水密ゴム 

ロードセル 

（水圧模擬） 

ロードセル 

（水圧模擬） 

架構 架構 

止水板 

振動台 
底面水密ゴム 

側面水密ゴム 

架構 架構 

底面水密ゴム 

止水板 

振動台 

架構 架構 

止水板 

止水板 

止水板接続 

ゴム 

止水板押え 

止水板押え側 

ガイド板 

止水板側 

ガイド板 

 

支圧板 

止水板押え 

止水板押え 

止水板押え 

① ② 

⑤～⑧ ⑬～⑯ 

⑤ 

⑥ 

⑦

⑧ 

①～④ 

⑤～⑧ 

① 

② 

⑥ 

③ 

④ 

⑧ 

①～③ 
④～⑦ 

⑧,⑨ 

① ④ 

⑧ 

⑤ 

② 

⑥ 

⑨ 

③  

：加速度計 

：レーザー変位計 

：ビデオ撮影 

＜凡例＞ 

⑤ 

⑦ 

⑨～⑫ 

⑦ 

③ ④ 
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4.5 1 次止水機構の評価 

実証試験の結果及び 1 次止水機構の評価については以下の通り分析し，二次元・三次元動

的解析の結果との考察を加え，止水機構全体の評価を行う。 

①実証試験データの分析 

・表５の結果から異常の有無を確認する。 

・加振時の止水板の挙動を評価する。 

②二次元及び三次元動的解析結果の分析 

・二次元及び三次元動的解析の結果から止水板の挙動を確認する。解析結果については

補足説明4に示す。 

・実証試験の結果と試験装置の三次元動的解析の結果から，止水板の挙動について評価を

行う。 

③1 次止水機構の評価 

1 次止水機構の各部材毎における，強度評価，耐震評価の項目について，表７の 1 次止

水機構の各部位毎の評価項目に示す。 

耐震評価については，実証試験にて得られた結果と実証試験装置の解析モデルとの挙動

評価の結果から，実機モデルでの三次元動的解析結果と検証を行い１次止水機構の挙動

を評価する。 

また，止水板の瞬間的な跳ね上がりについては，地震時の跳ね上がり時間から浸水量を

評価し，余震+津波時における浸水量として算出し，２次止水機構への影響を評価する。 

止水機構の概要を補足説明 5 に示す。 

④漏水試験の実施（別途実施） 

実証試験にて実施した水密ゴム（底面水密ゴム，側面水密ゴム，止水板接続ゴム）に

ついて漏水試験を実施する。 

主に漏水試験は，本震，余震＋津波を経験させた水密ゴムについて，漏水試験を実施

し評価する。漏水試験の試験要領は補足説明6に示す。 
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表７ 1 次止水機構の各部位毎の評価項目 

各部位 役割・機能 評価 評価項目 

①止水板押え 

・止水板を支持する。 
・漂流物等から止水板を

防護する。 

耐震評価 
◆二次元・三次元動的解析 

・応力評価 ・追従性評価 
・余震+津波 

実証試験 

◆挙動評価 
 ・追従性評価(ビデオ撮影）  

・加速度計測（水平，鉛直） 
・外観目視検査（試験装置の架構部） 

④止水板 

(底面止水コマ

部含む) 

・止水機構の扉体の機能 
・底面及び側面の戸当り

に面する部位に水密ゴ

ムを設置し浸水を防止

する。 

耐震評価

◆二次元・三次元動的解析 
・応力評価 ・追従性評価 
・余震+津波 

実証試験

◆挙動評価 
・追従性評価（ビデオ撮影） ・変位計測 
（浮上り測定：底面戸当りと鉛直の相対変

位計測） 
・加速度計測（水平，鉛直） 
・余震+津波（水圧模擬） ・外観目視検査

⑤底面戸当り 

⑥側面戸当り 

・止水板の底面と側面の

水密ゴムとのシール性

を確保する。 
実証試験

◆挙動評価 
 ・追従性評価（ビデオ撮影） 

・外観目視検査 

底面・側面 

水密ゴム 

・底面・側面戸当りとのシ

ール性を確保する。 

耐震評価 
◆二次元・三次元動的解析 
・応力評価 ・追従性評価 
・余震+津波 

実証試験 

◆挙動評価 
・追従性評価（ビデオ撮影） 
・変位計測（浮上り測定：底面戸当りと 

鉛直の相対変位計測） 
・外観目視検査 

◆漏水試験（別途実施） 

 

  

１次止水機構

鋼製防護壁

津波 

①止水板押え 

②保護プレート

⑤底面戸当り 

③砂除け 

 止水機構の各名称 

⑦シートジョイント ⑥側面戸当り 

鋼製防護壁

陸側

⑤底面戸当り

④止水板

２次止水機構 

⑧防衝板 

ａ部詳細 

ａ部詳細 
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5.実証試験のスケジュール 

実証試験については，平成 30年 5月上旬までに実施する計画である。 

（場所：茨城県つくば市） 

表 8 に実証試験に関するスケジュール（案）を示す。 

  

 

 

表 8 実証試験に関するスケジュール（案） 
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【補足説明１】水密ゴムの摩擦係数について 

実証試験における水密ゴムの摩擦係数は，ダム・堰施設技術基準（案）に記載の0.2及び，

物性値確認を行った結果，最大で乾式の0.2，湿式の0.22であることから，ダム・堰施設技術

基準（案）に記載の0.2と定義し実証試験を実施する。 

なお，水密ゴムのライニングなしの実証試験については，同様に1.2と定義し実証試験を実

施する。 

 

 ①ダム・堰施設技術基準（案） 

   水密ゴム（ライニングあり）とステンレスの摩擦係数は，0.2（乾式），0.1（湿式）と

記載がある。なお，水密ゴム（ライニングなし）の場合は，1.2（乾式），0.7（湿式）で

ある。 

  ②水密ゴムの物性値 

   ・静摩擦係数は最大0.2（乾式），動摩擦係数は最大0.22（乾式）表9に超高分子ポリエチ

レンの物性値を示す。 

 

表9 超高分子量ポリエチレンの物性値 

項目 物性値 

引張り強さ（MPa） 44 

伸び（%） 450 

高度（Rスケール） 40 

摩擦係数 

（相手：ステンレス） 

・静摩擦係数：0.10～0.20※（乾式） 

・動摩擦係数：0.07～0.22※（乾式） 

       0.05～0.10（湿式） 

 

     ※：動摩擦係数＞静摩擦係数の状況について 

      一般的に摩擦係数は，動摩擦係数＜静摩擦係数の関係であるが， 

高分子材料のように，静摩擦係数と動摩擦係数の値に大きな差が生じやすい場合に

「スティック・スリップ（付着すべり）」と言われる現象が生じやすいことから，動摩

擦係数が静摩擦係数より僅かに上回ったものと推定される。 
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【補足説明 2】二次元動的解析の試解析結果 
 
１．目 的 

本解析は，止水機構の実証試験を実施するにあたり，試験ケースを確定させる必要があること

から試計算を実施し試験ケースを確定する。 

 

２． 解析条件 

（１）解析コード   MSC_MARC2014.2.0（エムエスシーソフトウェア株式会社） 

 

（２）解析内容    大変形超弾性解析（水密ゴムを超弾性体として解析） 

止水機構の止水板の水密ゴムと戸当り側を解析する必要があることから,大変形超弾

性解析を実施する。以下に解析の概要を示す。 

①材料非線形解析：水密ゴムの応力とひずみの関係が非線形状態の解析。 

②幾何学非線形解析：水密ゴムの引張りひずみが100%程度を示す大変形になりうる

場合も，変形に伴う荷重，応力の方向変化を考慮した解析。 

③境界非線形解析：荷重の変化に伴い水密ゴムの抑え金具（コマ）及び扉体等への

接触境界条件及びその領域を変化させた解析。 

 

（３）入力地震動 

解析に用いた入力地震動は，基準地震動Ｓｓ（設置許可段階）を鋼製防護壁の地中連続壁基

礎天盤の応答を算出し，鋼製防護壁の三次元フレーム解析にて算出した応答時刻歴及び応答ス

ペクトルを解析モデルの摺動側になる鋼製防護壁（ケース①）と取水路（ケース②）に入力し

解析を実施した。 

 

（４）モデル化 

解析モデルは3次元要素（６面体要素）で面外方向厚みを10mmとし，面外方向変位を拘束する

ことで平面ひずみ要素の状態とした。図16に二次元動的解析のモデル図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図16 二次元動的解析モデル図  
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（５）解析ケース 

試験装置ケースと解析ケースを表10に示す。 

表10 試験装置ケースと解析ケース 

試験装置ケース 摺 動 解析ケース 地震波 

ケース① 鋼製防護壁側 
Case1-1 本震 

Case1-2 余震 

ケース② 取水路側（基礎） 
Case2-1 本震 

Case2-2 余震 

 

（６）物性値および摩擦係数 

  各部の物性値と摩擦係数は表 11に示す通り。モデル化に当たっては，⑤底面戸当り，鋼製防

護壁（⑥側面戸当り）は，剛体としてモデル化した。 

 

表11 物性値および摩擦係数 

部位（材質） 物性値 許容値 摩擦係数 

①止水板押え 

（SM490) 

縦弾性係数 205000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 315MPa - 

④止水板 

 (SUS304) 

縦弾性係数 197000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 205MPa - 

底面・側面水密ゴム 

(合成ｺﾞﾑ+ 

ﾗｲﾆﾝｸﾞ貼付け) 

単軸引張試験結果 引張強さ 14.7 MPa 0.2 

止水板押え 

(ｱﾙﾐﾆｳﾑ銅合金) 

縦弾性係数 110000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 245MPa 

0.4 

（金属間の摩擦係数）

支圧板 

(超高分子ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ) 

縦弾性係数 785MPa 

ポアソン比 0.3 
引張強さ 44MPa 0.2 

止水板側ガイド板 

(ｱﾙﾐﾆｳﾑ銅合金) 

縦弾性係数 110000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 245MPa 0.4 
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（７）試験条件 

ここでは，鋼製防護壁側の基準地震動Ｓｓ（設置許可段階）による相対変位及び応答加速

度について評価し，鋼製防護壁側及び取水路側（基礎）に摺動を与え止水機構の挙動を評価

した。 

①鋼製防護壁摺動（ケース①） 

鋼製防護壁摺動のケースでは鋼製防護壁（止水版押えの根元も含む）は剛として水平相対

変位，鉛直変位および回転変位を止水板押えの据付け部（鋼製防護壁との設置部）に強制変

位として与えた。取水路側（基礎）は剛として固定した。 

②取水路側（基礎）摺動（ケース②） 

取水路側（基礎））摺動のケースでは，取水路側（基礎）を剛として水平相対変位，鉛直変

位を強制変位として与えた。鋼製防護壁（止水版押え据付け部も含む）は剛として固定し

た。 

 解析地震波 

本震および余震ともに，最大の鉛直加速度が認められる 40～46sec（6秒間）について解析

を実施した。 

 

（８）水圧荷重 

水圧荷重は，水位TP+20ｍの静水圧および動水圧とした。 

 

（９）解析結果 

止水板コマの取水路側（基礎）からの浮き上がり量を表 12 に示す。 

本震時において，静的には自重に対して摩擦力等による上向力は小さく止水板が取水路側

（基礎）から浮き上がることはないが，取水路側（基礎）や鋼製防護壁への接触時に生ずる

衝撃力などの動的作用により浮き上がるものと考えられる。浮き上がり量は，鋼製防護壁摺

動より取水路側（基礎）摺動の方が大きい傾向が見られた（CASE1-1 と CASE2-1）。 

これは，取水路側（基礎）摺動の方が鉛直方向の慣性力がより顕著に表れたためと考えら

れる。 

余震時（津波重畳）において，鋼製防護壁摺動の場合には浮き上がりは無いが，取水路側

（基礎）摺動の場合に 0.03 ㎜の浮き上がりが見られた。本震時と同様に衝撃力などの動的作

用の影響もあるものと考えられる。また本震時と同様に浮き上がり量は，鋼製防護壁摺動よ

り取水路側（基礎）摺動の方が大きい傾向が見られた。 

表 12 止水板コマの取水路側（基礎）からの浮き上がり量 

ケース 摺動側 地震波 浮き上がり量(mm) 継続時間(秒) 説明図 

Case1-1 鋼製防護

壁側 

本震 1.81 0.15 図17 

Case1-2 余震 0 － 図18 

Case2-1 取水路側

（基礎） 

本震 3.71 0.24 図19 

Case2-2 余震 0.03 0.10 図20 
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図 17 本震時 鋼製防護壁側摺動（CASE1-1）  

鋼製防護壁 
東側（海側）移動 
（支圧板の摩擦抵抗＋ 
底面水密ゴムの接触圧） 

鋼製防護壁 
西側（陸側）移動 
（ガイド板の摩擦抵抗） 

鋼製防護壁 
上昇（浮上り方向） 

鋼製防護壁 
下降 

最大浮き上がり量：1.8mm 

鋼製防護壁が東側（海側）に

移動時に最大浮き上がり量

が発生している。 

その他の部位にも浮き上が

りの傾向が認められる。 

止水板が東側（海側）へ水平

移動するときに，底面水密

ゴムの接触圧が高くなる傾

向がある。 

止水板が西側（陸側）へ水平

移動するときに，側面水密

ゴムの接触圧が高くなる傾

向がある。 

東側（海側）移動 東側（海側）移動 東側（海側）移動 

1.8mm 
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図 18 本震時 取水路側（基礎）摺動（CASE2-1） 

取水路 
東側（海側）移動 
（支圧板の摩擦抵抗＋ 
底面水密ゴムの接触圧）

取水路 
西側（陸側）移動 
（ガイド板の摩擦抵抗）

取水路 
上昇（浮上り方向） 

取水路 
下降 

最大浮き上がり量：3.7mm 

取水路の東側（海側）に移動

時に最大浮き上がり量が発

生している。 

その他の部位にも浮き上が

りの傾向が認められる。 

止水板が東側（海側）へ水平

移動するときに，底面水密

ゴムの接触圧が高くなる傾

向がある。 

止水板が西側（陸側）へ水平

移動するときに，側面水密

ゴムの接触圧が高くなる傾

向がある。 

東側（海側）移動 東側（海側）移動 東側（海側）移動 

3.7mm 
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図 19 余震時 鋼製防護壁摺動（CASE1-2）  

鋼製防護壁 
東側（海側）移動 
（支圧板の摩擦抵抗＋ 
底面水密ゴムの接触圧）

鋼製防護壁 
西側（陸側）移動 
（ガイド板の摩擦抵抗）

鋼製防護壁 
上昇（浮上り方向） 

鋼製防護壁 
下降 

最大浮き上がり量：0mm 

浮き上がりが発生しない。 

止水板が東側（海側）へ水平

移動するときに，底面水密ゴ

ムの接触圧が高くなる傾向

がある。 

止水板の動きに影響なく側

面水密ゴムの接触圧が変動

する傾向がある。 

水圧上昇 
（東側（海側）移動） 

水圧下降 
（西側（陸側）移動） 

東側（海側）移動 東側（海側）移動 東側（海側）移動 
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図 20 余震時 取水路側（基礎）摺動（CASE2-2） 

取水路 
東側（海側）移動 
（支圧板の摩擦抵抗＋ 
底面水密ゴムの接触圧） 

取水路 
西側（陸側）移動 
（ガイド板の摩擦抵抗） 

取水路 
上昇（浮上り方向） 

取水路 
下降 

最大浮き上がり量：0.03mm 

一時的に１回だけ浮き上がり

が発生したがごく僅かであっ

た。他の時間帯には浮き上が

りは発生しない。 

止水板が東側（海側）へ水平

移動するときに，底面水密ゴ

ムの接触圧が高くなる傾向

がある。 

止水板の動きに影響なく側

面水密ゴムの接触圧が変動

する傾向がある。 

水圧上昇 
（東側（海側）移動） 

水圧下降 
（西側（陸側）移動） 

東側（海側）移動 東側（海側）移動 東側（海側）移動 

0.03mm 
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【補足説明 3】止水板の長手方向の挙動及び実証試験における荷重条件について 

 

（１）止水板の長手方向の挙動について 

止水板動は，①止水板押えの止水板押え側ガイド板と④止水板の止水板側ガイド板にて長

手方向の移動を制限している。止水板側ガイド板と止水板押え側ガイド板の隙間は 5mm で管

理している。図 21に止水板と止水板押えのガイド構造について示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 止水板と止水板押えのガイド構造について 

 

  

止水板接続 

ゴム 
止水板押え 

止水板 止水板押え 

①止水

板押え

止水板押え 

止水板側 

ガイド板 
支圧板 

止水板押え側 

ガイド板 

（拡大図）

 

支圧板 

 

支圧板 

 

支圧板 

 

止水板押え

①止水板押え 

側面水密ゴム 

⑥側面戸当り 

④止水板 底面水密ゴム 
⑤底面戸当り 

止水板コマ 

支圧板 

止水板押え側 
ガイド板 

 

止水板側 
ガイド板 

 
 

（断面図） 

（平面図） 

止水板 
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（２）実証試験における荷重条件について 

止水板の耐震設計における考慮する荷重は，固定荷重，地震荷重である。実証試験にお

いても，固定荷重，地震荷重について模擬している構造であり，耐震評価の荷重の組み合

せと同じ状態で実証試験を実施する。 
表 12に止水板の耐震評価における荷重の組合せを示す。 
なお，積雪荷重と風荷重については，止水板押えの外側に設置している保護プレートで

受けることから，構造上止水板には積雪荷重及び風荷重は考慮しない。 
 

表 12 止水板の耐震評価における荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｋｓ 

 

Ｇ ：固定荷重 躯体自重を考慮する。 

Ｋｓ：地震荷重 基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 
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【補足説明 4】 二次元・三次元動的解析の解析評価について 

（１）二次元動的解析 

＜評価条件＞ 

・解析コード：MARC（大規模解析対応非線形解析） 

・地震動：基準地震動ＳＳ 

・解析ケース：3ケース 地震時，津波時，津波時＋余震 

解析モデルは図22に示す。 

・水密ゴム摩擦係数： 

常時 ：0.2（ダム・堰施設技術基準（案））（国土交通省） 

劣化時の挙動把握（しきい値確認） ：0.2～1.2 

・金属間摩擦係数 

止水板（接触面アルミニウム）と戸当り（ステンレス）：0.4 

・評価対象部位： 

底面水密ゴム，側面水密ゴム，止水板接続ゴム，止水板（止水板コマ含む）， 

止水板押え，底面・側面戸当り，止水板側ガイド板，支圧板 
・許容応力：引張り強度，変形量（伸び）（水密ゴム） 

弾性設計範囲内（止水板，その他の部材） 
・評価項目： 
 応力評価，追従性評価（止水板浮上り），水圧模擬，摩擦係数しきい値確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 二次元動的解析モデル 

 

  

止水板 

鋼製防護壁 
止水板押え 

底面水密ゴム 

側面水密ゴム 

止水板コマ 

支圧板 

止水板側ガイド板 

底面戸当り 
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（２）三次元動的解析 

＜評価条件＞ 

・解析コード：MARC（大規模解析対応非線形解析） 

・地震動：基準地震動ＳＳ 

・解析ケース：3ケース 地震時，津波時，津波時＋余震 

解析モデルは図23に示す。 

・水密ゴム摩擦係数： 

常時 ：0.2（ダム・堰施設技術基準（案））（国土交通省） 

・金属間摩擦係数 

止水板（接触面アルミニウム）と戸当り（ステンレス）：0.4 

・評価対象部位： 

底面水密ゴム，側面水密ゴム，止水板接続ゴム，止水板（止水板コマ含む）， 

止水板押え，底面・側面戸当り，止水板側ガイド板，支圧板 
・許容応力：引張り強度，変形量（伸び）（水密ゴム] 

弾性設計範囲内（止水板，その他の部材） 

・評価項目： 
 応力評価，追従性評価（止水板２枚の挙動，浮上り），水圧模擬 
 
 
 

 
 
 

 
 

図 23 三次元動的解析モデル 

 
  

止水板 

鋼製防護壁 

止水板押え 側面水密ゴム 

底面水密ゴム 止水板コマ 

支圧板 

底面戸当り 

止水板押え 

止水板 

止水板接続ゴム 
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【補足説明 5】止水機構の概要について 

（１）1 次止水機構の止水板について 

1次止水機構の止水板は，地震時の追従性を確保するとともに，津波による津波荷重，

漂流物による衝突荷重を考慮した構造とする。水密部の水密ゴムは，津波による圧力に耐

えうるよう設置し津波からの浸水を防止する。 

なお，止水板からの微少な漏えいを考慮し，敷地内に浸水させないよう陸側にシートジ

ョイントからなる2次止水機構を設置している。図24に止水機構全体の構造図を示す。 

 

（２）2 次止水機構の構造について 

ａ．2次止水機構は，共通要因故障（止水板の追従性不良等）による同時機能喪が生じない

よう多様性を図ることとし，1次止水機構の構造と異なるシートジョイントを設置して

いる。 

ｂ．シートジョイントについては，想定する津波荷重に対して十分な耐性を有するものを採

用するが，１次止水機構の取り外し時に津波の襲来を想定すると，漂流物が 2 次止水機

構に到達する可能性があることから，2次止水機構前面に防衝板を設置し，漂流物によ

る損傷を防止する構造にしている。 

ｃ．さらに，2 次止水機構の後段には，2 次止水機構からの漏水の可能性を考慮し，漏水を

収集・排水可能な排水溝を設置する構造にする。排水は，構内排水路の防潮堤内側の集

水枡に収集し，構内排水路逆流防止設備を介して排水する。 

ｄ．1次止水機構及び 2次止水機構のこれらの対策により，基準津波の遡上波の重要な安全

機能を有する海水ポンプが設置されたエリアへの到達，流入防止を確実なものとしてい

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 24 止水機構全体の概要 
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【補足説明6】漏水試験について 
実証試験にて実施した水密ゴムについて，漏水試験を実施し水密性を確認する。 
設計圧力における漏水試験のため，止水機構の水密ゴム（Ｐ形）について，試験装置

を製作し，漏水試験により設計圧力に耐えることを確認する。 
試験装置は，止水板２枚分（4m）の水密ゴムを設置可能な漏水試験装置を製作し，

底面水密ゴム，側面水密ゴム，止水板接続ゴムからの漏水を確認する。漏水位置は中央

部の3ｍ分からの漏水量を算出する。 
表13に漏水試験条件の一覧，表14に漏水試験装置の主要仕様，表15に漏水試験結果，

図25に漏水試験の装置概要図を示す。 
 

表13 漏水試験条件一覧表 
項目 条件 備考 

水密ゴム 

試験体１ 本震，余震+津波を経験させた水密ゴム 

試験体２ 本震，余震+津波を経験させた水密ゴム 

試験圧力 

0.17MPa以上 
保守的に，防潮堤天端高さ（T.P.＋20m）から設置地

盤標高（T.P.＋3m）を差し引いた値 

0.21MPa以上 
敷地に遡上する津波高さ（T.P.＋24m）から設置地盤

標高（T.P.＋3m）を差し引いた値 

試験時間 10分保持 「ダム・堰施設技術基準（案）」より 

許容漏水量＊
5.2  ／10分 試験圧力0.17MPaに対する許容漏水量 

6.4  ／10分 試験圧力0.21MPaに対する許容漏水量 

 
＊「ダム・堰施設技術基準（案）（国土交通省）」で規定する保持時間及び許容漏水量算定式に 

基づく3m当たりの許容漏水量 
    ・許容漏水量：Ｗ＝10.2Ｌ×Ｐ 

Ｗ：漏水量（ｍ /min） 

Ｐ：設計圧力（MPa） 

Ｌ：長辺の長さ(cm) 

     （試験装置の漏水検出範囲長さ300cm） 
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表 14 漏水試験装置の主要仕様 
項目 仕様 

試験装置 

寸法 長さ約 4.3m×高さ約 0.7m×幅約 0.7m 

材質 鋼製 

設計圧力 0.7MPa 

止水板 

寸法 
1 枚当たり 長さ約 2m×幅約 0.1m×高さ約 0.4m 

2 枚の止水板を接続ゴムにて接続し実施 

材質 ステンレス鋼 

重量 約 930kg／枚 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 25 漏水試験の装置概要図  

止水板 

幅約 4.3m 

高さ約 0.7m 

水圧部 

止水板 
止水板長さ約 2m 

漏水検出範囲 

3m

幅約 0.7m 

止水板接続ゴム 

止水板長さ約 2m 

漏水検出範囲 

3m

水圧部 

止水板 

側面水密ゴム 

底面水密ゴム 

漏水 

（正面図） 

（平面図） 

（断面図） 
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表15 漏水試験結果 

 
試験圧力 

(MPa） 

時間 

(分) 

漏水量※1 

( /10分） 

許容 

漏水量 

( /10分) 

判定 

試験体１ 

（1回目加振）

0.17 10 2.5 5.2 ○ 

0.21 10 2.0 6.4 ○ 

試験体２ 

（2回目加振）

0.17 10 0.035 5.2 ○ 

0.21 10 0.005 6.4 ○ 

※１：漏水量は１ｍあたり10分間漏水量。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

許容漏水量 
6.4 ／10 分 

許容漏水量 
5.2 ／10 分 

試験圧力と漏水量 

論点No.1-41



6.1.3-42 

＜水密ゴムの単体漏水試験結果＞ 
水密ゴムの単体試験として，未使用品の水密ゴム及び劣化状況を模擬した漏水試験を実施

しており良好な結果を得ている。表 16 に試験装置の主要仕様，表 17 に漏水試験結果，図 25

に試験装置の概要図，図 26 に試験圧力と漏水量を示す。 

表 16 試験装置主要仕様 
項目 仕様 

試験装置 

寸法 長さ約 2.3m×高さ約 0.7m×幅約 0.5m 

材質 鋼製 

設計圧力 0.7MPa 

止水板 

寸法 長さ約 2m×幅約 0.1m×高さ約 0.4m 

材質 ステンレス鋼 

重量 約 620kg 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 25 試験装置概要図  

圧力計 

底面水密ゴム 

止水板 

[正面図（陸側から）] 

[試験装置の全体図] 

陸側 
海側 

[A-A 断面図] 

水圧部 

止水板 

堤外側 

堤内側 

止水板 

水圧部 

[C-C 断面図] 

止水板 

漏水 

[底面水密ゴム取付部拡大図] 

止水板長さ 2m 

漏水検出範囲 

1m 

[B-B 断面図] 

陸側 海側 

 底面水密ゴム 

止水板 

A 

B 

A 

C 

B 

C 
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表17 漏水試験結果 

 区分 
試験圧力 

(MPa） 

時間 

(分) 

漏水量※1 

( /10分） 

許容 

漏水量 

( /10分) 

判定

試験体１ 
未使用品 

0.20 10 0.020 2.0 ○ 

試験体２ 0.20 10 0.029 2.0 ○ 

試験体３ 
劣化状態

を仮定 

0.17 10 0.039 1.7※2 ○ 

0.66 10 0.625 6.7※2 ○ 

0.17 10 0.440 1.7※2 ○ 

0.66 10 0.525 6.7※2 ○ 

※１：漏水量は１ｍあたり10分間漏水量。 
※２：未使用品（新品）の場合の許容漏水量 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

図 26 試験圧力と漏水量（高圧） 

図 26 試験圧力と漏水量（低圧） 

0
1
2
3
4
5
6
7

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7

0.66MPa 0.17MPa,0.20MPa 

第 1-45 図に 
拡大を示す。 

劣化状態を仮定 

試験圧力（MPa） 

漏
水

量
（

 ／
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分
）

 

2 ケース実施 

未使用品の場合の 
許容漏水量 
6.7 ／10 分 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

0.16 0.17 0.18 0.19 0.2 0.21
試験圧力（MPa） 
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未使用品 

論点No.1-43



6.1.3-44 

【参考】実証試験において想定される不具合と対策（案） 

実証試験において想定される不具合として，止水板の浮上りや水密ゴムの噛み込み等が

考えられるため，以下の対策（案）を検討している。 

対策（案）の実施に当たっては，二次元・三次元動的解析の結果も踏まえ，原因の分析を

十分に行い，必要に応じて対策を実施する。 

図 27に要因と対策（案）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 実証試験時における不具合時に対する対策（案） 

想定され

る不具合 

浮上り 

＜止水板＞

・止水板の浮き上がりが顕著で機能に

影響する。 
・止水板が跳ね上がり側面戸当り，止

水板押えが破損，損傷する。 
・止水板と底面戸当りと摩擦抵抗が高

まり止水板押えが損傷する。 

＜試験装置＞ 
・止水板の据付け状況の確認 
・試験装置（架構）の剛性，強度の向上 
＜部材＞ 
・部材の強度向上（止水板，止水板コマ，ガ
イド材の材質変更，他） 

・摩擦係数低減対策（止水板の長尺化， 
オイルレス軸受，他） 

＜要 因＞ ＜対 策（案）＞

＜底面・側面戸当り＞

破損・損傷

噛み込み

亀裂，破

損，損傷 

＜水密ゴム＞

・摺動時に水密ゴムが止水板に噛み込

む。 
・摺動時に水密ゴムが亀裂，破損，損

傷する。 

＜試験装置＞ 
・水密ゴムの据付け状況の確認 
・水密ゴムのライニング部の調査 
・水密ゴム取付け部等の構造見直し 
＜部材＞ 
・水密ゴムの硬度向上（硬い材質へ変更）
・水密ゴムの固定部の強度向上 
 （部材厚さの変更） 

破損・損傷
＜部材＞ 
底面・側面戸当りの材質変更による強度の
向上

ﾗｲﾆﾝｸﾞの破

損，めくれ 
著しい摩耗によりライニングが破損，

めくれにより機能に影響する。 

止水板の跳ね上がり等により底面・側

面戸当りと接触し破損，損傷する。 
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6.1.3.2 止水機構（1次止水機構）の実証試験の試験要領について 

1.目 的

止水機構の地震時及び余震+津波時の追従性を確認するため，実規模大の試験装置を用いた

試験（以下「実証試験」という。）を行い，止水板の挙動を確認することにより，変位追従性，

水密ゴムの健全性を確認する。本件は，実証試験の試験要領を示す。

２．試験期間及び場所 

実施時期：平成 30年 5月 9 日（水）～17日（木）（予定）

場 所：  

３．試験体制 

実証試験体制は，図 1 に示す。 
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図 1 実証試験体制 

日本原子力発電（株）

施設運営・設備保守担当 試験実施(計測・評価)担当 

振動台作動・計測担当

試験装置管理担当

試験装置計測担当 試験装置調整担当

試験内容説明者

振動台作動担当者

試験装置計測・調整担当者

試験日の役割別腕章色
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４．実証試験装置の概要 

振動台の上に１次止水機構を設置し，水平方向と鉛直方向とを同時加振する。図 2 に大

型 3 軸振動台の概要，図 3 に振動台の平面図，図 4 に試験装置のイメージ図を示す。 

振動台の仕様 

加振自由度 3軸6自由度 

最大積載重量 80ｔｆ 

テーブル寸法 X：6ｍ × Y：4ｍ 

定格 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

最大変位 ±300mm ±150mm ±100mm 

最大加速度 

（35ｔ積載時） 

1Ｇ 

（水平） 

3Ｇ 

（水平） 

1Ｇ 

（鉛直） 

第7図 大型3軸振動台の概要 

図2 大型3軸振動台の概要 

X 方向 

Y 方向 

Z 方向 
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図 3 振動台平面図

図 4 試験装置の鳥観図 
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５．試験条件 

（１）実証試験用地震動 

振動台に入力する実証試験用地震動は，本震として基準地震動Ｓｓを包絡させた地震

動及び余震+津波時として津波波圧を模擬的に与えた条件にて実証試験を実施する。表 1

に実証試験用応答スペクトルに用いる入力地震動を示す。 

図 5 に本震による三方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ）の実証試験用地震動の加速度応答スペクトル

を示す。模擬地震動の詳細については「6.1.3.4 実証試験に用いる地震動の作成，実証

試験及び三次元動的解析のケースについて」に示す。 

 

表 1 実証試験用応答スペクトルに用いる入力地震動 

種類 入力地震動 

本震 ＳＳ－Ｄ１ 

余震＋津波 Ｓｄ－Ｄ１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 5 本震による三方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ）の実証試験用地震動の加速度応答スペクトル
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（２）実証試験用入力地震動 

実証試験用入力地震動は，変位量に対する振動台性能の制限内に地震動を収めることを

目的として，実証試験用地震動にハイパスフィルター（HPF）を掛け，長周期成分をカッ

トした地震動である。 

実証試験に用いる振動台へ入力する入力波形を図 6 に示す。 

図 6 の入力加速度が最大 3ＧであるＹ方向（EW）の加速度応答スペクトル図から周期

1sec 付近で HPF が掛かっていることが読み取れるが，最大加速度レベルは実証試験用地震

動とほぼ同一レベルであることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 本震による三方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ）の実証試験用入力地震動の加速度応答スペクトル 
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（３）実証試験ケースと三次元動的解析ケース 

表 2 に本震時，表 3に余震時の実証試験のケースと三次元動的解析のケースを示す。 

 

表 2 本震時の実証試験ケースと三次元動的解析のケース 

 
実証試験のケース 三次元動的解析ケース

備 考 

Ｘ Ｙ Ｚ 実証試験 実機 

①３方向 

（Ｘ方向（堤軸）包絡波） 
１Ｇ 

３Ｇ 

(Ｘ包絡波)
１Ｇ ○ ○ 

３方向同時 

（Y方向に X方向の地震

動を入力。方向反転） 

②３方向 

（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波）
１Ｇ 

３Ｇ 

(Ｙ包絡波) 
１Ｇ ○ ○ 

３方向同時 

（図 7に実証試験用入

力地震動） 

③鉛直 

(鋼製防護壁包絡波) 
－ － １Ｇ ○ － 鉛直単独 

④鉛直 

(取水路側包絡波) 
－ － 

波形 

入力 
○ ○ 

鉛直単独 

（図８に実証試験用入

力地震動） 

⑤基準地震動（Ｓs） 

（Ｓs-D1） 
－ － ○ ３方向同時 

⑥基準地震動（Ｓs） － － ○ ３方向同時 

○：解析実施ケース 

 

表 3 余震時の実証試験ケースと三次元動的解析のケース 

 
実証試験のケース 三次元動的解析ケース

備 考 

Ｘ Ｙ Ｚ 実証試験 実機 

①３方向 

（Ｙ方向（提軸直交）包絡波）
１Ｇ 

２Ｇ 

(Ｙ包絡波)
１Ｇ ○ ○ ３方向同時 

②鉛直 

(鋼製防護壁波形入力)
－ － １Ｇ － － 鉛直単独 

③鉛直 

(取水路側波形入力) 
－ － 

波形 

入力 
○ ○ 鉛直単独 

④基準地震動（Ｓｄ） 

（Ｓｄ-D1） 
－ － ○ ３方向同時 

○：解析実施ケース 
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図 7 ②３方向（Ｙ方向（堤軸直交）包絡波）実証試験用入力地震動 

図 8 ④鉛直（取水路側包絡波）実証試験用入力地震動 

Ｚ方向（鉛直方向）の取水路側包絡波（振動台入力波） 
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（４）試験回数 

実証試験に用いる入力地震動（ＳＳ－Ｄ１，Ｓｄ－Ｄ１）による確認は，止水板の挙動

の再現性を確認するため，表 4の試験回数の設定のとおり 2回づつ実施する。 

 

表 4 試験回数の設定 

 本震 余震+津波 

試験回数 ２回 ２回 

 

 

（５）摩擦係数の設定 

止水板に設置する側面・底面水密ゴムは，材料証明書にてダム堰施設技術基準の物性

値であることを確認した未使用品のものを使用するため，摩擦係数は 0.2 の状態とす

る。表 5 に水密ゴムの物性値及び試験方法の規格を示す。 

 

表 5 水密ゴムの物性値及び試験方法の規格 

 試験項目 物性値 規格値 
試験条件･ 
試験方法 

通

常 

硬さ （DURO-A 型） ５５ ５５±５ JIS K 6253 

引張り

強さ 

（ＭＰａ） １６．３ １４．７以上

JIS K 6251 （ｋｇｆ／cm2） １６６ １５０以上

伸び（％） ５００ ３００以上
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（６）余震時の波圧の設定について 

余震時においては，余震+津波の津波高さの圧力を想定する必要があるため，津波によ

る荷重を以下のとおり止水板に負荷し，実証試験を実施する。 

◆水平方向荷重 

止水板 1 枚（2m）当り 3カ所×2 セットの水圧負荷装置により 29.0 kN 以上の荷

重を掛ける。 

Wh＝86.7kN/m×2m÷（3×2）＝28.9 kN≒29.0 kN 

 

＜水平方向水圧荷重（単位 m 当たり）＞ 

WH＝1/2・（h2－h12）γw 

＝1/2×（20.902－20.4852）×10.1＝86.7kN/m 

γw：海水の単位体積重量 10.1 kN/m 

 

◆鉛直方向荷重 

止水板 1枚(2ｍ)当り 2カ所×2セットの水圧負荷装置により 29.0kN以上の荷重を

掛ける。 

Wv＝29.0 kN/m×2m÷2＝29.0kN 

 

＜鉛直方向水圧荷重（単位 m 当たり）＞ 

WV＝h1・γw・B´ 

＝20.485×10.1×0.14= 29.0 kN/m 

B´：鉛直方向受圧厚さ 0.14m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｈ＝20.9m 

h1＝20.485m 

h2＝0.415m 

 

  

h
1
 

h
2
 

h
 

津波高さ 
T.P.+24.000m 

止水板高さ 
T.P.+3.515m 

止水板設置高さ 
T.P.+3.100m 

止水板 

止水板押え 

＜鋼製防護壁＞ 
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（７）実証試験に係る計測項目 

実証試験における計測項目（表 6）計測箇所（図 9）及び計測器一覧（表 7）を示す。 

表 6 実証試験における計測項目 

各部位 目 的 確認項目 

①止水板押え 

止水板の追従性

に影響を与える

部材の健全性を

確認する。 

挙動確認 ◆止水板押えの加速度計測（⑬～⑯） 

健全性 
確認 

◆寸法計測 
・止水板押えと止水板の隙間計測 
・止水板押え側ガイド板の平面度測定 
・止水板押え側ガイド板と止水板側ガイドとの寸法測定 
◆外観目視検査 
・変形，摩耗等の確認 

④止水板 

(底面止水板コ

マ部含む) 

止水板の追従

性及び健全性

を確認する。 

挙動確認

◆止水板と底面，側面戸当りの変位計測（①～⑧） 
（レーザー変位計による止水板の挙動確認） 
◆止水板の加速度計測（⑤～⑧） 
◆ビデオ撮影（①～⑨） 

健全性 
確認 

◆寸法計測 
・止水板，支圧板の寸法測定 
・止水板コマ寸法測定（寸法，板厚，摩耗量測定（試験後））

◆外観目視,据付け状況検査 
・止水板コマ，支圧板の変形，摩耗，据付け等の確認 

⑤底面戸当り 

⑥側面戸当り 

止水性に影響を

与える部材の健

全性を確認す

る。 

挙動確認
◆加速度計測（底面・側面戸当り）（⑨～⑫） 
◆ビデオ撮影（①～⑨） 

健全性 
確認 

◆寸法測定 
・平面度測定 
◆外観目視，据付け状況検査 
・変形，摩耗，ゆがみ，据付け等の確認 

底面・側面水密

ゴム 

止水板に追従

し，水密性に

影響がないこ

とを確認す

る。 

挙動確認 
◆止水板と底面，側面戸当りの変位計測（①～⑧） 
（レーザー変位計による浮き上がり確認） 
◆ビデオ撮影（①～⑨） 

健全性 
確認 

◆寸法測定 
・水密ゴムの寸法計測（厚さ） 
◆外観目視，据付け状況検査 
・変形，摩耗，亀裂，ライニング面，据付け等の確認 
◆漏水検査 

止水板接続 

ゴム 

止水板との接

続部に影響が

ないことを確

認する。 

挙動確認 

◆止水板の変位計測（①～⑧） 
（レーザー変位計による止水板の挙動を把握し，接続ゴ

ムの変位を計測） 
◆止水板の加速度計測（⑤～⑧） 
◆ビデオ撮影（②） 

健全性 
確認 

◆寸法測定 
・水密ゴムの寸法計測（寸法） 
◆外観目視検査 
・変形，摩耗，亀裂の確認 
・底面・側面水密ゴムの接続箇所の確認 
◆水密ゴムの据付け状況確認 
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本震時の計測機器に，更に水圧模擬するためロードセルを設置する。 

 

図 9 実証試験時の計測部位（本震時・余震+津波時） 

平面図 

断面図（加速度計，レーザ変位計） 

側面水密ゴム 

ロードセル 

（水圧模擬） 

ロードセル 

（水圧模擬） 

架構 架構 

止水板 

振動台 
底面水密ゴム 

側面水密ゴム 

架構 架構 

底面水密ゴム 

止水板 

振動台 

架構 架構 

止水板 

止水板 

止水板接続 

ゴム 

止水板押え 

止水板押え側 

ガイド板 

止水板側 

ガイド板 

 

支圧板 

止水板押え 

止水板押え 

止水板押え 

① ② 

⑤～⑧ ⑬～⑯ 

⑤ 

⑥ 

⑦

⑧ 

①～④ 

⑤～⑧ 

① 

② 

⑥ 

③ 

④ 

⑧ 

①～③ 
④～⑦ 

⑧,⑨ 

① ④ 

⑧ 

⑤ 

② 

⑥ 

⑨ 

③ 

 

：加速度計 

：レーザー変位計 

：ビデオ撮影 

＜凡例＞ 

⑤ 

⑦ 

⑨～⑫ 

⑦ 

③ ④ 

ロードセル 

（水圧模擬） 

ロードセル 

（水圧模擬） 

ロードセル 

（水圧模擬） 

断面図（ロードセル（水圧模擬）） 
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表 7 計測器一覧 

計測器 型番 メーカ 仕様 数量 備考 

レーザー変
位計

測定範囲 160～450 ㎜ 

4 
鉛直 

相対変位 
繰返し精度 30μｍ 

計測精度：0.1mm 

測定範囲 75～130 ㎜ 

4 
水平 

相対変位 
繰返し精度 30μｍ 

計測精度 0.01mm 

加速度計 

定格容量 ±20G 

16 ＸＹＺ方向応答周波数範囲 500Hz 

計測精度 0.02G±1% 

ロードセル

定格容量 50ｋN 

12 水平方向 
非直線性 ±0.05％ 

定格容量 100ｋN 
4 鉛直方向 

非直線性 ±0.2％ 

ＣＣＤ 
カメラ

f6 ㎜，8 ㎜，12 ㎜ 6 

f3.7 ㎜ 3 

ビデオ 
カメラ

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ方式 2 全景用 
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（８）実証試験の計測項目と判定基準 

実証試験では以下の項目について計測を行い「止水板の地震時の追従性」，「水密ゴムの健

全性」及び「１次止水機構の構成部品の健全性」について確認し，止水機構全体に影響がな

いか確認する。表 8に実証試験の計測項目と判定基準を示す。 

表 8 実証試験の計測項目と判定基準 

機能目標 計測項目※ 判定基準 

止水板の地震時の

追従性確認 

◆追従性評価（ビデオ撮影）

◆変位計測（レーザー変位計）

◆加速度計測（加速度計） 

◆外観目視検査 

◆止水板の動作に異常がなく，止水板としての機能

が保持されていること。（浮き上がり，止水板の

破損・損傷） 

水密ゴムの健全性

確認 

◆追従性評価（ビデオ撮影）

◆変位計測（レーザー変位計）

◆寸法計測 

◆外観目視点検 

◆水密ゴムの動作に異常がなく機能が保持されてい

ること。 

（噛み込み，摺動による亀裂，破損，摩耗） 

◆水密ゴムのライニングに異常がなく機能が保持さ

れていること。（ライニングの破損，めくれ） 

１次止水機構の構

成部品の健全性確

認 

◆止水板，側面戸当り，底面

戸当り，止水板押え，架構等

の外観目視点検 

◆三次元計測による試験 

装置全体の計測 

◆装置全体に異常がなく健全であること。 

（試験装置，部材の変形，損傷，他） 

※各部位毎の計測項目については，表 7の 1次止水機構の各部位毎の評価項目に示す。 

 

  

１次止水機構

鋼製防護壁

津波 

①止水板押え

②保護プレート

⑤底面戸当り 

③砂除け 

 止水機構の各名称 

⑦シートジョイント ⑥側面戸当り 

鋼製防護壁

陸側

⑤底面戸当り

④止水板

２次止水機構 
⑧防衝板 

ａ部詳細 

ａ部詳細 
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（９）実証試験手順 

実証試験は 1 回の実証試験で約 3 日間必要とする。そのため，実証試験の「本震」，「余

震+津波」を実施し水密ゴムの計測等は 4 日目に実施する手順になる。表 9 に実証試験の

実施手順を示す。 

水密ゴムは，実際に想定しうる「本震」の後に「余震+津波」となるため，「余震+津波」

の実証試験が終了するまでは同じものを通して使用する。 

以下は 1 回目の試験手順を示す，2回目の試験手順も同様の手順で実施する。 

 

表 9 実証試験の実施手順（1回目） 

時間帯 
本 震 

（1日目） 
本 震 

（2日目） 
余震＋津波 1回 

（3日目） 

午前 
(約 3.5 時間)

＜試験前準備＞ 

・各部外観検査，寸法計測 

（試験前健全性確認） 

・振動台の油圧上昇 

（ＸＹＺ軸方向） 

・振動台の油圧降下 

・止水板設置 

・計測器取付け 

・水密ゴムの計測 

・水密ゴムの外観据付け検査

＜試験前準備＞ 

・同左 

＜試験前準備＞ 

・同左 

午後 
(約 4.5 時間)

＜試験前準備＞ 

・振動台油圧上昇 

・ホワイトノイズ加振※ 

＜試験枚準備＞ 

・同左 

＜試験前準備＞ 

・水密ゴムの外観据付け検査 

・水密ゴムの計測 

・水圧負荷装置設置 

＜実証試験＞ 

・実証試験（本震） 

・加振終了後油圧降下 

＜実証試験＞ 

・同左 

＜実証試験＞ 

・油圧上昇 

・水平負荷装置荷重調整 

・実証試験（余震） 

・水平負荷解除 

・加振終了後油圧降下 

＜試験後＞ 

・止水板取り外し 

・水密ゴムの外観・据付け検査

＜試験後＞ 

・同左 

＜試験後＞ 

・止水板取り外し 

・水密ゴムの外観・据付け検査

・水圧負荷装置取外し 

 

（4 日目） 

・水密ゴム取外し，摩耗等計測 

・各部外観検査，寸法計測（試験後健全性確認） 

・品質記録の例を図 10に示す。 

 

※ホワイトノイズ加振とは 

止水板を設置しない状態で試験装置の固有振動数を算出し，試験装置の固有振動数に有意

な変化がないことを試験前に確認することで，試験装置が正常な状態であることを確認する。
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図 10 品質記録の例（1/3） （止水板の寸法計測の例） 
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図 10 品質記録の例（2/3） （止水板押えと側面戸当りの寸法計測の例） 

海
 

側
陸

側
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図 10 品質記録の例（3/3） （止水板押えの間隔計測の例） 
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6.1.3.3 二次元・三次元動的解析の結果について 

 

1.目 的 

止水機構の実規模大の試験装置を用いた試験（以下「実証試験」という。）では，基準

地震動Ｓs 及び余震＋津波時における止水板の挙動を確認することにより，変位追従性，

水密ゴムの健全性を確認する。 

本件では，実証試験に合わせて実施する二次元・三次元動的解析の結果について説明す

る。 
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２．解析条件 

（１）二次元動的解析 

＜評価条件＞ 

・解析コード：MARC（大規模解析対応非線形解析） 

・地震動：基準地震動ＳＳ 

・解析ケース：3ケース 地震時，津波時，津波時＋余震 

解析モデルは図1に示す。 

・水密ゴム摩擦係数： 

常時 ：0.2（ダム・堰施設技術基準（案））（国土交通省） 

劣化時の挙動把握（しきい値確認） ：0.2～1.2 

・金属間摩擦係数 

止水板（接触面アルミニウム）と戸当り（ステンレス）：0.4 

・評価対象部位： 

底面水密ゴム，側面水密ゴム，止水板接続ゴム，止水板（止水板コマ含む）， 

止水板押え，底面・側面戸当り，止水板側ガイド板，支圧板 
・許容応力：引張り強度，変形量（伸び）（水密ゴム） 

弾性設計範囲内（止水板，その他の部材） 
・評価項目： 
 応力評価，追従性評価（止水板浮上り），水圧模擬，摩擦係数しきい値確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 二次元動的解析モデル 

 

  

止水板 

鋼製防護壁 
止水板押え 

底面水密ゴム 

側面水密ゴム 

止水板コマ 

支圧板 

止水板側ガイド板 

底面戸当り 
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（２）三次元動的解析 

＜評価条件＞ 

・解析コード：MARC（大規模解析対応非線形解析） 

・地震動：基準地震動ＳＳ 

・解析ケース：3ケース 地震時，津波時，津波時＋余震 

解析モデルは図2に示す。 

・水密ゴム摩擦係数： 

常時 ：0.2（ダム・堰施設技術基準（案））（国土交通省） 

・金属間摩擦係数 

止水板（接触面アルミニウム）と戸当り（ステンレス）：0.4 

・評価対象部位： 

底面水密ゴム，側面水密ゴム，止水板接続ゴム，止水板（止水板コマ含む）， 

止水板押え，底面・側面戸当り，止水板側ガイド板，支圧板 
・許容応力：引張り強度，変形量（伸び）（水密ゴム） 

弾性設計範囲内（止水板，その他の部材） 

・評価項目： 
 応力評価，追従性評価（止水板2枚の挙動，浮上り），水圧模擬 
 
 
 

 
 
 

 
 

図 2 三次元動的解析モデル 

 

 

 

 

止水板 

鋼製防護壁 

止水板押え 側面水密ゴム 

底面水密ゴム 止水板コマ 

支圧板 

底面戸当り 

止水板押え 

止水板 

止水板接続ゴム 
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３．三次元動的解析 

（１）実証試験モデルの解析条件 

ａ．解析コード   MSC_MARC2014.2.0（エムエスシーソフトウェア株式会社） 

ｂ．解析内容    大変形超弾性解析（止水ゴムを超弾性体として扱う） 

ｃ．モデルの説明 

基本的に6面体ソリッド要素，架台の部分はシェル要素として作成した。 

ｄ．解析に用いる物性値および摩擦係数 

各部の物性値と摩擦係数は表 1に示す通り。モデル化に当たっては，⑤底面戸当り，鋼

製防護壁（⑥側面戸当り）は，剛体としてモデル化した。 

 

表1 物性値および摩擦係数 

部位（材質） 物性値 許容値 摩擦係数 

①止水板押え 

（SM490) 

縦弾性係数 205000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 315MPa - 

④止水板 

 (SUS304) 

縦弾性係数 197000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 205MPa - 

底面・側面水密ゴム 

(合成ｺﾞﾑ+ 

ﾗｲﾆﾝｸﾞ貼付け) 

単軸引張試験結果 引張強さ 14.7 MPa 0.2 

止水板コマ 

(ｱﾙﾐﾆｳﾑ銅合金) 

縦弾性係数 110000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 245MPa 

0.4 

（金属間の摩擦係数）

支圧板 

(超高分子ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ) 

縦弾性係数 785MPa 

ポアソン比 0.3 
引張強さ 44MPa 0.2 

止水板側ガイド板 

(ｱﾙﾐﾆｳﾑ銅合金) 

縦弾性係数 110000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 245MPa 0.4 

 

ｅ．解析モデルに考慮している隙間 

止水機構の実機と同じ構造を模擬するため，以下の箇所については，解析モデル上も隙

間を考慮し解析を実施する。図 3 に解析モデル上の隙間を示す。 

①側面水密ゴムと側面戸当りの隙間 3mm 

②底面水密ゴムと底面戸当りの隙間 3mm 

③止水板ガイドと止水板押えの隙間 5mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

止水板 
底面水密ｺﾞﾑ 

ﾗｲﾆﾝｸﾞ（樹脂）

側面水密ｺﾞﾑ 
ﾗｲﾆﾝｸ （゙樹脂） 

①側面戸当りと 
側面戸当りとの 
隙間 3mm 

側面戸当り 止水板 

支圧板 

②止水板コマと 
底面戸当りとの
隙間 3mm 

⑤底面戸当り 

止水板コマ 

止水板側 

ガイド板 

① 止 水

板押え 
止水板押え 

止水板 
ガイド板 

支圧板 

止水板押え 

ガイド板 

（拡大図） 

 
③止水板ガイドと 

止水板押え側ガイド板の 

隙間 5mm

図 3 解析モデル上の隙間
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f．解析モデルの作成 

実証試験モデルの解析モデルを図 4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Z

Y

X

Z 

X

Y

架構 

止水板 

止水板押え（架構） 

架構 

架構 

止水板 

底面戸当り 

側面水密ゴム 
側面戸当り 
（架構） 

止水板押えガイド 

底面水密ゴム 

海 側 

陸 側 

海 側 

陸 側 

図 4 三次元解析モデル（実証試験用）（1/2） 
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Z 

YX 

止水板押え（架構）

止水板 側面水密ゴム 

支圧板 

止水板 

止水板接続ゴム 

底面水密ゴム 

拡大図は下記 

海 側 

陸 側 

底面水密ゴム 

側面水密ゴム 

支圧板 

止水板 

止水板接続ゴム 

海 側 

陸 側 

図 4 三次元解析モデル（実証試験用）（2/2） 

Z 
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（２）実機モデルの解析条件 

ａ．解析コード   MSC_MARC2014.2.0（エムエスシーソフトウェア株式会社） 

ｂ．解析内容    大変形超弾性解析（止水ゴムを超弾性体として扱う） 

ｃ．モデルの説明 

基本的に6面体ソリッド要素として作成した。 

ｄ．解析に用いる物性値および摩擦係数 

各部の物性値と摩擦係数は表 1に示す通り。 

 

表1 物性値および摩擦係数 

部位（材質） 物性値 許容値 摩擦係数 

①止水板押え 

（SM490) 

縦弾性係数 205000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 315MPa - 

④止水板 

 (SUS304) 

縦弾性係数 197000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 205MPa - 

底面・側面水密ゴム 

(合成ｺﾞﾑ+ 

ﾗｲﾆﾝｸﾞ貼付け) 

単軸引張試験結果 引張強さ 14.7 MPa 0.2 

止水板コマ 

(ｱﾙﾐﾆｳﾑ銅合金) 

縦弾性係数 110000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 245MPa 

0.4 

（金属間の摩擦係数）

支圧板 

(超高分子ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ) 

縦弾性係数 785MPa 

ポアソン比 0.3 
引張強さ 44MPa 0.2 

止水板側ガイド板 

(ｱﾙﾐﾆｳﾑ銅合金) 

縦弾性係数 110000MPa 

ポアソン比 0.3 
耐力 245MPa 0.4 

 

ｅ．解析モデルに考慮している隙間 

止水機構の実機と同じ以下の箇所については，解析モデル上も隙間を考慮し解析を実施

する。図 5に解析モデル上の隙間を示す。 

①側面水密ゴムと側面戸当りの隙間 3mm 

②底面水密ゴムと底面戸当りの隙間 3mm 

③止水板ガイドと止水板押えの隙間 5mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

止水板 
底面水密ｺﾞﾑ 

ﾗｲﾆﾝｸﾞ（樹脂） 

側面水密ｺﾞﾑ 
ﾗｲﾆﾝｸ （゙樹脂） 

①側面戸当りと 
側面戸当りとの 
隙間 3mm 

側面戸当り 止水板 

支圧板 

②止水板コマと 
底面戸当りとの
隙間 3mm 

⑤底面戸当り 

止水板コマ 

止水板側 

ガイド板 

① 止 水

板押え 
止水板押え 

止水板 
ガイド板 

支圧板 

止水板押え 

ガイド板 

（拡大図） 

 
③止水板ガイドと 

止水板押え側ガイド板の 

隙間 5mm

図 5 解析モデル上の隙間
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f．解析モデルの作成 

実機モデルの解析モデルを図 6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Z

Y

X

止水板 
底面戸当り 

側面水密ゴム 

側面戸当り 

止水板押え 

底面水密ゴム 

海 側 

陸 側 

止水板 

側面水密ゴム 

止水板ガイド 

底面水密ゴム 

海 側 

陸 側 

止水板押えガイド 

図 6 三次元解析モデル（実機用）（1/2） 

Z 

Y

X
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Z

YX

Z

YX 

止水板押え 
（固定支持） 

止水板 

側面戸当り 
（固定支持） 

底面戸当り 

底面水密ゴム 

海 側 

陸 側 

側面水密ゴム 

止水板 

側面水密ゴム 

支圧板 

止水板 

止水板接続ゴム 

海 側 

陸 側 

底面水密ゴム 

図 6 三次元解析モデル（実機用）（2/2） 
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6.1.3-72 

（３）実証試験と三次元動的解析ケースの目的について 

三次元動的解析と実証試験検証における検証ケースとして，3 方向加振試験の場合は

②の三次元動的解析と実証試験を検証ケースとし，鉛直方向については，④の三次元

動的解析と実証試験を検証ケースとして実施する。その他のケースについては，主に

データ拡充の観点から止水板の挙動について確認する。表 2に実証試験及び三次元動

的解析ケースの目的を示す。 

 

表 2 実証試験及び三次元動的解析ケースの目的 

 
実証試験のケース 

三次元動的解

析ケース 
各実証試験及び三次元動的解析ケースの目的 

Ｘ Ｙ Ｚ 
実証

試験
実機 

①３方向 

（Ｘ方向（堤軸）

包絡波） 

１Ｇ

３Ｇ

(Ｘ包絡

波)

１Ｇ ○ ○ 

【データ拡充】３方向データ 

◆実証試験において，鋼製防護壁側の堤軸側の水平方

向の包絡波を入力し止水板の挙動をデータ拡充の観

点から確認する。 

◆３次元動的解析における止水板の挙動をデータ拡充

の観点から確認する。 

②３方向 

（Ｙ方向（堤軸直

角）包絡波） 

１Ｇ

３Ｇ

(Ｙ包絡

波)

１Ｇ ○ ○ 

【検証ケース】３方向データ（実機と同じ方向確認） 

◆実証試験において鋼製防護壁側の堤軸直角側の水平

方向の包絡波を入力し止水板の挙動を確認する。 

◆３次元動的解析については，実証試験と実証試験ケ

ースの検証を行うと共に実機ケースモデルとの解析

検証を行いモデルの妥当性についても確認する。 

③鉛直 

(鋼製防護壁包

絡波) 

－ － １Ｇ ○ － 

【データ拡充】鉛直方向データ 

◆実証試験において鋼製防護壁側の鉛直方向の加速度

（1G）を取水路側の鉛直方向に入力し，止水板の挙

動をデータ拡充の観点から確認する。 

◆３次元動的解析における止水板の挙動をデータ拡充

の観点から確認する。 

④鉛直 

(取水路側包絡

波) 

－ － 
波形

入力
○ ○ 

【検証ケース】鉛直方向データ（実機と同じ方向確認）

◆実証試験において止水板の挙動は，鉛直方向からの

慣性力が支配的と考えられることから本件をベース

ケースとした実証試験を実施し，鉛直からの変位量

を計測する。実機と同じ方向で確認 

◆３次元動的解析については，実証試験と実証試験ケ

ースの検証を行うと共に実機ケースモデルとの解析

検証を行いモデルの妥当性についても確認する。 
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6.1.3-73 

（４）三次元動的解析結果 

表 3 に本震時，表 4に余震時の三次元動的解析ケースと解析結果を示す。 

 

表 3 本震時の実証試験ケースと三次元動的解析のケース 

 
実証試験のケース 三次元動的解析ケース 

備 考 

Ｘ Ｙ Ｚ 実証試験 実機 

①３方向 

（Ｘ方向（堤軸）包絡波） 
１Ｇ 

３Ｇ 

(Ｘ包絡波)
１Ｇ ○ ○ 

３方向同時 

（Y方向に X方向の地震動

を入力。方向反転） 

図 7,8 に記載 

②３方向 

（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波）
１Ｇ 

３Ｇ 

(Ｙ包絡波) 
１Ｇ ○ ○ 

３方向同時 

図 9,図 10に記載 

③鉛直 

(鋼製防護壁包絡波) 
－ － １Ｇ ○ － 

鉛直単独 

図 11,図 12 に記載 

④鉛直 

(取水路側包絡波) 
－ － 

波形 

入力 
○ ○ 

鉛直単独 

図 13,図 14 に記載 

⑤基準地震動（Ｓs） 

（Ｓs-D1） 
－ － ○ ３方向同時 

⑥基準地震動（Ｓs） － － ○ ３方向同時 

○:解析実施ケース 

 

表 4 余震時の実証試験ケースと三次元動的解析のケース 

 
実証試験のケース 三次元動的解析ケース

備 考 

Ｘ Ｙ Ｚ 実証試験 実機 

①３方向 

（Ｙ方向（堤軸直交）包絡波）
１Ｇ 

２Ｇ 

(Ｙ包絡波)
１Ｇ ○ ○ ３方向同時 

②鉛直 

(鋼製防護壁波形入力)
－ － １Ｇ － － 鉛直単独 

③鉛直 

(取水路側波形入力) 
－ － 

波形 

入力 
○ ○ 鉛直単独 

④基準地震動（Ｓｄ） 

（Ｓｄ-D1） 
－ － ○ ３方向同時 

○：解析実施ケース 

 

 

 

  

論点No.1-73



6.1.3-74 

【本震時】 

①3 方向（Ｘ方向（堤軸）包絡波）の解析結果 

（ａ）加速度時刻歴 

３軸方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ）の加速度時刻歴を図 7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

水平（Ｘ方向）加速度 

 

 

 

 

 

 

 

水平（Ｙ方向）加速度 

 

 

 

 

 

 

 

鉛直（Ｚ方向）加速度 

 

 

図 7 3 方向（Ｘ方向（堤軸）包絡波）の加速度応答時刻歴 
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6.1.3-75 

（ｂ）実証試験モデルの解析結果 

実証試験モデルの解析結果を図 8 に示す。 

浮き上がり量は最大で 0.55mm（図 8-1）であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 8-1 止水板コマと底面戸当りとの距離（浮上り量） 

図 8-2 止水板と底面戸当りとの距離（浮上り量）実証試験計測位置 
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図 8（1/2） 3 方向（Ｘ方向（堤軸）包絡波）の解析結果 

 

  

図 8-3 止水板と側面戸当りとの距離 
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6.1.3-77 

(DV-4) (DV-3)(DV-2) (DV-1) 

（ｃ）実機モデルの解析 

実機モデルの解析結果を図 8 に示す。 

浮き上がり量は最大で 0.65mm であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 8-4 止水板コマと底面戸当りとの距離（浮上り量） 

図 8-5 止水板と底面戸当りとの距離（浮上り量）実証試験計測位置 
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(DV-4) (DV-3)(DV-2) (DV-1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8（2/2） 3 方向（Ｘ方向（堤軸）包絡波）の解析結果 

 

  

図 8-6 止水板と側面戸当りとの距離（浮上り量）実証試験計測位置 
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6.1.3-79 

②3 方向（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波）の解析結果 

 

（ａ）加速度時刻歴 

３軸方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ）の加速度時刻歴を図 9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

水平（Ｘ方向）加速度 

 

 

 

 

 

 

 

水平（Ｙ方向）加速度 

 

 

 

 

 

 

 

鉛直（Ｚ方向）加速度 

 

 

図 9 3 方向（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波）の加速度応答時刻歴 
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（ｂ）実証試験モデルの解析結果 

実証試験モデルの解析結果を図 10に示す。 

浮き上がり量は最大で 0.72mm（図 10-1）であることを確認した。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10（1/2） 3 方向（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波）の解析結果 

【実証試験モデル】  

図 10-3 止水板と側面戸当りとの距離 

図 10-1 止水板コマと底面戸当りとの距離（浮上り量） 

図 10-2 止水板と底面戸当りとの距離（浮上り量）実証試験計測位置 
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（ｃ）実機モデルの解析 

実機モデルの解析結果を図 8 に示す。 

浮き上がり量は最大で 1.92mm であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 10-4 止水板コマと底面戸当りとの距離（浮上り量） 

図 10-5 止水板と底面戸当りとの距離（浮上り量）実証試験計測位置 
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図 10-6 止水板と側面戸当りとの距離（浮上り量）実証試験計測位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図 10（2/2） 3 方向（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波）の解析結果 
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③鉛直（鋼製防護壁包絡波）の解析結果 

 

（ａ）加速度時刻歴 

鉛直方向（Ｚ方向）の加速度時刻歴を図 11に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 鉛直（鋼製防護壁包絡波）の加速度応答時刻歴 
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6.1.3-84 

（ｂ）実証試験モデルの解析結果 

実証試験モデルの解析結果を図 12に示す。 

浮き上がり量は最大で 0.00mm（図 12-1）であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 12-1 止水板コマと底面戸当りとの距離（浮上り量） 

図 12-2 止水板と底面戸当りとの距離（浮上り量）実証試験計測位置 
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図 12（1/2） 鉛直（鋼製防護壁側包絡波）の解析結果 

【実証試験モデル】 

 

 

 

 

  

図 12-3 止水板と側面戸当りとの距離 
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④鉛直（取水路側包絡波）の解析結果 

 

（ａ）加速度時刻歴 

鉛直方向（Ｚ方向）の加速度時刻歴を図 13に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 鉛直（取水路波形入力）の加速度応答時刻歴 
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6.1.3-87 

（ｂ）実証試験モデルの解析結果 

実証試験モデルの解析結果を図 14に示す。 

浮き上がり量は最大で 0.08mm（図 14-1）であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14（1/2） 鉛直（取水路波形入力）の解析結果 

【実証試験モデル】 

  

図 14-1 止水板コマと底面戸当りとの距離（浮上り量） 

図 14-2 止水板と底面戸当りとの距離（浮上り量）実証試験計測位置 

図 14-3 止水板と側面戸当りとの距離 
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6.1.3-88 

（ｃ）実機モデルの解析結果 

実機モデルの解析結果を図 14に示す。 

浮き上がり量は最大で 0.05mm（図 14-4）であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14（2/2） 鉛直（取水路波形入力）の解析結果 

【実機モデル】 

  

図 14-4 止水板コマと底面戸当りとの距離（浮上り量） 

図 14-5 止水板と底面戸当りとの距離（浮き上がり量）実証試験計測位置 

図 14-6 止水板と側面戸当りとの距離 
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【余震時】 

③鉛直（取水路側波形入力）の解析結果 

 

（ａ）加速度時刻歴 

鉛直方向（Ｚ方向）の加速度時刻歴を図 15に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 鉛直（取水路波形入力）の加速度応答時刻歴 
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6.1.3-90 

（ｂ）実証試験モデルの解析結果 

実証試験モデルの解析結果を図 16に示す。 

浮き上がり量は最大で 0.00mm（図 16-1）であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 16-1 止水板コマと底面戸当りとの距離（浮上り量） 

図 16-2 止水板と底面戸当りとの距離（浮上り量）実証試験計測位置 
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図 16（1/2） 鉛直（取水路波形入力）の解析結果 

【実証試験モデル】 

 

 

  

図 16-3 止水板と側面戸当りとの距離 
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6.1.3-92 

（ｃ）実機モデルの解析結果 

実機モデルの解析結果を図 16に示す。 

浮き上がり量は最大で 0.27mm（図 16-4）であることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 16-4 止水板コマと底面戸当りとの距離（浮上り量） 

図 16-5 止水板と底面戸当りとの距離（浮上り量）実証試験計測位置 
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図 16（2/2） 鉛直（取水路波形入力）の解析結果 

【実機モデル】 

 

 

 

 

  

図 16-6 止水板と側面戸当りとの距離 
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（５）実証試験モデルと実機モデルとの検証 

鉛直の解析結果（④鉛直<取水路波形入力>），実証試験モデルと実機モデルとの解析結

果を比較すると，止水板の浮き上がりの挙動やタイミング，浮き上がり量はほぼ同じ結果

が得られ，止水板の挙動をよく再現できている結果が得られた。比較の結果を図 15示す。 

実機モデルの止水板押えは，鋼製防護壁側にボルト接合されているため，比較的剛性が

高いのに対し，実証試験モデルの場合は，架構による支持のため剛性は低いものとなって

いる。また，実機モデルにおける止水板は，両端が連続して設置されているのに対し，実

証試験モデルの場合は，両端が拘束されていない自由端となる。そのため，実証試験モデ

ルの場合は，比較的浮き上がりの挙動が大きくなる傾向にある。 

実証試験モデルと実機モデルの浮き上がりについて 2 枚の止水板の浮き上がりを検証し

た。検証結果を図 16，図 17 示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 実機モデルと実証試験モデルの三次元動的解析結果の比較 

 

 

 

 

  

【実機モデル】 

浮き上がり量は同程度 

実証試験装置モデルと同じタイミングで止水板の浮き上
がりが確認できる。 

【実証試験モデル】 
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0.03

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

【実証試験モデルの検証】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16-2 止水板（A,B）の浮き上がり量 

 

 

 

 

 

 

 

図 16-3 止水板（C,D）の浮き上がり量 

 

実証試験モデルは両端が拘束されていないため，中央部の浮き上がりに吊られ両端部も

浮き上がる傾向が確認できる。浮き上がり量は最大で 0.09mm であった。 

 

 

  

 

 

 

止水板の浮き上がりの模式図         止水板の浮き上がり量（mm） 

  

図 16-1 止水板コマと底面戸当りとの浮き上り量 

中央の浮き上がりに吊られて両端が浮き上がる。 

止水板の接続部が浮き上がる挙動を示す。 

中央部に吊られ端部が浮き上がる。 

止水板の接続部が浮き上がる挙動を示す。 

中央部に吊られ端部が浮き上がる。 
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【実機モデルの場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17-2 止水板（A,B）の浮き上がり量 

 

 

 

 

  

 

図 17-3 止水板（C,D）の浮き上がり量 

 

実機モデルは両端が拘束されているため，止水板の中央部が浮き上がるが両端は浮き上

がらない傾向が確認できる。また，浮き上がり量の最大値は実証試験モデル 0.09mm に対し

実機モデル 0.08mm とほぼ同じ浮き上がり量となった。 

 

 

 

 

 

止水板の浮き上がりの模式図       止水板の浮き上がり量（mm） 

  

図 17-1 止水板コマと底面戸当りとの浮き上り量 

止水板の接続部が浮き上がる挙動を示す。 

端部は浮き上がらない 

止水板の中央部飲み浮き上がる。 

止水板の接続部が浮き上がる挙動を示す。 

端部は浮き上がらない 
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400mm

DV-4 DV-3 

2000mm2000mm

止水板止水板

350mm350mm350mm 350mm

DV-1DV-2

（６）３方向同時加振の実証試験モデルの検証及び挙動 

ａ．実証試験モデルと実機モデルとの検証 

鉛直の解析結果（②Ｙ方向（堤軸直角）包絡波），実証試験モデルと実機モデルとの解

析結果を比較すると，止水板の浮き上がりの挙動やタイミング，浮き上がり量はほぼ同等

の結果が得られ，止水板の挙動をよく再現できている結果が得られた。比較の結果を図 18

に示す。 

実証試験結果を再現できた実証試験装置モデルによる三次元動的解析の結果と実機設計

モデルによる三次元動的解析結果によく一致していることから，三次元動的解析による実

機止水板の地震時の追従性の評価は問題ないと判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜実機モデル考察＞ 

◆実証試験装置モデルにおける止水板の挙動と良く一致している。 

◆このため，「実証試験結果」 「実証試験装置モデルによる三次元動的解析結果」 「実機

設計モデルによる三次元動的解析結果」に相関があり，実機設計において三次元動的解析

の適用に問題ないと判断される。 

＜実証試験装置モデル考察＞ 

◆実証試験結果の方が鉛直変位量（＋側の絶対値）が約２倍大きい結果となっているが，実

証試験結果の鉛直変位のうねりを考慮した場合の鉛直変位量は，実証試験装置モデルの鉛

直変位量とほぼ同等である。 

◆実機設計においては，実証試験結果の鉛直変位量（＋側の絶対値）を安全側と捉え考慮す

る。但し，鉛直変位量自体が数 mmと小さいため，浸水の観点からは実質問題はない。 

  

【実機モデル】 
三次元動的解析も実証試験結果と同様に，止水板が 1秒間に 5回～

6回程度小刻みな上下動を繰り返していることが確認できる。 

計測位置 

【実証試験装置モデル】 
浮き上がり量はほぼ同等 

図 18 実機モデルと実証試験装置モデルの三次元動的解析結果の比較 

実機モデルと実証試験装置モデルと同じタイミングで

止水板の浮き上がりが確認できる。 
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ｂ．止水板の挙動検証 

3 方向同時加振（②3 方向（Ｙ方向包絡波））について止水板の挙動について検証を行っ

た。 

前述の（5）項の鉛直の解析の結果，止水板の両端が実機モデルは固定支持であるが，

実証試験モデルは自由端であるため，3方向同時加振の 2 枚の止水板の挙動，浮き上がる

タイミング，浮き上がり量は一致しない傾向にあることが分かった。 

また，実証試験モデルは両端部分の浮き上がりが大きくなる傾向がある。検証結果を

図 19に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19-2 止水板の A 側（A1～A3）の浮き上がり量 

 

 

 

 

 

 

図 19-3 止水板の B 側（B1～B3）の浮き上がり量 

 

上記の解析結果を分析すると，Ａ側の浮き上がりのピークに対しＢ側は浮き上がっ

ていない。また，浮き上がりのピーク時間も違い，浮き上がりもＢ側の方が小さな傾

向にあることが確認できる。 

そのため，実証試験における 2枚の止水板の鉛直変位による距離は，2 枚同じ挙動を

示さず，止水板の端部の浮き上がりが大きくなる傾向が解析結果より確認できる。 

図 19-1 止水板コマと底面戸当りとの距離（浮上り量） 

Ａ側の浮き上がりに

対しＢ側は浮き上が
っていない。 
ピーク時間が違う 

Ｂ側はとの接続部
の浮き上がりが小

さい 

構造上止水板の端部が自由端

のため浮き上がりが大きくな
る傾向がある。A1部分 

Ａ側の浮き上がり
に対しＢ側は浮き
上がっていない。
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6.1.3.4 実証試験に用いる地震動の作成，実証試験及び三次元動的解析のケースについて 

１．本震 

(1)本震時における実証試験用地震動の加速度応答スペクトルと時刻歴波形 

ＸＹ方向の水平加振については，振動台の能力(3G)の範囲で包絡波を作成した。 

Ｚ方向の鉛直加振については，振動台の能力(1G)を超えるため，実証試験において振動台

の鉛直性能の最大の 1Gの加振により実施する。 

図１に三方向(Ｘ,Ｙ,Ｚ)の実証試験用地震動の加速度応答スペクトルと加速度時刻歴を

示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

加速度応答スペクトルと時刻歴波形（Ｘ方向（ＮＳ）） 
 
 
 
 
 
 
 

 

加速度応答スペクトルと時刻歴波形（Ｙ方向（ＥＷ）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

加速度応答スペクトルと時刻歴波形（Ｚ方向） 
図１ 三方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ）の実証試験用地震動の加速度応答スペクトルと加速度時刻歴
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(2)本震時の実証試験ケースと三次元動的解析のケース 

本震時における実証試験のケースと検証に用いる三次元動的解析の実施ケースを表 1に示す。 

実証試験実施前に実施する項目は，実証試験に合わせた三次元動的解析を実施し，実証試験結

果の報告時には，実機モデルでの三次元動的解析を実施し止水板の挙動を検証する。 

 

ａ．水平方向（Ｘ，Ｙ） 

水平方向の加振は，Ｙ方向（ＥＷ）の包絡波で加振（②）を行う。Ｘ方向（ＮＳ）について

は振動台の能力(1G)が上限であることから，Ｙ方向（ＥＷ）にＸ方向（ＮＳ）の包絡波を入

力し方向を反転させた加振（①）を行なうことで止水板の挙動を確認する。 

 

ｂ．鉛直方向（Ｚ方向） 

鉛直方向による加振試験については，実証試験による振動台の能力(1G)が上限であることか

ら，鉛直方向の上限（1G）を考慮したケース(①,②)にて実証試験を行い，止水板の挙動を確

認する。 

また，データ拡充の観点から鋼製防護壁の波形と取水路の波形を与えたケース(③,④)も実

施し，止水板の挙動を確認する。 

 

表 1 本震時の実証試験ケースと三次元動的解析のケース 

 
実証試験のケース 三次元動的解析ケース

備 考 

Ｘ Ｙ Ｚ 実証試験 実機 

①３方向 

（Ｘ方向（堤軸）包絡波） 
１Ｇ 

３Ｇ 

(Ｘ包絡波)
１Ｇ ○ ○ 

３方向同時 

（Y方向に X方向の地震

動を入力。方向反転） 

②３方向 

（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波）
１Ｇ 

３Ｇ 

(Ｙ包絡波)
１Ｇ ○ ○ 

３方向同時 

（図 7に実証試験用入

力地震動） 

③鉛直 

(鋼製防護壁包絡波) 
－ － １Ｇ ○ － 鉛直単独 

④鉛直 

(取水路側包絡波) 
－ － 

波形 

入力 
○ ○ 

鉛直単独 

（図８に実証試験用入

力地震動） 

⑤基準地震動（Ｓs） 

（Ｓs-D1） 
－ － ○ ３方向同時 

⑥基準地震動（Ｓs） － － ○ ３方向同時 

○：解析実施ケース 
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2.余震 

(3)余震時の実証試験ケースと三次元動的解析のケース 

余震時における実証試験のケースと検証に用いる三次元動的解析の実施ケースを表 2に示

す。 

 

表 2 余震時の実証試験ケースと三次元動的解析のケース 

 
実証試験のケース 三次元動的解析ケース

備 考 

Ｘ Ｙ Ｚ 実証試験 実機 

①３方向 

（Ｙ方向（堤軸直交）包絡波）
１Ｇ 

２Ｇ 

(Ｙ包絡波) 
１Ｇ ○ ○ ３方向同時 

②鉛直 

(鋼製防護壁波形入力)
－ － １Ｇ － － 鉛直単独 

③鉛直 

(取水路側波形入力) 
－ － 

波形 

入力 
○ ○ 鉛直単独 

④基準地震動（Ｓｄ） 

（Ｓｄ-D1） 
－ － ○ ３方向同時 

○：解析実施ケース 
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(3)実証試験用地震動の作成について 

◆Ｘ方向（堤軸）の実証試験用地震動の作成 

作成方法は，6.1.3-13 頁に示す。 

 

◆Ｙ方向（堤軸直角）の実証試験用地震動の作成 

ａ．二次元有効応力解析による鋼製防護壁基礎天端の応答時刻歴を算出する。（図 2参照） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
      南側基礎天端(C-C’断面)             北側基礎天端(B-B’断面) 

図 2 鋼製防護壁基礎の二次元有効応力解析による応答時刻歴 

（堤軸直交方向；B-B’及び C-C’断面） 
 
  

抽出点 

南側基礎天端 北側基礎天端 
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ｂ．鋼製防護壁の三次元フレームモデルの基礎との接続部に前頁の a.に示す変位時刻歴を

入力した動的解析を行い，止水機構位置の応答時刻歴及び応答スペクトルを算出する。

（図 3参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3 鋼製防護壁の三次元フレーム解析による中央部の応答時刻歴と応答スペクトル 
(堤軸直交方向) 

ｃ．二次元有効応力解析による取水路天端の応答時刻歴及び応答スペクトルを算出する。 

（図 4参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 既設取水路の二次元有効応力解析による応答時刻歴と応答スペクトル(堤軸直交方向)  
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変位時刻歴

(並進３成分)

支点
（基礎中心）

変位時刻歴

(回転２成分)

変位時刻歴

(並進３成分)

変位時刻歴

(回転２成分)

支点
（基礎中心）

剛梁
（基礎中心と壁芯との偏芯を考慮）

剛梁
（基礎中心と壁芯との偏芯を考慮）

水平回転

水平回転 抽出点 

抽出点 

堤軸直交断面の抽出点

堤軸直交断面 堤軸断面

◎ 入力する変位時刻歴には組合せ係数法を

考慮し，下記の 2ケースを実施する。 

 

堤軸方向(X)着目ケース：X1.0,Y0.4,Z1.0 

堤軸直交方向(Y)着目ケース：X0.4,Y1.0,Z1.0
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6.1.3-104 

ｄ．b 項，c 項で求めた応答時刻歴を重ね合わせ，鋼製防護壁と取水路の相対的な応答時刻

歴及び応答スペクトルを算出する。（図 5 参照） 

 

ｂ項で算出した鋼製防護壁三次元フレーム解析による中央部の応答時刻歴及び応答スペクトル(堤軸直交方向) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｃ項で算出した取水路の二次元有効応力解析による応答時刻歴及び応答スペクトル(堤軸直交方向)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鋼製防護壁（ｂ項）と取水路（ｃ項）の応答時刻歴及び応答スペクトルの重ね合わせ(堤軸直交方向) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 鋼製防護壁と取水路を重ね合わせた応答スペクトルの作成
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ｂ）項とｃ）項の応答時刻歴の重ね合わせ 
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6.1.3-105 

ｅ．b 項，c 項と d 項にて算出した応答スペクトルを比較し，加速度応答スペクトルの包絡

波を作成し実証試験用地震動として振動台に入力する。（図 6） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 応答スペクトルの包絡波の作成(堤軸直交方向) 
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6.1.3-106 

◆Z 方向(鉛直方向)の実証試験用地震動の作成方法 

 

ａ．二次元有効応力解析による鋼製防護壁基礎天端の応答時刻歴を算出する。（図 7参照） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
      南側基礎天端(C-C’断面)             北側基礎天端(B-B’断面) 

図 7 鋼製防護壁基礎の二次元有効応力解析による応答時刻歴（鉛直方向） 
 
  

抽出点 
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6.1.3-107 

ｂ．鋼製防護壁の三次元フレームモデルの基礎との接続部に前頁の a.に示す変位時刻歴を

入力した動的解析を行い，止水機構位置の応答時刻歴及び応答スペクトルを算出する。

（図 8参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 8 鋼製防護壁の三次元フレーム解析による中央部の応答時刻歴と応答スペクトル(鉛直方向) 
 

ｃ．二次元有効応力解析による取水路天端の応答時刻歴及び応答スペクトルを算出する。 

（図 9参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 既設取水路の二次元有効応力解析による応答時刻歴と応答スペクトル(鉛直方向)
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変位時刻歴
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支点
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（基礎中心と壁芯との偏芯を考慮）

剛梁
（基礎中心と壁芯との偏芯を考慮）

水平回転

水平回転 抽出点 

◎ 入力する変位時刻歴には組合せ係数法を考

慮し，下記の 2 ケースを実施する。 

 

堤軸方向(X)着目ケース：X1.0,Y0.4,Z1.0 

堤軸直交方向(Y)着目ケース：X0.4,Y1.0,Z1.0 
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6.1.3-108 

ｄ．b 項，c 項で求めた応答時刻歴を重ね合わせ，鋼製防護壁と取水路の相対的な応答時刻

歴及び応答スペクトルを算出する。（図 10 参照） 

 

ｂ項で算出した鋼製防護壁三次元フレーム解析による中央部の応答時刻歴及び応答スペクトル(鉛直方向) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｃ項で算出した取水路の二次元有効応力解析による応答時刻歴及び応答スペクトル(鉛直方向) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鋼製防護壁（ｂ項）と取水路（ｃ項）の応答時刻歴及び応答スペクトルの重ね合わせ(鉛直方向) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 鋼製防護壁と取水路を重ね合わせた応答スペクトルの作成
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ｂ）項とｃ）項の応答時刻歴の重ね合わせ 
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6.1.3-109 

ｅ．b 項，c 項と d 項にて算出した応答スペクトルを比較し，加速度応答スペクトルの

包絡波を作成し実証試験用地震動として振動台に入力する（図 11）。 

鉛直による加振試験については，実証試験による加振は 1G が振動台の能力の上限

であることから，鉛直の上限（1G）によるケースを考慮し実証試験を行う。なお，三

次元動的解析においては，基準地震動（Ｓｓ）を包絡波した実証試験用地震動にて解

析を実施し挙動を確認する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11 応答スペクトルの包絡波の作成(鉛直方向) 
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6.1.3-110 
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（４）実証試験用入力地震動 

実証試験用入力地震動は，変位量に対する振動台性能の制限内に地震動を収めることを目

的として，実証試験用地震動にハイパスフィルター（HPF）を掛け，長周期成分をカットした

地震動である。 

実証試験に用いる振動台へ入力する入力波形を示す。 

図 12の入力加速度が最大 3ＧであるＹ方向（EW）の加速度応答スペクトル図から周期

1sec 付近で HPF が掛かっていることが読み取れるが，最大加速度レベルは実証試験用地震動

とほぼ同一レベルであることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 本震による三方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ）の実証試験用入力地震動の加速度応答スペクトル 
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6.1.3-111 

◆鉛直（取水路側包絡波）の実証試験用地震動の作成 
鉛直（取水路側包絡波）における実証試験に用いる振動台へ入力する入力波形の策定の考

え方を図 13～図 15に示す。 

 
図 13 取水路上面の加速度応答スペクトル(包絡波は取水路中央南側の 1.83 倍 

※入力地震動は Ss-D1 -H-V 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 14 取水路の鉛直方向の包絡波の加速度時刻歴(包絡波は取水路中央南側の 1.83 倍) 
 
 

 
図 15 加速度応答スペクトルの算出位置  
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6.1.3-112 

（５）実証試験用地震動の加速度応答スペクトルのピークについて 

実証試験用地震動は，前述のとおり鋼製防護壁の三次元フレーム解析により算出した鋼製防護

壁中央の応答加速度時刻歴に所定の倍率を乗じることにより，作成したものである。乗じる倍

率は，振動台の能力を考慮しつつ鋼製防護壁中央の加速度応答スペクトルを基に取水路天端お

よび鋼製防護壁と取水路の重ね合せの加速度応答スペクトルを包絡するように設定したもので

ある。ここでは，実証試験用地震動を設定する上で基になった鋼製防護壁中央の加速度応答ス

ペクトルのピークについて考察する。 

図 16にＸ方向(堤軸方向)の鋼製防護壁中央の加速度応答スペクトルと鋼製防護壁の固有値解

析により得られた固有周期及び有効質量比の比較図を示す。同図から，加速度応答スペクトル

の最大ピークを示す周期(0.070s)と有効質量比が最大ピークを示す周期(0.072s)がほぼ一致し

ていることが分かる。したがって，鋼製防護壁中央で算出した堤軸方向の加速度応答スペクト

ルの妥当性を確認することができる。 

なお，有効質量比最大ピーク時の鋼製防護壁のモード図を図 17に示す。 
 

 

ピーク 
加速度応答スペクトル 有効質量比(固有値解析) 

周期 (s) スペクトル (gal) 周期 (s) 有効質量比 

最大ピーク 0.070 17697 0.072 0.44 

2 番目のピーク ― ― 0.047 0.20 

 
図 16 鋼製防護壁の加速度応答スペクトルと固有値解析結果の比較(堤軸方向) 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

0.01 0.1 1 10

有
効
質
量
比

加
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル

(g
al

)

周期 (s)

鋼製防護壁中央の加速度応答スペクトル(減衰２％)

鋼製防護壁の固有値解析結果(有効質量比)

論点No.1-112



6.1.3-113 

 
図 17 有効質量比最大ピーク時の鋼製防護壁のモード図(堤軸方向) 
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6.1.3-114 

図 18 にＹ方向(堤軸直交方向)の鋼製防護壁中央の加速度応答スペクトルと鋼製防護壁の固有

値解析により得られた固有周期及び有効質量比の比較図を示す。同図から，加速度応答スペク

トルの最大ピークを示す周期(0.178s)と有効質量比が最大ピークを示す周期(0.201s)がほぼ一

致していることが分かる。また，加速度応答スペクトルの 3番目のピークを示す周期(0.064s)

と有効質量比の 2 番目のピークを示す周期(0.058s)が対応していると考えられる。 

以上のことから，鋼製防護壁中央の堤軸直交方向の加速度応答スペクトルのピークは，概ね固

有値解析による有効質量比のピークに対応している。 

なお，有効質量比最大ピーク時の鋼製防護壁のモード図を図 19に示す。 
 

 

ピーク 
加速度応答スペクトル 有効質量比(固有値解析) 

周期 (s) スペクトル (gal) 周期 (s) 有効質量比 

最大ピーク 0.178 19157 0.201 0.28 

2 番目のピーク 0.090 9759 0.058 0.20 

3 番目のピーク 0.064 8721   

 
図 18 鋼製防護壁の加速度応答スペクトルと固有値解析結果の比較(堤軸直交方向) 
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図 19 有効質量比最大ピーク時の鋼製防護壁のモード図(堤軸直交方向) 
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図 20 にＺ方向(鉛直方向)の鋼製防護壁中央の加速度応答スペクトルと鋼製防護壁の固有値解

析により得られた固有周期及び有効質量比の比較図を示す。同図から，加速度応答スペクトル

の最大ピークを示す周期(0.119s)と有効質量比が最大ピークを示す周期(0.124s)がほぼ一致し

ていることが分かる。また，加速度応答スペクトルの 2番目のピークを示す周期(0.042s)と有

効質量比の 2 番目のピークを示す周期(0.033s)が対応していると考えられる。 

以上のことから，鋼製防護壁中央の鉛直方向の加速度応答スペクトルのピークは，概ね固有値

解析による有効質量比のピークに対応している。 

なお，有効質量比最大ピーク時の鋼製防護壁のモード図を図 21に示す。 
 

 

ピーク 
加速度応答スペクトル 有効質量比(固有値解析) 

周期 (s) スペクトル (gal) 周期 (s) 有効質量比 

最大ピーク 0.119 33639 0.124 0.29 

2 番目のピーク 0.042 20518 0.033 0.29 

 
図 20 鋼製防護壁の加速度応答スペクトルと固有値解析結果の比較(鉛直方向) 
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6.1.3-117 

 
図 21 有効質量比最大ピーク時の鋼製防護壁のモード図(鉛直方向) 
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6.1.3-118 

6.1.3.5 止水機構（1次止水機構）の実証試験結果及び 3 次元動的解析との検証について 

 

1.目 的 

止水機構の地震時及び余震+津波時の追従性を確認するため，実規模大の試験装置を用

いた試験（以下「実証試験」という。）を行い，止水板の挙動を確認することにより，変位

追従性，水密ゴムの健全性を確認する。本件は，実証試験の試験結果及び 3 次元動的解析

との検証結果を示す。 

 

２．実証試験ケースと結果 

表 1 に本震時，表 2に余震時の実証試験のケースと三次元動的解析のケースを示す。 

 

表 1 本震時の実証試験ケースと三次元動的解析のケース 

 実証試験のケース 三次元動的解析ケース 
備 考 

Ｘ Ｙ Ｚ 実証試験 実機 

①３方向 

（Ｘ方向（堤軸）包絡波） 
１Ｇ 

３Ｇ 

(Ｘ包絡波)
１Ｇ ○ ○ 

３方向同時 

（Y方向に X方向の地震動

を入力。方向反転） 

②３方向 

（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波）
１Ｇ 

３Ｇ 

(Ｙ包絡波) 
１Ｇ ○ ○ ３方向同時 

③鉛直 

(鋼製防護壁包絡波) 
－ － １Ｇ ○ － 鉛直単独 

④鉛直 

(取水路側包絡波) 
－ － 

波形 

入力 
○ ○ 

鉛直単独 

（図８に実証試験解析結果）

⑤基準地震動（Ｓs） 

（Ｓs-D1） 
－ － ○ ３方向同時 

⑥基準地震動（Ｓs） － － ○ ３方向同時 

○：解析実施ケース 

 

表 2 余震時の実証試験ケースと三次元動的解析のケース 

 実証試験のケース 三次元動的解析ケース
備 考 

Ｘ Ｙ Ｚ 実証試験 実機 

①３方向 

（Ｙ方向（堤軸直交）包絡波）
１Ｇ 

２Ｇ 

(Ｙ包絡波)
１Ｇ ○ ○ ３方向同時 

②鉛直 

(鋼製防護壁波形入力)
－ － １Ｇ － － 鉛直単独 

③鉛直 

(取水路側波形入力) 
－ － 

波形 

入力 
○ ○ 鉛直単独 

④基準地震動（Ｓｄ） 

（Ｓｄ-D1） 
－ － ○ ３方向同時 

○：解析実施ケース 
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6.1.3-119 

３．実証試験の試験結果 

実証試験では以下の項目について判定を行い，「止水板の地震時の追従性」，「水密ゴムの健

全性」及び「１次止水機構の構成部品の健全性」について確認し，止水機構全体に影響がな

いことを確認した。表 3に実証試験の確認項目と試験結果を示す。 

特段の不具合もなく，止水板の追従性，水密ゴムの健全性及び１次止水機構構成部材の健

全性に関し，想定通りの結果を得ることができた。また，止水板の跳ね上がり量は小さく，

止水性に問題ないことを確認できた。 

 

表 3 実証試験の確認項目と試験結果 

機能目標 判定基準 試験結果 

止水板の地震時の

追従性確認 

◆止水板の動作に異常がなく，止水板とし

ての機能が保持されていること。（浮き

上がり，止水板の破損・損傷） 

◆止水板の浮き上がり量※ 

 3mm 以下の浮き上がりであれば水密ゴム

は底面戸当りと接触状態 

◆止水板の浮上り固着，止水板の破損・

損傷の異常は認められなかった。 

◆約 1.94mm（5月 9日）／約 2.61mm（5

月 15 日）（加振ケース：3 方向加振

時） 

水密ゴムの健全性

確認 

◆水密ゴムの動作に異常がなく機能が保

持されていること。 

（噛み込み，摺動による亀裂，破損，摩耗）

◆水密ゴムのライニングに異常がなく機

能が保持されていること。（ライニング

の破損，めくれ） 

◆水密ゴムの噛み込み，摺動による亀

裂，破損，摩耗は認められなかった。

◆ライニングの破損，めくれは認めら

れなかった。 

１次止水機構の構

成部品の健全性確

認 

◆装置全体に異常がなく健全であること。

（試験装置，部材の変形，損傷，他） 

◆試験装置，部材の変形，損傷等は認め

られなかった。 

※：別途，止水機構の損傷・保守を想定し，１次止水機構及び２次止水機構がない場合の敷地内浸水量を評価してお

り，止水板の瞬間的な跳ね上がりによる漏えいは無視できる程度であり安全上の問題はない。 

 

  

１次止水機構

鋼製防護壁 

津波 

①止水板押え

②保護プレート

⑤底面戸当り 

③砂除け 

 止水機構の各名称 

⑦シートジョイント ⑥側面戸当り 

鋼製防護壁

陸側

⑤底面戸当り

④止水板

２次止水機構 
⑧防衝板 

ａ部詳細 

ａ部詳細 
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４．実証試験結果【本震時】 

（１）振動試験結果の波形 

①３方向（Ｘ方向（堤軸）包絡波） 

a.水平（Ｙ方向）加速度最大（１回目） 

 

【振動台上応答加速度変位】 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） 1049 -3752 -1089 
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6.1.3-121 

 
【鉛直変位時刻歴波形】 

 
図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形  
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ｂ．水平（Ｙ方向）加速度最大（２回目） 

 

【振動台上応答加速度波形】 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） 1044 -3567 -1076 
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6.1.3-123 

 
【鉛直変位時刻歴波形】 

 

 
図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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②３方向（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波） 

a. 水平（Ｙ方向）加速度最大（１回目） 

 

【振動台上応答加速度波形】 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） -1017 2992 -1109 
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【鉛直変位時刻歴波形】 

 
図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形  
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ｂ．水平（Ｙ方向）加速度最大（２回目） 

 

【振動台上応答加速度波形】 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） -1017 3149 -1095 
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【鉛直変位時刻歴波形】 

 

図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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6.1.3-128 

③鉛直（鋼製防護壁包絡波） 

a.鉛直最大加速度（１回目） 

 

【振動台上応答加速度波形】 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） -257 79 -1086 
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【鉛直変位時刻歴波形】 
 

 

図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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6.1.3-130 

ｂ．鉛直最大加速度（２回目） 

 

【振動台上応答加速度波形】 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） -251 -80 1233 

 

Ｚ方向 
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6.1.3-131 

【鉛直変位時刻歴波形】 
 

 

図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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6.1.3-132 

④鉛直（取水路包絡波） 

a. 鉛直最大加速度（１回目） 

 

【振動台上応答加速度波形】 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） 60 101 1107 
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6.1.3-133 

【鉛直変位時刻歴波形】 

図-a DV-1 時刻歴波形 

図-b DV-2 時刻歴波形 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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6.1.3-134 

ｂ．鉛直最大加速度（２回目） 

 

   【振動台上応答加速度波形】 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） -54 65 1046 

 
Ｚ方向 
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6.1.3-135 

【鉛直変位時刻歴波形】 

 

図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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6.1.3-136 

（２）水密ゴムの外観状況 

ａ．各部位の水密ゴムの外観状況 

摺動試験 2回目の本震後の水密ゴム等の状況 

写真１ 底面水密ゴムと底面戸当り      写真２ 側面水密ゴムと側面戸当り 

（海側より）                 （海側より） 

加振中における底面水密ゴム及び側面水密ゴムの噛み込みは画像から認められなかった。 

写真３ 底面水密ゴムと底面戸当り 写真４ 止水板接続ゴム 

（陸側より） （陸側より）

加振中における底面水密ゴム及び止水板接続ゴムの状況に画像から異常は認められなか

った。 

底面水密ゴム

底面戸当り

側面水密ゴム

摺動面

摺動面

側面戸当り
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6.1.3-137 

写真４ 加振時の止水板の挙動 

底面水密ゴムと

底面戸当り摺動面

＜海側＞ 

（上方側移に移動） 

底面水密ゴムと

底面戸当り摺動面

（中間位置） 

＜海側＞ 

底面水密ゴムと

底面戸当り摺動面

（下方側に移動） 

＜海側＞ 
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6.1.3-138 

（３）確認結果【本震時】 

実証試験の本震時の結果，全てのケースにおいて止水板の追従性は良好であった。水密

ゴムの噛み込みや破損等についても見られなかった。表 4 に実証試験結果を示す。水密ゴム

の浮き上がり量については表 5に示す。実証試験モデルの場合，実態に近い挙動は止水板接

続部であることから表 6に止水板接続部として整理し，全てのケースで 3mm 以下（図 1 参

照）であることを確認した。実証試験モデルと実機モデルの検証については，6.1.3.3 に示

す。 

表 4 実証試験結果（１回目／２回目） 

①３方向 
（Ｘ方向（堤

軸）包絡波） 

②３方向 
（Ｙ方向（堤軸

直角）包絡波）

③鉛直 
(鋼製防護

壁包絡波) 

④鉛直 
(取水路側包

絡波) 

止水板の地震

時の追従性確

認 

◆止水板の動作に異常がなく，止水板として

の機能が保持されていること。（浮き上が

り，止水板の破損・損傷）

良好／良好 良好／良好 良好／良好 良好／良好 

水密ゴムの健全

性確認 

◆水密ゴムの動作に異常がなく機能が保持

されていること。

（噛み込み，摺動による亀裂，破損，摩耗） 

◆水密ゴムのライニングに異常がなく機能

が保持されていること。（ライニングの破

損，めくれ） 写真５参照

良好／良好 良好／良好 良好／良好 良好／良好 

１次止水機構

の構成部品の

健全性確認 

◆装置全体に異常がなく健全であること。

（試験装置，部材の変形，損傷，他） 

写真５参照 

良好／良好 良好／良好 良好／良好 良好／良好 

表 5 止水板の浮き上がり量（最大値の整理（mm）） 

①３方向 
（Ｘ方向（堤
軸）包絡波） 

②３方向 
（Ｙ方向（堤軸
直角）包絡波） 

③鉛直 
(鋼製防護壁

包絡波) 

④鉛直 
(取水路側包絡
波) 

止水板の

地震時の

追従性確

認 

◆止水板の浮き上がり量 3mm 以

下 3mm 以下の浮き上がりで

あれば水密ゴムは底面戸当り

と接触状態（図１参照）

１回目
2.23 

（ＤＶ-1） 

2.55 

（ＤＶ-4） 

2.71 

（ＤＶ-4） 

1.59 

（ＤＶ-1） 

２回目
1.30 

（ＤＶ-4） 

2.61 

（ＤＶ-4） 

2.62 

（ＤＶ-4） 

2.78 

（ＤＶ-4） 

鉛直変位の最大値は，止水板の端部(DV-1,4)が拘束されていないため浮き上がる傾向が認められた。 

表 6 止水板の浮き上がり量（止水板接続部（mm）） 

①３方向 
（Ｘ方向（堤
軸）包絡波） 

②３方向 
（Ｙ方向（堤軸
直角）包絡波） 

③鉛直 
(鋼製防護壁

包絡波) 

④鉛直 
(取水路側包絡
波) 

止水板の

地震時の

追従性確

認 

◆止水板の浮き上がり量 3mm 以

下 3mm 以下の浮き上がりで

あれば水密ゴムは底面戸当り

と接触状態（図１参照）

１回目 
1.69(DV-2) 

1.97(DV-3) 

2.40(DV-2)

2.35(DV-3) 

2.01(DV-2) 

2.24(DV-3) 

0.96(DV-2) 

0.86(DV-3) 

２回目 
0.89(DV-2) 

0.77(DV-3) 

2.41(DV-2) 

2.20(DV-3) 

1.31(DV-2) 

2.19(DV-3) 

0.93(DV-2) 

0.97(DV-3) 

実態に近い止水板接続部については,数値に大きなばらつきもなく全ての状態で 3mm 以下であった。 
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6.1.3-139 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

底面水密ゴム 底面水密ゴム 

側面水密ゴム 止水板接続ゴム 

【1回目加振試験後（1回目加振試験供試材）】 

◆底面・側面止水ゴムの亀裂・破損・摩耗，水密ゴムライニングの破損，めくれ等はなかった。 

◆止水板接続の破損，底面・側面水密ゴムとの接続部の破損等は認められなかった。 

底面水密ゴム 底面水密ゴム 

底面水密ゴム 止水板接続ゴム 

写真５（1/2） 加振試験後における水密ゴムの点検結果 

【２回目加振試験後（２回目加振試験供試材）】 

◆底面・側面止水ゴムの亀裂・破損・摩耗，水密ゴムライニングの破損，めくれ等はなかった。 

◆止水板接続の破損，底面・側面水密ゴムとの接続部の破損等は認められなかった。 

論点No.1-139



6.1.3-140 

図１ 底面，側面水密ゴムの単体及び据付け状況 

底面戸当り 側面戸当り 

止水板コマ 

【2回目加振試験後（1回目及び 2 回目共通加振試

験供試材） 

◆底面・側面戸当り，止水板コマに摺動痕は認めら

れるが，破損等の異常は認められなかった。

◆水密ゴム固定ボルトの緩み，脱落も認められなか

った。

写真５（2/2） 加振試験後における水密ゴムの点検結果 

支圧板

ガイド板

底面戸当り

支圧板

側面水密ゴム

止水板コマ

＜海側＞

底面水密ゴム

【１次止水機構据付状態図】

側面戸当り

◆据付状態では水密ゴムがつぶれ，止水板コマと
底面戸当りは接触

底面水密ゴム
突き出し量

3mm

【１次止水機構単体図】

底面水密ゴム止水板コマ

支圧板

側面水密ゴム

◆底面水密ゴムは止水板コマから 3mm
突き出るように設計

◆加振試験後に１次止水機構を取り外し，１次止水機構の構成部材の状態について確認した。底面

戸当り，側面戸当り，止水板コマの点検結果を上記写真 5に示す。

①底面戸当り，側面戸当りに摺動痕が見られるものの，１次止水機構の機能を阻害するような破

損等は認められなかった。

②水密ゴムを固定する止水板コマの取り付けボルトの緩み，脱落等の異常は認められなかった。

◆以上より，１次止水機構の構成部材の地震時の健全性が保持できることが確認できた。今後，三

次元動的解析等により，各主要部材に作用する応力等について評価を実施し，今回の実証試験結

果と合わせて構造成立性について確認していく。
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6.1.3-141 

（４）実証試験結果と３次元動的解析（実証試験モデル）の検証について【本震時】 

ａ．実証試験及び三次元動的解析ケースの目的 

実証試験は以下の 4ケース（①～④）を実施した。各試験ケースの目的を示す。 

検証ケースとして 3方向加振試験の場合は，②の実証試験と三次元動的解析を実施

し，鉛直方向については④の実証試験と三次元動的解析を実施する。表７に三次元動

的解析及び実証試験ケースの目的を示す。 

 

表７ 実証試験及び三次元動的解析ケースの目的【本震時】 

 
実証試験のケース 

三次元動的解

析ケース 
実証試験及び三次元動的解析ケースの目的 

Ｘ Ｙ Ｚ 
実証

試験
実機 

①３方向 

（Ｘ方向（堤軸）

包絡波） 

１Ｇ

３Ｇ

(Ｘ包絡

波)

１Ｇ ○ ○ 

【データ拡充】３方向データ 

◆実証試験において，鋼製防護壁側の堤軸側の水平方

向の包絡波を入力し止水板の挙動をデータ拡充の観

点から確認する。 

◆３次元動的解析における止水板の挙動をデータ拡充

の観点から確認する。 

②３方向 

（Ｙ方向（堤軸直

角）包絡波） 

１Ｇ

３Ｇ

(Ｙ包絡

波)

１Ｇ ○ ○ 

【検証ケース】３方向データ（実機と同じ方向確認） 

◆実証試験において鋼製防護壁側の堤軸直角側の水平

方向の包絡波を入力し止水板の挙動を確認する。 

◆３次元動的解析については，実証試験と実証試験ケ

ースの検証を行うと共に実機ケースモデルとの解析

検証を行いモデルの妥当性についても確認する。 

③鉛直 

(鋼製防護壁包

絡波) 

－ － １Ｇ ○ － 

【データ拡充】鉛直方向データ 

◆実証試験において鋼製防護壁側の鉛直方向の加速度

（1G）を取水路側の鉛直方向に入力し，止水板の挙

動をデータ拡充の観点から確認する。 

◆３次元動的解析における止水板の挙動をデータ拡充

の観点から確認する。 

④鉛直 

(取水路側包絡

波) 

－ － 
波形

入力
○ ○ 

【検証ケース】鉛直方向データ（実機と同じ方向確認）

◆実証試験において止水板の挙動は，鉛直方向からの

慣性力が支配的と考えられることから本件をベース

ケースとした実証試験を実施し，鉛直からの変位量

を計測する。実機と同じ方向で確認 

◆３次元動的解析については，実証試験と実証試験ケ

ースの検証を行うと共に実機ケースモデルとの解析

検証を行いモデルの妥当性についても確認する。 
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6.1.3-142 

ｂ．実証試験と実証試験モデルとの検証（②３方向Ｙ方向（堤軸直角）包絡波での検証） 

止水板の挙動について，3 方向同時加振時の検証ケースとして「②３方向（堤軸直

角）Ｙ方向包絡」について，実証試験で得られた鉛直変位の結果と実証試験モデルの解

析結果から得られた検証結果を以下に示す。 

 

【実証試験結果】 

 

 

 

 

 

 

【３次元動的解析結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜検証結果＞ 

◆３方向同時入力による「実証試験結果」，「実証試験装置モデルによる三次元動的解析結

果」及び「実機設計モデルによる三次元動的解析結果」における止水板の鉛直変位量を

比較した。 

  ①「実証試験」及び「実証試験装置モデルによる三次元動的解析結果」を比較すると，

鉛直変位量に差があるもののも，止水板は 1秒間に 5～6 回程度の小刻みな上下動を

繰り返している。 

  ②「実証試験装置モデルによる三次元動的解析結果」と「実機モデルによる三次元動的

解析結果」を比較すると，鉛直変位が生じるタイミング（ 1 秒間に 5～6回程度の小

刻みな上下動も同じ）及び鉛直変位量とも良く一致している。 

  ③それぞれ結果とも，止水板は動作途中で固着（引っ掛かり）するような異常な挙動は

見られない。 

◆以上のとおり，三次元動的解析は「実証試験結果」をよく再現できていることから，解

析の信頼性は確認できたものと考えられる。このため，実機止水板の地震時の追従性評

価への三次元動的解析の適用は問題ないと判断される。  

止水板は 1秒間に 5回～6回程度小刻みな上下動を繰り返している。 

測定箇所 DV-2 

三次元動的解析も実証試験結果と同様に，止水板が 1秒間に 5回

～6回程度小刻みな上下動を繰り返していることが確認できる。 

止水板が小刻みな上下の動きを繰り

返し，止水板のスムーズな挙動が確

認できる。 

瞬時に浮き上がる 

止水板の鉛直変位の模式図（3方向加振） 
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6.1.3-143 

＜考 察＞ 

◆実証試験装置モデル及び実機設計モデルによる三次元動的解析結果には見られない鉛直

変位量の中心軸のうねりが確認される。うねりの原因については，「6.1.3.5 実証試験

結果と三次元動的解析結果における評価について」に示す。 

 一方，実証試験装置モデルによる三次元動的解析は，加振台のみが振動する条件にな

っているため，実証試験のような中心軸のうねりが生じていないものと推定される。 

 

【実証試験結果】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【三次元動的解析】 

 

 

 

 

 

 

  

鉛直変位の中心軸に約 5秒（0.2Hz）のうねりが確認できる。 

実証試験モデルには加振台の条件になっていないため中心軸の 

うねりが生じていない。 

測定箇所 DV-2 
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6.1.3-144 

ｃ．止水板の上下の挙動について 

ｂ項ｃ項の特徴にてみられる止水板の上下の挙動について 

止水板と側面戸当りとの間には 3mm の隙間を施工上設けており 3mm の隙間による止水板

の傾きが鉛直変位に影響していると思われる。 

以下は図面寸法による算出結果を示す。 

◆通常状態 300mm

・陸側に傾いた場合 301.72mm（＋1.72mm）

・海側に傾いた場合 299.26mm（－0.74mm）

 

 

 

止水板の傾きにより鉛直変位量にはわずかな上下の傾きが常に発生している。そのた

め，止水板の浮き上がり量が 3mm 以下を水密ゴムの接触状態として判断しているが，仮

に 3mm以上の僅かな浮き上がりが発生したとしても，止水板の鉛直変位量には上記の寸

法が含まれた数値となり，水密機能に影響を与えるものではない。 

止水板
底面水密ｺﾞﾑ 

ﾗｲﾆﾝｸﾞ（樹脂）

側面水密ｺﾞﾑ

ﾗｲﾆﾝｸ （゙樹脂） 
①側面戸当りと
側面戸当りとの
隙間 3mm 

側面戸当り 止水板 

支圧板

⑤底面戸当り

止水板コマ

止水板側 

ガイド板

止水板 

側面水密ゴム 

底面水密ゴム 

止水板押え 

架構 架構 

振動台 

止水板
底面水密ｺﾞﾑ 

ﾗｲﾆﾝｸﾞ（樹脂）

側面水密ｺﾞﾑ

ﾗｲﾆﾝｸ （゙樹脂） 
①側面戸当りと
側面戸当りとの
隙間 3mm

側面戸当り 止水板 

支圧板

⑤底面戸当り

止水板コマ

止水板側 

ガイド板

止水板
底面水密ｺﾞﾑ 

ﾗｲﾆﾝｸﾞ（樹脂）

側面水密ｺﾞﾑ

ﾗｲﾆﾝｸ （゙樹脂） 
①側面戸当りと
側面戸当りとの
隙間 3mm

側面戸当り 止水板 

支圧板

⑤底面戸当り

止水板コマ

止水板側 

ガイド板

鉛直変位計 

300mm 

鉛直変位計 

301.72mm 
鉛直変位計 

299.26mm 

底面水密ゴム 

陸側に倒れた場合 
海側に倒れた場合 

＜海側＞ ＜陸側＞ 

＜海側＞ ＜陸側＞ 
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6.1.3-145 

ｄ．水密ゴムの浮き上がりと圧縮による挙動について 

止水板の鉛直変位の上下挙動の動きに合わせ，水密ゴムの反力による浮き上がりと圧

縮による波形が見られる。ここでは，水密ゴムの浮き上がりと圧縮の挙動について分析

する。底面水密ゴムに設置している水密ゴムは，常時 3mm 圧縮した状態で設置している

（図１参照）。そのため，止水板の上下挙動に合わせ，水密ゴムの反力及び圧縮による影

響が鉛直変位の波形に表れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浮き上がる波形の大小については，その時の振動台の入力加速度や方向，振動する固

有周波数に左右され瞬時に大きく浮き上がる時と微小なときが存在すると考えられ，大

小さまざまな波形が認められる。圧縮側についてはほぼ同じ圧縮量のため波形の大きさ

に同じ大きさのものが多い傾向にある。  

＜実証試験＞ 3 方向鉛直変位

止水板の鉛直変位の模式図（3方向加振） 

水密ゴムの反力による浮き上がりの波形 

水密ゴムの圧縮による波形 

浮き上がりのメカニズム 

圧縮のメカニズム 

水密ゴムの反力が作用 

水密ゴムの反力による浮き上がりの波形 

水密ゴムの圧縮による波形 

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

40 41 42 43 44 45 46

変
位

(m
m

)

時刻 (s)

水密ゴムの反力による浮き上がり波形が全体みられる 

水密ゴムの圧縮による波形がみられる 

＜3 次元動的解析＞3 方向鉛直変位

水密ゴムの圧縮が作用 
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6.1.3-146 

５．実証試験結果【余震時】 

（１）振動試験結果の波形 

①３方向（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波） 

a.鉛直最大変位（１回目） 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） -984 -2112 1038 

 

図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形  
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6.1.3-147 

ｂ．鉛直最大変位（２回目） 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） -988 -2087 1075 

 

図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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6.1.3-148 

②鉛直（鋼製防護壁波形入力） 

a.鉛直最大変位（１回目） 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） -62 108 1082 

 

図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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6.1.3-149 

 

ｂ．鉛直最大変位（２回目） 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） -64 119 1046 

 

図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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6.1.3-150 

③鉛直（取水路波形入力） 

a.鉛直最大変位（１回目） 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） -33 49 -572 

 

 

図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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6.1.3-151 

 

ｂ．鉛直最大変位（２回目） 

 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

振動台入力加速度（gal） 30 -50 -558 

 

 

図-a DV-1 時刻歴波形 

 

図-b DV-2 時刻歴波形 

 

図-c DV-3 時刻歴波形 

 

図-d DV-4 時刻歴波形 
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6.1.3-152 

（２）確認結果【余震時】 

実証試験の余震時の結果，全てのケースにおいて止水板の追従性は良好であった。水密

ゴムの噛み込みや破損等についても見られなかった。表 8 に実証試験結果を示す。水密ゴム

の浮き上がり量については表 9に示す。最大値で 1 箇所 3mm を 0.01mm 上回る箇所が認めら

れた。実証試験モデルの場合，実態に近い挙動は止水板接続部であることから表 10に止水

板接続部として整理し，全てのケースで 3mm 以下（図１参照）であることを確認した。（実

証試験モデルと実機モデルの検証については，6.1.3 に示す。） 

表 8 実証試験結果（１回目／２回目） 

  ①３方向 
（Ｙ方向（堤軸直

角）包絡波） 

②鉛直 
(鋼製防護壁波形

入力) 

③鉛直 
(取水路側包絡波) 

止水板の地震

時の追従性確

認 

◆止水板の動作に異常がなく，止水板とし

ての機能が保持されていること。（浮き

上がり，止水板の破損・損傷） 

良好／良好 良好／良好 良好／良好 

水密ゴムの健全

性確認 

◆水密ゴムの動作に異常がなく機能が保持

されていること。 

（噛み込み，摺動による亀裂，破損，摩耗） 

◆水密ゴムのライニングに異常がなく機能

が保持されていること。（ライニングの

破損，めくれ）※ 

良好／良好 良好／良好 良好／良好 

１次止水機構

の構成部品の

健全性確認 

◆装置全体に異常がなく健全であること。 

（試験装置，部材の変形，損傷，他） 
良好／良好 良好／良好 良好／良好 

※詳細については，試験終了後に確認 

 

表 9 止水板の浮き上がり量（最大値（mm）） 

  ①３方向 
（Ｙ方向（堤軸直
角）包絡波） 

②鉛直 
(鋼製防護壁波形
入力) 

③鉛直 

(取水路側包絡波)

止水板の地

震時の追従

性確認 

◆止水板の浮き上がり量 3mm 以

下 3mm 以下の浮き上がりであ

れば水密ゴムは底面戸当りと

接触状態（図１参照） 

１回目
2.60 

（ＤＶ-1） 

2.12 

（ＤＶ-1） 

1.86 

（ＤＶ-1） 

２回目
3.01※ 

（ＤＶ-1） 

2.69 

（ＤＶ-1） 

1.16 

（ＤＶ-1） 

鉛直変位の最大値は，止水板の端部(DV-1,4)が拘束されていないため浮き上がる傾向が認められた。 

※：浮き上がり量 3mm に対し 0.01mm 上回った。 

 

表 10 止水板の浮き上がり量（止水板接続部（mm）） 

  ①３方向 

（Ｙ方向（堤軸直角）
包絡波） 

②鉛直 

(鋼製防護壁波形
入力) 

③鉛直 
(取水路側包絡波)

止水板の地

震時の追従

性確認 

◆止水板の浮き上がり量 3mm 以

下 3mm 以下の浮き上がりであ

れば水密ゴムは底面戸当りと

接触状態（図１参照） 

１回目 
1.25(DV-2) 

1.52(DV-3) 

1.31(DV-2) 

1.82(DV-3) 

0.63(DV-2) 

0.32(DV-3) 

２回目 
1.70(DV-2) 

1.56(DV-3) 

0.90(DV-2) 

1.67(DV-3) 

0.53(DV-2) 

0.02(DV-3) 

実態に近い止水板接続部については,数値に大きなばらつきもなく全ての状態で 3mm 以下であった。 

表 9 の①3方向（Ｙ方向（堤軸直角）包絡波）の 0.01mm 浮き上がりのケースの場合についても良好

な結果であった。  
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6.1.3-153 

（３）実証試験結果と３次元動的解析（実証試験モデル）の検証について【余震時】 

ａ．実証試験及び三次元動的解析ケースの目的 

実証試験は以下の３ケース（①～③）を実施した。各試験ケースの目的を示す。 

検証ケースとして３方向加振試験の場合は，①の実証試験と三次元動的解析を実施

し，鉛直方向については③の実証試験と三次元動的解析を実施する。表 11に実証試験

及び三次元動的解析ケースの目的を示す。 

 

表 11 実証試験及び三次元動的解析ケースの目的 

 
実証試験のケース 

三次元動的解

析ケース 
実証試験及び三次元動的解析ケースの目的 

Ｘ Ｙ Ｚ 
実証

試験
実機 

①３方向 

（Ｙ方向（堤軸直

角）包絡波） 

１Ｇ

２Ｇ

(Ｙ包絡

波)

１Ｇ ○ ○ 

【検証ケース】３方向データ（実機と同じ方向確認） 

◆実証試験において鋼製防護壁側の堤軸直角側の水平

方向の包絡波を入力し止水板の挙動を確認する。 

◆３次元動的解析については，実証試験と実証試験ケ

ースの検証を行うと共に実機ケースモデルとの解析

検証を行いモデルの妥当性についても確認する。 

②鉛直 

(鋼製防護壁波

形入力) 

－ － １Ｇ ○ － 

【データ拡充】鉛直方向データ 

◆実証試験において鋼製防護壁側の鉛直方向の加速度

（1G）を取水路側の鉛直方向に入力し，止水板の挙

動をデータ拡充の観点から確認する。 

◆３次元動的解析における止水板の挙動をデータ拡充

の観点から確認する。 

③鉛直 

(取水路側波形

入寮) 

－ － 
波形

入力
○ ○ 

【検証ケース】鉛直方向データ（実機と同じ方向確認）

◆実証試験において止水板の挙動は，鉛直方向からの

慣性力が支配的と考えられることから本件をベース

ケースとした実証試験を実施し，鉛直からの変位量

を計測する。実機と同じ方向で確認 

◆３次元動的解析については，実証試験と実証試験ケ

ースの検証を行うと共に実機ケースモデルとの解析

検証を行いモデルの妥当性についても確認する。 

 

実証試験と実証試験モデルとの検証（３方向及び鉛直方向）については解析結果確認後

に検証する。 
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平成 30 年 7 月 19 日 
日本原子力発電株式会社 

原子炉格納施設の設計条件に関する説明書のうち 

重大事故等時の動荷重について 

 

1. 概要 

  東海第二発電所において，重大事故等時の原子炉格納容器に生じる動荷重について整

理し，その動荷重が設計基準事故を上回る又は設計基準事故で想定されていない動荷重

については，原子炉格納容器に対する影響を確認する。 

 

2. 原子炉格納容器に生じる動荷重について 

2.1 設計基準事故時に生じる動荷重 

原子炉格納容器に生じる動荷重を抽出するにあたって，初めに設計基準事故時に生じ

る動荷重について，記載する。 

設計基準事故時に生じる動荷重は，「BWR. MARK Ⅱ型格納容器圧力抑制系に加わる動荷

重の評価指針」で示されており，原子炉冷却材喪失時及び逃がし安全弁作動時に生じるも

のを考慮することが求められている（参考資料 1）。この 2 つの事象時は，以下のような

現象により動荷重が生じる。 

2.1.1 原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）時に生じる動荷重 

原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）時には，原子炉冷却材圧力バウンダリ内から多量の原子

炉冷却材が流出することに伴い，以下のような現象が生じる。 

・ＬＯＣＡ時のドライウェル圧力の急激な上昇によりベント管内の水がサプレッシ

ョン・チェンバへ移行する 

・その後，ドライウェル内の非凝縮性ガスがサプレッション・チェンバへ移行する 

・原子炉冷却系統から流出した原子炉冷却材が蒸気となり，ドライウェルからサンプ

レッション・チェンバへ移行する 

この過程で，ベント管内の水がサプレッション・チェンバへ移行すると，水ジェット流

が形成され，動荷重が作用する。また，非凝縮性ガスがサプレッション・チェンバへ移行

すると気泡を形成し，プール水中の圧力上昇，水面上昇による衝撃力等により，動荷重が

作用する。さらに蒸気がサプレッション・チェンバへ移行するとプール水によって蒸気は

凝縮され，この過程でサプレッション・チェンバ内のプール水が揺動し，種々の動荷重が

生じる。 

 

2.1.2 逃がし安全弁の作動時に生じる動荷重 

逃がし安全弁の作動時には，逃がし安全弁から多量の原子炉冷却材が流出することに

伴い，以下のような現象が生じる。 

資料番号 TK-1-271 改 15 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密あるいは防護上の観点

から公開できません 
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・逃がし安全弁作動時に多量の原子炉冷却材が放出されるため，逃がし安全弁排気管

（以下「排気管」という。）内の水がサプレッション・チェンバへ移行する 

・その後，排気管内の非凝縮性ガスがサプレッション・チェンバへ移行する 

・原子炉圧力容器から流出した蒸気が，逃がし安全弁から排気管を通じて，サンプレ

ッション・チェンバへ移行する 

この過程で，排気管内の水がサプレッション・チェンバへ移行すると，水ジェット流が

形成され，動荷重が作用する。また，非凝縮性ガスがサプレッション・チェンバへ移行す

ると気泡を形成し，この気泡が過膨張・収縮を繰返し，動荷重が作用する。さらに蒸気が

サプレッション・チェンバへ移行するとプール水によって蒸気は凝縮され，この過程で蒸

気が不安定凝縮となる場合，動荷重が生じる。 

 

2.2 重大事故等時に生じる動荷重の整理 

2.1 に示したとおり，動荷重は，ベント管又は排気管から，多量の水，非凝縮性ガス及

び蒸気がサプレッション・チェンバに移行するときに発生する。このため，重大事故等時

に生じる動荷重についても，ベント管又は排気管から，多量の水，非凝縮性ガス及び蒸気

がサプレッション・チェンバに移行する事象を抽出し，整理する。 

整理方法としては，炉心損傷防止対策の有効性評価における重要事故シーケンス及び

格納容器破損防止対策の有効性評価における評価事故シーケンス（重要事故シーケンス

等）ごとに事故進展を整理し，生じる動荷重を抽出する。重要事故シーケンス等において，

多量の水，非凝縮性ガス及び蒸気がサプレッション・チェンバに移行するシーケンスを第

2-1 表に示す。 

この整理により，設計基準事故時で考慮されていない動荷重は，以下のように抽出でき

た（第 2-2 表）。 

 

・高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

逃がし安全弁作動時に原子炉圧力容器からサプレッション・チェンバへ放出され

る蒸気が過熱蒸気であることから設計基準事故時の飽和蒸気と性状が異なる 

・原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 
高温の炉心（デブリを含む）と水との接触に伴う圧力上昇に伴い，サプレッション・

チェンバへドライウェル内の非凝縮性ガス等が流入する 

・格納容器過圧・過温破損 

ベント時にサプレッション・チェンバが減圧することによりドライウェルからサ

プレッション・チェンバへ蒸気が流入するとともにプール水の減圧沸騰が生じる恐

れがある 

 

これらの動荷重に対して，有効性評価等で得られている各パラメータ等を用いること
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で，原子炉格納容器の健全性を確認する。 

また，逃がし安全弁作動時の動荷重のうち，設計基準事故時に想定される動荷重と同等

以下となる重要事故シーケンスについては，一部のパラメータが設計基準事故時のパラ

メータを超えることから，その影響について評価結果を記載する。 
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第 2-1 表 重大事故等時に生じる動荷重 

No. 
重要事故 

シーケンス等 
事象の概要及び重大事故等時に生じる動荷重 

１ 

高圧・低圧注水 

機能喪失 

（給水喪失） 

 

[TQUV] 

給水喪失により原子炉水位は低下するが，逃がし安

全弁（自動減圧機能）7 弁を手動開放させ，低圧代替

注水系（常設）により注水する。 

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。また，格納容器ベント時のド

ライウェルからサプレッション・チェンバへの多量の

蒸気放出及びサプレッション・チェンバ内のプール水

の減圧沸騰を想定している。 

２ 

高圧注水・減圧 

機能喪失 

（給水喪失） 

 

[TQUX] 

給水喪失により原子炉水位は低下するが，過渡時自

動減圧機能による自動減圧が行われ，低圧炉心スプレ

イ系等により注水される。 

本事象は，自動減圧時の逃がし安全弁の作動に伴う

サプレッション・チェンバへの多量の蒸気放出を想定

している。 
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No. 
重要事故 

シーケンス等 
事象の概要及び重大事故等時に生じる動荷重 

３ 

全交流 

動力電源喪失 

 

[長期 TB（津波浸水による

最終ヒートシンク喪失と 

同じ）] 

全交流動力電源喪失により原子炉水位は低下し，そ

の後原子炉隔離時冷却系が運転開始して原子炉水位

は維持される。8 時間後に可搬型代替注水中型ポンプ

を用いた低圧代替注水系（可搬型）の準備が完了した

時点で，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を手動開

放させ，低圧代替注水系（可搬型）により注水する。

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。 

[TBD,TBU] 

全電源喪失により原子炉水位は低下し，その後高圧

代替注水系を手動起動して原子炉水位を維持する。8

時間後に可搬型代替注水中型ポンプを用いた低圧代

替注水系（可搬型）の準備が完了した時点で，逃がし

安全弁（自動減圧機能）7 弁を手動開放させ，低圧代

替注水系（可搬型）により注水する。 

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7弁の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の

蒸気放出を想定している。 

[TBP] 

全交流動力電源喪失により水位は低下し，その後原

子炉隔離時冷却系が運転開始して原子炉水位は維持

される。3 時間後に可搬型代替注水中型ポンプを用い

た低圧代替注水系（可搬型）の準備が完了した時点で，

再閉鎖に失敗した逃がし安全弁1弁に加えて逃がし安

全弁（自動減圧機能）6 弁を手動開放させ，低圧代替

注水系（可搬型）により注水する。 

本事象は，再閉鎖に失敗した逃がし安全弁 1弁に

加えて逃がし安全弁（自動減圧機能）6弁の手動開放

に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸気放

出を想定している。 
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No. 
重要事故 

シーケンス等 
事象の概要及び重大事故等時に生じる動荷重 

４ 

崩壊熱除去 

機能喪失 

（取水機能喪失） 

 

[TW] 

外部電源喪失により原子炉水位は低下し，その後原

子炉隔離時冷却系が運転開始して原子炉水位が維持

される。その後，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁

を手動開放させ，低圧代替注水系（常設）により注水

する。 

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。 

５ 

崩壊熱除去 

機能喪失 

（残留熱除去系機能喪失）

 

[TW] 

給水喪失により原子炉水位は低下し，その後原子炉

隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系が運転開始し

て原子炉水位が維持される。その後，逃がし安全弁（自

動減圧機能）7 弁を手動開放させ，低圧代替注水系（常

設）により注水する。 

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。また，格納容器ベント時のド

ライウェルからサプレッション・チェンバへの多量の

蒸気放出及びサプレッション・チェンバ内のプール水

の減圧沸騰を想定している。 

６ 

原子炉停止 
機能喪失 

 

[ATWS] 

主蒸気隔離弁誤閉止の発生後，原子炉スクラムに失

敗する。主蒸気隔離弁が閉止されると原子炉圧力が上

昇し，原子炉圧力高信号で再循環系ポンプがトリップ

する。主蒸気隔離弁の閉止により，タービン駆動給水

ポンプはトリップするが，電動駆動給水ポンプが自動

起動して給水が継続される。 

本事象は，逃がし安全弁の作動に伴うサプレッショ

ン・チェンバへの蒸気放出を想定している。 
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No. 
重要事故 

シーケンス等 
事象の概要及び重大事故等時に生じる動荷重 

７ 

LOCA 時注水 

機能喪失 

（中小破断） 

 

[SE] 

外部電源喪失及び LOCA 発生により原子炉水位は低

下するが，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を手動

開放させ，低圧代替注水系（常設）による注水を開始

する。 

本事象は，原子炉冷却材喪失時のブローダウン過程

における高温水・蒸気の放出を想定している。また，

逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁の手動開放に伴う

サプレッション・チェンバへの多量の蒸気放出を想定

している。また，格納容器ベント時のドライウェルか

らサプレッション・チェンバへの多量の蒸気放出及び

サプレッション・チェンバ内のプール水の減圧沸騰を

想定している。 

８ 

格納容器バイパス 

（残留熱除去系配管破断）

 

[ISLOCA] 

ISLOCA 時は，残留熱除去系配管の破断を想定し，破

断口からの冷却材流出による水位低下により，原子炉

隔離時冷却系が運転開始して原子炉水位が維持され

る。その後，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁を手

動開放させ，低圧炉心スプレイ系による注水を開始す

る。 

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）7 弁の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の蒸

気放出を想定している。 

９ 
雰囲気圧力・温度 

による静的負荷 

(格納容器過圧・過温破損)

大破断 LOCA により原子炉水位は低下し，炉心が損

傷・溶融する。その後，低圧代替注水系（常設）によ

り，スプレイを開始し，原子炉格納容器を冷却・減圧

する，又は，冷却・減圧ができなかった場合，格納容

器ベントによって，原子炉格納容器を減圧する。 

本事象は，原子炉冷却材喪失時のブローダウン過程

における高温水・蒸気の放出を想定している。また，

格納容器ベント時のドライウェルからサプレッショ

ン・チェンバへの多量の蒸気放出及びサプレッショ

ン・チェンバ内のプール水の減圧沸騰を想定してい

る。 

１０ 水素燃焼 
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No. 
重要事故 

シーケンス等 
事象の概要及び重大事故等時に生じる動荷重 

１１ 
高圧溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱 

給水喪失により原子炉水位は低下し，炉心が損傷・

溶融する。その後，逃がし安全弁（自動減圧機能）2弁

を手動開放させ，原子炉圧力容器の圧力を低下するこ

とで，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発

生を防止する。 

本事象は，逃がし安全弁（自動減圧機能）2 弁の手

動開放に伴うサプレッション・チェンバへの多量の過

熱蒸気放出を想定している。また，高温の溶融炉心と

水との接触に伴う蒸気等のペデスタル（ドライウェル

部）からドライウェルを介したサプレッション・チェ

ンバへの多量の蒸気放出を想定している。 

１２ 
原子炉圧力容器外の溶融燃

料－冷却材相互作用 

１３ 
溶融炉心・コンクリート相

互作用 
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第 2-2 表 重大事故等時に生じる動荷重のまとめ表 

 
重要事故 

シーケンス等 

動荷重 

逃がし 

安全弁 
ＬＯＣＡ ＦＣＩ ベント

１ 
高圧・低圧注水機能喪失 

（給水喪失）[TQUV] 
○   ● 

２ 
高圧注水・減圧機能喪失 

（給水喪失）[TQUX] 
○    

３ 全交流動力電源喪失[TB] ○    

４ 
崩壊熱除去機能喪失 

（取水機能喪失）[TW] 
○    

５ 
崩壊熱除去機能喪失 

（残留熱除去系機能喪失）[TW] 
○   ● 

６ 
原子炉停止機能喪失 

[ATWS] 
○    

７ 
LOCA 時注水機能喪失 

（中小破断）[SE] 
○ ○  ● 

８ 
格納容器バイパス 

（残留熱除去系配管破断）[ISLOCA]
○    

９ 
雰囲気圧力・温度による静的負荷 

(格納容器過圧・過温破損) 
 ○  ●※ 

１０ 水素燃焼  ○  ● 

１１ 
高圧溶融物放出／ 

格納容器雰囲気直接加熱 
●※  ●  

１２ 
原子炉圧力容器外の溶融燃料 

－冷却材相互作用 
●  ●※  

１３ 溶融炉心・コンクリート相互作用 ●  ●  

○：設計基準事故時に生じる動荷重と同等以下 

●：設計基準事故時に考慮されていないもの 

●※：設計基準事故時に考慮されていないもののうち，動荷重評価で代表するもの 
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2.3 重要事故シーケンス等のうち他の重要事故シーケンスで包絡できるものについて 

2.2 で抽出した重大事故等時に生じる動荷重のうち，重要事故シーケンス等のうち他の

重要事故シーケンスで包絡できるものについて，検討する。 

逃がし安全弁作動時の動荷重のうち，設計基準事故時に想定される動荷重と同等以下

となる重要事故シーケンスについては，一部のパラメータが設計基準事故時のパラメー

タを超えるため，動荷重への影響検討が必要である。 

検討のため，原子炉格納容器に対する逃がし安全弁の動荷重の考え方について，設計基

準事故時の設計条件について記載する。設計条件は，東海第二の実機試験により，非凝縮

性ガスによる気泡脈動の圧力振幅が支配的であることを確認しているため，この圧力振

幅に基づき動荷重が設定されている（第 2-1 図）。排気管内の非凝縮性ガスに保留されて

いる非凝縮性ガスの体積は，設計基準事故時と重大事故等時で変わらないため，重大事故

等時の気泡脈動による圧力振幅は設計基準事故と同等以下である。また，非凝縮性ガスの

放出後は，原子炉圧力容器から放出された蒸気が凝縮する過程で圧力振幅が生じるが，第

2-1 で示すように既往の試験から不安定凝縮しなければ，気泡脈動による動荷重を上回る

ことはないため，逃がし安全弁作動時の蒸気が安定的に凝縮できることを確認すること

により，設計基準事故時に生じる動荷重と同等以下であることを確認できる。また，既往

の試験条件として，多弁作動時による影響，原子炉圧力容器圧力による影響も確認されて

いることから，以下の観点で設計基準事故時と重大事故等時のパラメータを比較し，他の

重要事故シーケンス等の包絡性を確認する。 

 

・サプレッション・チェンバ内のプール水温 

  プール水温が設計基準事故時（サプレッション・チェンバの最高使用温度）より

高くなる場合，原子炉圧力容器より放出される蒸気による不安定凝縮が生じる

可能性があるため，動荷重が設計基準事故時より大きくなる可能性がある 

・逃がし安全弁作動時の弁数 

  逃がし安全弁作動時に作動する弁の数が設計基準事故時より多い場合，既往の

試験結果で確認している多弁作動時の圧力振幅が大きくなり，動荷重が設計基

準事故時より大きくなる可能性がある 

・逃がし安全弁作動時の原子炉圧力容器圧力 

  逃がし安全弁は原子炉圧力容器圧力に応じた吹出量を放出するため，逃がし安

全弁作動時の圧力が設計基準事故時より大きくなった場合，動荷重が設計基準

事故時より大きくなる可能性がある 
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第 2-1 図 東二実機試験で得られた逃がし安全弁作動時の水中圧力振動波形 

（横軸：時間，縦軸：圧力）（参考資料 2 ③） 

 

 

整理した結果を第 2-3 表に示す。その結果，以下の 2 つの重要事故シーケンス等で生

じる動荷重は，設計基準事故の評価条件を超えるパラメータあるため，影響評価が必要と

判断した。 

・全交流動力電源喪失 

  プール水温は約 100 ℃に達しており，さらに，減圧完了までの間に約 119 ℃ま

で上昇するため，設計基準事故時のプール水温  ℃を超える。 

  ・原子炉停止機能喪失時 

    主蒸気隔離弁閉止後の原子炉停止失敗に伴い，逃がし安全弁 18 弁が動作するた

め，設計基準事故時に設計上考慮している最大 17弁を超える。このとき，原子炉

圧力が約 8.19 MPa[gage]まで上昇するため，既往の試験で確認している試験条件

（7.37 MPa）を超える。 

  

気泡脈動が支配的な圧力変化 蒸気凝縮による圧力変化 

気泡脈動による圧力振幅が支配的 
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第 2-3 表 重大事故等時に生じる動荷重のうち設計基準事故時の包絡性について（1／2） 

重要事故 

シーケンス等 

高圧・低圧注水機能喪失

（給水喪失） 

高圧注水・減圧機能喪失 

（給水喪失） 
全交流動力電源喪失 

崩壊熱除去機能喪失（取

水機能喪失） 

崩壊熱除去機能喪失（残

留熱除去系機能喪失） 
原子炉停止機能喪失時 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失

（中小破断） 

格納容器バイパス（残留

熱除去系配管破断） 

逃がし安全弁作

動時 

（排気管からサ

プレッション・

チェンバへの流

入） 

他シーケンスに包絡 

原子炉圧力容器を急速

減圧する事象発生後早期

（約 25 分）時点での原子

炉圧力容器圧力は 7.79 

MPa[gage]以下，プール水

温は 53 ℃であり，原子炉

圧力容器圧力は原子炉停

止機能喪失時に，プール水

温は全交流動力電源喪失

に包絡される。 

また，原子炉圧力容器減

圧時には逃がし安全弁7弁

による急速減圧を想定し

ており，作動弁数は原子炉

停止機能喪失時の条件に

包絡される。 

他シーケンスに包絡 

原子炉圧力容器が急速

減圧される事象発生後早

期（約 31 分）時点での原

子炉圧力容器圧力は 7.79 

MPa[gage]以下，プール水

温は 52 ℃であり，原子炉

圧力容器圧力は原子炉停

止機能喪失時に，プール水

温は全交流動力電源喪失

に包絡される。 

また，原子炉圧力容器減

圧時には逃がし安全弁2弁

による急速減圧を想定し

ており，作動弁数は原子炉

停止機能喪失時の条件に

包絡される。 

DBA に包絡 

長期TBシーケンスでは，

減圧開始時点でのプール

水温は約 100 ℃に達して

おり，さらに，減圧完了ま

での間に約 119 ℃まで上

昇する。 

このため，設計基準事故

時のプール水温  ℃を超

えるが，既往の試験結果等

から設計基準事故時の動

荷重と同等以下である

（2.4 に記載）。 

また，原子炉圧力容器減

圧時には逃がし安全弁7弁

による急速減圧を想定し

ており，作動弁数は原子炉

停止機能喪失時の条件に

包絡される。 

 

他シーケンスに包絡 

原子炉圧力容器の減圧

を開始するプール水温が

65 ℃到達時点での原子炉

圧 力 容 器 圧 力 は 7.79 

MPa[gage]以下であり，原

子炉圧力容器圧力は原子

炉停止機能喪失時に，プー

ル水温は全交流動力電源

喪失に包絡される。 

また，原子炉圧力容器減

圧時には逃がし安全弁7弁

による急速減圧を想定し

ており，作動弁数は原子炉

停止機能喪失時の条件に

包絡される。 

他シーケンスに包絡 

原子炉圧力容器の減圧

を開始するプール水温が

65 ℃到達時点での原子炉

圧 力 容 器 圧 力 は 7.79 

MPa[gage]以下であり，原

子炉圧力容器圧力は原子

炉停止機能喪失時に，プー

ル水温は全交流動力電源

喪失に包絡される。 

また，原子炉圧力容器減

圧時には逃がし安全弁7弁

による急速減圧を想定し

ており，作動弁数は原子炉

停止機能喪失時の条件に

包絡される。 

 

DBA に包絡 

原子炉圧力容器の除熱

の過程で，プール水温は約

115 ℃まで上昇するが，プ

ール水温は全交流動力電

源喪失に包絡される。 

また，主蒸気隔離弁閉止

後の原子炉停止失敗に伴

い，逃がし安全弁 18 弁が

動作するものの原子炉圧

力が約 8.19 MPa[gage]ま

で上昇しており，原子炉圧

力の上昇率が設計基準事

故時より高くなることが

考えられるが，2.4 で記載

のとおり，設計基準事故時

の動荷重と同等以下であ

る。 

 

他シーケンスに包絡 

原子炉圧力容器が急速

減圧される事象発生後早

期（約 25 分）時点での原

子炉圧力容器圧力は 7.79 

MPa[gage]以下，プール水

温は 52 ℃であり，原子炉

圧力容器圧力は原子炉停

止機能喪失時に，プール水

温は全交流動力電源喪失

に包絡される。 

また，原子炉圧力容器減

圧時には逃がし安全弁7弁

による急速減圧を想定し

ており，作動弁数は原子炉

停止機能喪失時に包絡さ

れる。 

他シーケンスに包絡 

原子炉圧力容器が急速

減圧される事象発生後早

期（約 15 分）時点での原

子炉圧力容器圧力は 7.79 

MPa[gage]以下，プール水

温は 44℃であり，原子炉圧

力容器圧力は原子炉停止

機能喪失時に，プール水温

は全交流動力電源喪失に

包絡される。 

また，原子炉圧力容器減

圧時には逃がし安全弁7弁

による急速減圧を想定し

ており，作動弁数は原子炉

停止機能喪失時に包絡さ

れる。 

 

ドライウェル圧

力上昇時等 

（ベントからサ

プレッション・

チェンバへの流

入） 

他シーケンスに包絡 

1 Pd での格納容器ベン

ト実施を想定することか

ら，格納容器ベント実施時

のガス放出流量は，格納容

器過圧・過温破損（1.5 Pd

での格納容器ベントを想

定）に包絡される。 

 
－ － － 

他シーケンスに包絡 

1 Pd での格納容器ベン

ト実施を想定することか

ら，格納容器ベント実施

時のガス放出流量は，格

納容器過圧・過温破損

（1.5 Pd での格納容器ベ

ントを想定）に包絡され

る。 

 

－ 

他シーケンスに包絡 

1 Pd での格納容器ベン

ト実施を想定することか

ら，格納容器ベント実施

時のガス放出流量は，格

納容器過圧・過温破損

（1.5 Pd での格納容器ベ

ントを想定）に包絡され

る。 

 

－ 
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第 2-3 表 重大事故等時に生じる動荷重のうち設計基準事故時の包絡性について（2／2） 

重要事故 

シーケンス等 
格納容器過圧・過温破損 水素燃焼 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互

作用 

溶融炉心・コンクリート相互作用 

逃がし安全弁作

動時 

（排気管からサ

プレッション・

チェンバへの流

入） 

－ － 

DBA で考慮されていない 

原子炉水位が低下し燃料有効長底部から

燃料有効長の 20 ％上の位置に到達した時

点で，原子炉圧力容器の減圧を実施している

ことから，原子炉圧力容器内の蒸気が露出し

た燃料に熱せられ過熱状態となる。よって，

逃がし安全弁作動時に生じる動荷重につい

て過熱蒸気の影響評価を実施する。 

 

他シーケンスと同じ 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加

熱と同じシーケンス。 

他シーケンスと同じ 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加

熱と同じシーケンス。 

ドライウェル圧

力上昇時等 

（ベントからサ

プレッション・

チェンバへの流

入） 

DBA で考慮されていない 

大破断ＬＯＣＡを起因事象とするシナリ

オであり，事象発生後短期間における原子炉

格納容器内の圧力・温度挙動及び生じる動荷

重は設計基準事故時の大破断ＬＯＣＡと同

等となるため，DBA に包絡される。 

格納容器ベントの実施を想定する場合に

は，一時的なベント管の蒸気流束の増加及び

サプレッション・チェンバ内のプール水表面

での減圧沸騰が大きくなることが考えられ

るため，影響評価を実施する。 

格納容器ベント後，長期的な動荷重とし

てチャギングが継続すると考えられるた

め，5.にて，影響評価を実施する。 

 

他シーケンスと同じ 

格納容器過圧・過温破損と同じシーケン

ス。 

他シーケンスと同じ 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相

互作用と同じシーケンス。 

DBA で考慮されていない 

原子炉圧力容器破損に伴い溶融燃料がペ

デスタル内（ドライウェル部）の水に落下し

た際に，当該溶融燃料と水との相互反応によ

って，大量の水蒸気が発生する。この時，ド

ライウェルが急激に加圧されることによっ

てサプレッション・チェンバへ移行するガ

ス・蒸気の流量が増大すると考えられるた

め，ガス及び蒸気の移行に伴う荷重の影響に

ついて考慮する必要がある。 

他シーケンスと同じ 

 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相

互作用と同じシーケンス。 
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2.4 重大事故等時に生じる動荷重のうち設計基準事故時の逃がし安全弁作動時と同等以下

となる重要事故シーケンス等 

  2.3 において，設計基準事故時の動荷重が包絡できるとしたと同等以下とする重要事故

シーケンス等について，影響評価が不要とできる理由を既往の試験等から，その妥当性に

ついて記載する。 

 

2.4.1 全交流動力電源喪失時において設計基準事故時に包絡される理由 

本事象は，事象発生後 8 時間までの原子炉注水を原子炉隔離時冷却系に期待している

ため，原子炉圧力容器減圧操作する事象発生後 8時間時点でプール水温は約 100 ℃に達

し，さらに，減圧完了までの間に約 119 ℃まで上昇する（第 2-2 図）。このことから，原

子炉圧力容器減圧操作時点でのプール水温は設計基準事故時（約  ℃）を逸脱する。 

このため，以下のように検討し，設計基準事故時に生じる動荷重と同等以下であること

を確認する。 

 

 プール水温が設計基準事故時を逸脱する場合において設計基準事故時に包絡される理由 

クエンチャを採用した場合の逃がし安全弁作動時の凝縮性能に関しては，第 2-2 図で

示すように，プール水がほぼ飽和状態となっていても不安定凝縮が発生しないことを確

認している（参考資料 2 ①）。このため，第 2-1 図で示すようにプール水温が 100 ℃以

上の飽和水は第 2-2 図の 100 ℃付近の飽和水の試験結果と同様に不安定凝縮することは

ない。また，本事象は原子炉圧力容器圧力が 7.79 MPa 時に逃がし安全弁が動作する。こ

のときの最大蒸気流束は，約  kg/s/m2であるため，第 2-3 図で示す試験条件を逸脱し

ているが，第 2-4 図で示すように蒸気流束  kg/s/m2において，蒸気は不安定凝

縮をしていない。よって，現状の設計条件を逸脱することはなく，設計基準事故時と同等

以下の動荷重となる。 

また，蒸気による動荷重への影響の他に非凝縮性ガスの動荷重への影響が考えられる

が，このときの荷重として支配的な気泡脈動荷重については，逃がし安全弁排気管内に保

留されている非凝縮性ガスの放出に伴う荷重であり，排気管内の非凝縮性ガスの体積は

設計基準事故時と同等である。また，気泡脈動荷重は，サプレッション・チェンバ内での

凝縮を伴わないことから，プール水温上昇による影響を受けない。 

よって，蒸気の不安定凝縮が生じなければ，上記で示すように設計基準事故時の動荷重

を上回ることは無いため，ＳＡ時の逃がし安全弁作動時の蒸気が安定的に凝縮できるこ

とを確認することにより，設計基準事故時と同等以下であることを確認した。 
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第 2-2 図 全交流動力電源喪失時のプール水温度の時刻歴 

第 2-3 図 蒸気凝縮時の圧力変動と水温の関係＊1 

＊1：“MARK-Ⅰ型格納容器の動荷重評価について”，MARK-Ⅰ型格納容器評価検討会，昭和 59

年 5 月（参考資料 2 ①） 

減圧完了
減圧開始
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第 2-4図 蒸気流束及びプール水温と凝縮性能の関係（クエンチャタイプ） 

（参考資料 2 ①，②） 
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2.4.2 原子炉停止機能喪失時において設計基準事故時に包絡される理由 

主蒸気隔離弁閉止後の原子炉停止失敗に伴い，逃がし安全弁 18弁が動作するため，既

往の試験結果で確認している多弁作動時の弁数より多く，設計基準事故時に設計上考慮

している最大 17 弁より多い。また，このときに原子炉圧力が約 8.19 MPa[gage]まで上昇

するため，既往の試験で確認している試験条件（7.37 MPa）を超える。 

上記の 2 つの事象について，以下のように検討し，設計基準事故時に生じる動荷重の同

等以下であることを確認する。 

 

2.4.2.1 逃がし安全弁 18 弁作動時において設計基準事故時に包絡される理由 

東海第二発電所及び海外プラントで逃がし安全弁作動時の実機試験を実施しており，

以下のことが確認されており，このことから考察できる。 

・東海第二の実機試験で全主蒸気隔離弁同時閉し，スクラム成功後に 弁の逃がし安

全弁が作動したときに測定された圧力振幅は，単弁作動時と同等の結果 

・海外プラントの実機試験で複数の逃がし安全弁を手動開とし，各試験で有意な差がな

い 

・東海第二の実機試験で測定された圧力振幅は，クエンチャ近傍で大きく，距離が離れ

るほど，減衰する 

 

東海第二の実機試験及び海外プラントで確認されている多弁作動時の影響 

東海第二の実機試験では，全主蒸気隔離弁を同時閉とすることでプラントをスクラム

させ，逃がし安全弁が吹き出すように試験を実施している。 

本試験では，逃がし安全弁は 弁作動しており，多弁作動の圧力振幅を確認している。 

第 2-5 図に示すように逃がし安全弁作動時の圧力振幅は，単弁作動時と比較し，多弁作

動時の方が小さい結果であった。多弁作動した時に圧力振幅が大きくならなかった理由

は，逃がし安全弁の作動タイミングのずれ，排気管の配管長及び非凝縮性ガスが排出され

る各クエンチャから測定点までの距離の違いによる気泡脈動の位相のずれが生じる。こ

れにより圧力振幅が相殺される等によって，圧力振幅が増幅しなかったものと考えられ

る。 

さらに海外プラントでは複数の逃がし安全弁を複数弁同時に手動開とする実機試験を

実施しており，測定された圧力振幅に有意な差がなく，東海第二の試験と同様な理由で圧

力振幅が増幅しなかったと考えられる（第 2-6 図）。[3] 
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第 2-5 図 多段弁作動時と単弁作動時の水中圧力脈動の比較 

（横軸：測定点，縦軸：圧力振幅）（参考資料 2 ③） 

第 2-6 図 海外プラント実機試験時の圧力振幅 
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海外プラント実機試験の東海第二への適用性 

 実機試験を実施した海外プラントは東海第二と同じＭＡＲＫ－Ⅱ側格納容器となって

いる。また，クエンチャの形状が同等であること，クエンチャの配置については，対称的

な配置が同様である（第 2-7 図）。これらのことから，海外プラントと東海第二は類似し

た形状であるため，実機試験の結果は適用できる。 

海外プラント[3] 東海第二 
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海外プラント[3] 東海第二 
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逃がし安全弁の作動タイミングのずれ等による位相のずれについて 

逃がし安全弁は，それぞれの弁毎に作動圧（吹出圧力）が定められており，多弁が作動す

るような状況においても，当該作動圧の違いにより，吹出すタイミングが異なる。また，東

海第二の実機試験結果から，同じ作動圧が設定された逃がし安全弁であってもすべてが同

時に作動するわけではない。 

さらに，排気管の長さは，配管の引き回しによってそれぞれ異なるため，仮に逃がし安全

弁が同時に作動したとしても，クエンチャ出口で気泡が形成されるタイミングにはずれが

生じる。 

これらのことから，逃がし安全弁が複数弁作動時した場合においては，それぞれの圧力荷

重の位相にずれが生じる。よって，これらの圧力荷重が作用する原子炉格納容器バウンダリ

においては，位相の一致による荷重の増加が生じることはない。 
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系統 対象 吹出圧力[MPa] 排気管の長さ[m] 

主蒸気系 A D 弁クエンチャ 7.37 

G 弁クエンチャ 7.44 

H 弁クエンチャ 7.51 

主蒸気系 B P 弁クエンチャ 7.44 

M 弁クエンチャ 7.51 

F 弁クエンチャ 7.58 

S 弁クエンチャ 7.58 

B 弁クエンチャ 7.65 

K 弁クエンチャ 7.65 

主蒸気系 C N 弁クエンチャ 7.37 

E 弁クエンチャ 7.44 

J 弁クエンチャ 7.51 

A 弁クエンチャ 7.58 

L 弁クエンチャ 7.65 

R 弁クエンチャ 7.65 

主蒸気系 D U 弁クエンチャ 7.44 

V 弁クエンチャ 7.51 

C 弁クエンチャ 7.58 

図 2-8 逃がし安全弁の設置位置及び吹出圧力，排気管の長さの関係
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東海第二の実機試験で確認されている距離による減衰効果 

東海第二での実機試験結果を第 2-9 図で示すように圧力振幅はクエンチャから距離に

応じて減衰していることを確認しており，距離に応じて動荷重の影響は小さくなる。例と

して，原子炉格納容器本体の壁面では，壁面から近いクエンチャから受ける圧力振幅はク

エンチャ近傍と比較し，小さくなる。

第 2-9 図 東海第二実機試験時に確認された距離による減衰効果 

（参考資料 2 ③） 

逃がし安全弁 18 弁作動時における設計基準事故時の包絡性確認 

東海第二及び海外プラントの実機試験から，多弁作動時に気泡脈動の位相のずれ等に

より圧力振幅が増幅していないこと及び距離による減衰が確認されており，重大事故等

時に 18 弁の逃がし安全弁が作動しても，設計基準事故時の動荷重と同等以下となる。ま

た，ＮＵＲＥＧ－０８０２において，ＭＡＲＫ－Ⅱ型原子炉格納容器である海外プラント

の実機試験結果から 8 弁及び 19 弁作動時の動荷重は，4 弁の結果の動荷重と同等である

ことが記載されていることからも東海第二の実機試験における 1 弁作動時の動荷重が最

も大きくなった結果は妥当と考えられる。 

このことから，重大事故等時においては，設計基準事故時の動荷重を設計条件とする。
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逃がし安全弁 18 弁作動時に生じる動荷重における強度の感度評価 

逃がし安全弁 18 弁作動時においては，気泡脈動の位相のずれにより圧力振幅が増幅し

ないが，保守的に逃がし安全弁作動時に生じる圧力振幅を重ね合わせた場合の強度の感

度評価を実施する。 

評価に当たっては，各クエンチャと評価点の距離による減衰を考慮する。また，各クエ

ンチャから生じる気泡脈動が独立して評価点に到達するものとし，そのときのそれぞれ

の圧力振幅を重ね合わせる（第 2-10 図）。なお，クエンチャから評価点に到達する全ての

気泡脈動がピーク値で一致することは統計学的に極めて低いことから，各ピーク値を二

乗和平方根により圧力振幅を算出し，評価する。評価方法は，NUREG-0487[4]にを参照して

実施した。評価点は，強度評価として裕度の小さい原子炉格納容器本体で実施する（参考

資料 5）。なお，評価点の選定は，原子炉格納容器本体に近いクエンチャから最短距離の

評価点（第 2-10 図 評価点 1）とクエンチャ 2 か所の中間位置の評価点（第 2-8 図 評

価点 2）とする。 

各クエンチャから生じる圧力振幅を重ね合わせた結果，以下のようになった。 

評価点 Ｐ／ＰＢ 圧力振幅[kg/cm2] 

1 

2 

任意のクエンチャからの圧力振幅： 

東海第二の実施危険時の圧力振幅の最大値：ＰＢ（+0.84／-0.39 kg/cm2） 

クエンチャのアーム長さ相当：r0（約  m） 

クエンチャ中心からの距離：r 

評価点における最大圧力振幅： 

第 2-10 図 感度評価を実施する評価点 

：評価点 1に影響を及ぼす範囲

：評価点 2に影響を及ぼす範囲

：評価点 1に影響を及ぼすクエンチャ

：評価点 2に影響を及ぼすクエンチャ

02n B
rP P
r

2 2 2
1 2 nP P P P
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強度の感度評価に当たっては，強度評価と同様に，保守的に圧力振幅の重ね合わせた結

果で得られた原子炉格納容器本体に生じる動荷重の最大値を一様に負荷させて評価を実

施する（第 2-11 図）。評価対象部位を第 2-12 図に示す。 

第 2-11 図 強度評価における評価上の保守性のイメージ 
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第 2-12 図 動荷重の感度評価を実施する部位 

 評価した結果，以下のように十分な裕度があることを確認した。なお，評価は，逃がし

安全弁作動時の荷重の組合せを考慮し，重大事故等時の内圧と動荷重を組み合わせた。ま

た，18 弁が作動するタイミングは，事象初期であるため，サプレッション・チェンバ内

のプール水位は通常運転時の水位とする。 

荷重の組合せ 発生応力 許容応力 裕度 

死荷重＋水頭圧（通常水位） 

＋18弁作動時（6kPa） 

＋SRV 作動時（多弁影響補正）

※1：18弁作動時の原子炉格納容器圧力

※2：動荷重は簡易評価にて実施。発生応力のうち円周方向の動荷重成分を記載。

※3：許容応力状態ⅤAとしてのⅣA許容限界を用いる。（限界温度（200 ℃）における許容値）

論点No.15－26



2.4.2.2 原子炉圧力の上昇率が設計基準事故時より高くなる場合において設計基準事故

時に包絡される理由 

有効性評価結果及び既往の試験結果を考慮した設計基準事故時の包絡性確認 

本事象においては，主蒸気隔離弁閉止後のスクラム失敗に伴い，原子炉圧力は上昇し，

逃がし安全弁の逃がし弁機能の設定圧に応じて 18 弁が動作するものの原子炉圧力が約

8.19 MPa[gage]まで上昇する。この過程において，排気管内の非凝縮性ガスは，逃がし安

全弁作動後約 0.35 秒間※1で放出が完了する。この時間をＡＴＷＳ事象に適用すると，約

2.2～2.5 秒後に逃がし安全弁が作動するため，約 2.55～2.85 秒後に非凝縮性ガスの放出

が完了すると考えられ，この間原子炉圧力は最大約 0.3 MPa 程度上昇するため，動荷重に

対して影響を及ぼす可能性がある（第 2-13 図）。 

※1：逃がし安全弁の設計上の排気流量を基に，排気管内の非凝縮性ガスがサプレッシ

ョン・チェンバに全て排出されるまでの時間を計算した結果 

（排出されるまでの時間＝排気管長（全長が最大となる箇所）／蒸気の流速） 

 

上記に示すとおり，逃がし安全弁作動時の圧力上昇率による影響よりも逃がし安全弁

作動時の原子炉圧力が高い方が動荷重への影響があるが，クエンチャ開発時に実施した

試験から， となる（第 2-

14 図）。 

 

以上のことから，逃がし安全弁作動時の動荷重は，圧力上昇率でなく，圧力が上昇した

あとの高い原子炉圧力が一定に負荷された方が厳しい値となるが，既往の試験により  

となるため，設計基準事故

時の原子炉圧力及び圧力上昇率のパラメータが超えていても，重大事故等時の動荷重は，

設計基準事故時と同等以下である。 
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第 2-13 図 ＡＴＷＳ事象時の原子炉圧力変化（運転圧力との差） 

第 2-14 図 模擬圧力容器蒸気源圧力と圧力振幅の関係（気泡脈動） 

（参考資料 2 ②） 

ＡＴＷＳ時の最大圧力時に生じる動荷重を踏まえた強度の感度評価 

ＡＴＷＳ時の圧力上昇率及び最大圧力による圧力振幅への影響はないと考えるが，保

守的に設計条件としている東海第二の実機試験結果で得られている逃がし安全弁作動時
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の圧力振幅とそのときの原子炉圧力から，ＡＴＷＳ時の最高圧力時を線形補間して原子

炉格納容器本体の強度の感度評価を実施する。ＡＴＷＳ時の最高圧力を線形補間したグ

ラフを第 2-15 図に示す。また，評価対象部位は，第 2-12 図に示す。

第 2-15 図 原子炉圧力と線形補間した圧力振幅の関係 

評価した結果，以下のように十分な裕度があることを確認した。なお，評価は，逃がし

安全弁作動時の荷重の組合せを考慮し，重大事故等時の内圧と動荷重を組み合わせた。ま

た，18 弁が作動するタイミングは，事象初期であるため，サプレッション・チェンバ内

のプール水位は通常運転時の水位とする。 

荷重の組合せ 発生応力 許容応力 裕度 

死荷重＋水頭圧（通常水位） 

＋18弁作動時（6kPa） 

＋SRV 作動時（圧力影響補正） 

※1：18弁作動時の原子炉格納容器圧力

※2：動荷重は簡易評価にて実施。発生応力のうち円周方向の動荷重成分を記載。

※3：許容応力状態ⅤAとしてのⅣA許容限界を用いる。（限界温度（200 ℃）における許容値）
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2.4.2.3 逃がし安全弁作動時の荷重の組合せを考慮した包絡性 

 2.4.2.1 及び 2.4.2.2 で感度評価を実施し，十分な裕度が確保されることを確認した。

逃がし安全弁作動時の動荷重を考慮した荷重の組合せは，参考資料 4 で示すようにＡＴ

ＷＳ時の最大圧力（200 kPa）との組合せがある。以下に示すようにすでに考慮している

動荷重の裕度を踏まえても感度評価を実施した裕度の方が大きいことを確認できたため，

逃がし安全弁作動時の動荷重との組合せは，参考資料 4 で示している荷重の組合せで代

表できる。 

荷重の組合せ 発生応力 許容応力 裕度 

死荷重＋水頭圧（通常水位） 

＋18弁作動時（6kPa） 

＋SRV 作動時（多弁影響補正） 

死荷重＋水頭圧（通常水位） 

＋18弁作動時（6kPa） 

＋SRV 作動時（圧力影響補正） 

死荷重＋水頭圧（SA 時の最大水位）

＋18弁作動時（200kPa） 

＋SRV 作動時 

※1：動荷重は多弁及び最大圧力の比率から簡易的に算出。発生応力のうち円周方向の動荷重成分を記載。 

※2：重大事故等時の長期的な影響を考慮した組合せであるため，重大事故等時のプールの水位及び動荷

重の影響範囲が広がったことによる動荷重の寄与が大きくなる箇所が変わるため，その影響を考慮

（第 2-16 図）。動荷重は，設計・建設規格の式から圧力による影響を P＝2Sη／（Dｉ／t＋1.2）の

関係より簡易的に算出。算出方法は，動荷重が作用する範囲の厚さ tが となるため，

圧力による影響 Pが となり，動荷重が （円周方向の動荷重成分

を記載）と大きくなる。 

※3：許容応力状態ⅤAとしてのⅣA許容限界を用いる。（限界温度（200 ℃）における許容値）
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図 2-16 図 重大事故等時（長期）における動荷重の影響範囲 

（原子炉格納容器本体） 
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3. 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱（ＤＣＨ）の発生防止のための逃がし安全弁

作動時における動荷重の評価について 

ＤＣＨの発生防止のための逃がし安全弁作動時においては，原子炉圧力容器内の水位

が低下し，燃料が露出した後，逃がし安全弁によって，原子炉圧力容器圧力を減圧する。

このとき，原子炉圧力容器内で発生する蒸気は露出した燃料に熱せられ過熱状態となる

ため，排気管からサプレッション・チェンバへ流入する蒸気は，設計基準事故時と異なる

性状となる。これにより，蒸気が不安定凝縮する可能性があり，大きな動荷重が生じる恐

れがあるため，不安定凝縮することなく，設計基準事故時に生じる動荷重と同等以下とな

ることを確認する。  

蒸気凝縮の観点で着目すべき項目としては，短期的にはサプレッション・チェンバ内に

流入する蒸気が最大となる逃がし安全弁作動時の蒸気流束及びプール水温のピーク値，

及び，長期的には逃がし安全弁作動後の原子炉圧力容器圧力低下に伴う蒸気流束の減少

であることから，この 2点について，検討を実施した。 

 

3.1 逃がし安全弁作動時の短期的な影響 

ＤＣＨの発生防止のための逃がし安全弁作動時の短期的な影響として，過熱蒸気によ

って設計基準事故時に想定していない動荷重が生じる可能性があるため，過熱蒸気と飽

和蒸気の違いから影響を検討する。 

過熱蒸気は，単位質量あたりに保有するエネルギが飽和蒸気に比べて高いため，飽和蒸

気と異なり，蒸気温度が低下しても蒸気の状態で維持される（第 3-1 図）。飽和蒸気とな

るまでは蒸気の状態を維持されるものの，高温の蒸気泡と周囲のプール水との温度差に

よる熱伝達や気泡そのものの膨張により,短時間で蒸気温度が低下し飽和蒸気と同等と

なる。このため，ＤＣＨの発生防止のための逃がし安全弁作動時において，過熱蒸気の持

つエネルギと同等となる飽和蒸気が不安定凝縮していなければ，設計基準事故で生じる

動荷重よりも大きくなることはない。 

設計基準事故時に生じる飽和蒸気の凝縮時の動荷重は，既往の試験により，蒸気流束と

プール水温の関係から，確認できる。 

これらのパラメータは有効性評価結果から過熱蒸気を飽和蒸気と仮定して蒸気流束の

換算が可能であり，有効性評価結果からプール水温は確認が可能である。ここで確認した

蒸気流束及びプール水温と既往の試験結果を比較することで過熱蒸気の凝縮時の動荷重

は評価可能である。以下に評価過程を記載する。 

①蒸気流束の算出 

・過熱蒸気のエネルギ流束が最大となるように有効性評価の原子炉圧力（7.79 MPa），

蒸気温度（332 ℃）及び排気管出口の流路断面積から蒸気の比エンタルピ及び蒸気

流束を算出し，サプレッション・チェンバへの流入するエネルギ流束を求める。 

・算出した結果は，第 3-1 表のとおり。 
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②プール水温の確認 

・逃がし安全弁作動時のプール水温は，有効性評価結果（57 ℃）に基づく（第 3-2

図，第 3-3 図）。 

③過熱蒸気を飽和蒸気に仮定した場合の蒸気凝縮時の動荷重確認 

・①，②で確認したエネルギ流束とプール水温の関係から，第 3-4 図を用いて蒸気が

安定凝縮するかを確認する。 

 

既往の試験結果であるクエンチャを有しないストレートパイプにおいて，安定凝縮が

確認されており，蒸気凝縮による動荷重は非凝縮性ガスによる気泡脈動に包絡される領

域であることを確認した。設計基準事故時の動荷重は非凝縮性ガスによる気泡脈動の値

を用いているため，ＤＣＨの発生防止のための逃がし安全弁作動時の短期的な動荷重は

設計基準事故時と同等以下となる。なお，第 3-4 図で示す大振動領域は第 3-5 図で示す

ようにクエンチャを設けた場合，解消され，プール水温に係らず，蒸気が安定凝縮するこ

とを確認している。 

 

 

第 3-1 図 蒸気 T-s 線図＊1 

＊1：“工業熱力学”朝倉書店 1982 年  

飽和蒸気 

過熱蒸気（DCH 時） 

プール水により温度が低

くなるものの蒸気の状態

を維持する範囲 

332℃ 
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第 3-1 表 逃がし安全弁作動時のパラメータ 

パラメータ 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

原子炉圧力容器圧力[MPa] 7.79（解析値） 

蒸気温度[℃] 332（解析値） 

蒸気の比エンタルピ 

[kJ/kg] 

排気管出口の流路断面積[m2] 

蒸気流束[kg/s/m2] 

サプレッション・チェンバへの

流入エネルギ流束[MJ/s/m2] 
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第 3-2 図 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱時の原子炉圧力容器圧力の推移 

 

 

 

 

第 3-3 図 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱時の原子炉格納容器温度の推移 

 

  

急速減圧開始時 

約4.5時間で原子炉圧力容器が破損

急速減圧開始時 

約4.5時間で原子炉圧力容器が破損
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第 3-4 図 飽和蒸気の蒸気流束及びプール水温と圧力振幅の関係（ストレートタイプ） 

（参考資料 2 ①） 

第 3-5 図 飽和蒸気の蒸気流束及びプール水温と圧力振幅の関係（クエンチャタイプ） 

（参考資料 2 ①，②） 
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3.2 逃がし安全弁作動後の長期的な影響 

本事象では逃がし安全弁を開保持とするため，原子炉圧力容器の減圧に伴い，蒸気流

束が小さくなるため，このときに生じる動荷重として，蒸気凝縮に伴うチャギング等が

考えられるため，そのときの動荷重が設計基準事故時と同等以下であることを確認す

る。 

3.1 と同様に過熱蒸気の蒸気流束及びエネルギ流束とプール水温から，蒸気凝縮時の

動荷重への影響を確認した。第 3-2 表で示すパラメータのとき，第 3-6 図で示す。過熱

蒸気が保有するエネルギ流束とプール水温は蒸気が安定凝縮する領域であることを確

認した。 

第 3-2 表 逃がし安全弁作動時のパラメータ 

パラメータ 
高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱

（逃がし安全弁作動後（長期）） 

原子炉圧力容器圧力[MPa] 0.13（解析値） 

蒸気温度[℃] 586（解析値） 

蒸気の比エンタルピ 

[kJ/kg] 

排気管出口の流路断面積[m2] 

蒸気流束[kg/s/m2] 

サプレッション・チェンバへの

流入エネルギ流束[MJ/s/m2] 

第 3-6 図 飽和蒸気の蒸気流束及びプール水温と圧力振幅の関係（クエンチャタイプ） 

（参考資料 2 ①，②） 
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また，逃がし安全弁作動後，高蒸気流束から低蒸気流束へ遷移する過程において

は，第 3-7図で示す。 

第 3-7 図 飽和蒸気の蒸気流束及びプール水温と圧力振幅の関係（クエンチャタイプ） 

（参考資料 2 ①，②） 

第 3-7 図で示すように原子炉圧力容器からサプレッション・チェンバへ放出される

蒸気は減少し，異なる圧力振幅が生じる領域を通過する。 

このような状況において生じる動荷重は東二の実機試験結果から得られた第 3-8 図

の結果から，その影響がないことを確認できる。第 3-8 図で示すように，動荷重が大き

くなるのは逃がし安全弁作動直後に生じる気泡脈動荷重である。気泡脈動荷重は，非凝

縮性ガスがサプレッション・チェンバへ移行した際に生じる荷重であり，蒸気による影

響ではない。よって，東二の実機試験から原子炉圧力容器からサプレッション・チェン

バへ放出される蒸気が減少する過程において，蒸気凝縮による動荷重は気泡脈動荷重

を超えることはない。 

このことから，逃がし安全弁を開保持し，原子炉圧力容器から蒸気がサプレッショ

ン・チェンバに移行した際の蒸気凝縮に伴う動荷重の影響はないことから，設計基準事

故時の動荷重として，設定している気泡脈動荷重を超えることはなく，同等以下となる

ことを確認した。 
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第 3-8図 東二実機試験で得られた逃がし安全弁作動時の水中圧力振動波形 

（横軸：時間，縦軸：圧力）（参考資料 2 ③） 

気泡脈動が支配的な圧力変化 蒸気凝縮による圧力変化

蒸気が減少していく過程 
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4. 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣＩ）時の動荷重の評価について

格納容器破損防止対策の有効性評価の解析の結果，ベント管内の水のサプレッショ

ン・チェンバへの移行及びドライウェルからサプレッション・チェンバへの非凝縮性ガ

ス及び蒸気を含む気体の移行量の最大値は第 4-1 表のとおりであり，ＬＯＣＡブローダ

ウン時の高温水・蒸気の放出時の移行量が最大となっており，このときの動荷重が最も

厳しくなる。ＬＯＣＡブローダウン時の高温水・蒸気の放出は，設計基準事故「原子炉

冷却材喪失」の起因事象である大破断ＬＯＣＡ時と同じであり，このときの破断想定は

原子炉水位の低下が最も早くなる再循環系配管（出口ノズル）の両端破断としているこ

と，及び，この設計基準事故「原子炉冷却材喪失」時に原子炉格納容器の健全性が確保

されることを確認していることから，ＦＣＩ時は，設計基準事故時に包絡されており，

原子炉格納容器の健全性が確保される。なお，ＦＣＩ発生時には，発生する蒸気によっ

てドライウェルは急激に圧力上昇することから，これに伴う動荷重は大きくなる可能性

が考えられるが，有効性評価結果（第 4-1 図，第 4-2 図）より，ＬＯＣＡ時の圧力上昇

率の方が大きいことを確認しており，設計基準事故時に包絡される（ＦＣＩ時の圧力上

昇率：約 4.6 kPa/s，ＬＯＣＡ時の圧力上昇率：約 8.5 kPa/s）。 

また，長期的にはチャギングによる動荷重が考えられるが，既往の試験よりサプレッ

ション・チェンバ内のプール水の水温（40 ℃以下）が低く，さらにベント管内の蒸気

流束（18～28 kg／s／m2）の特定の領域で振幅の大きな荷重が生じることが確認されて

いるが，ＦＣＩ時において，プール水温は約  ℃，蒸気流束  kg／s／m2が小さいた

め，設計基準事故時に生じる動荷重の影響は大きくなることはない[2]。 

第 4-1 表 サプレッション・チェンバへの水等の移行量 

事象

水移行量の

最大値

[kg／s／m2]

ガス移行量の

最大値

[kg／s／m2]

蒸気移行量の

最大値

[kg／s／m2]

原子炉圧力容器破損に伴うＦＣ

Ｉ発生時の蒸気発生

ＬＯＣＡブローダウン時の高温

水・蒸気の放出（「雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）」の起因事象で

ある大破断ＬＯＣＡを対象）

ＬＯＣＡブローダウン時の高温

水・蒸気の放出（設計基準対処

設備としての設計条件） 

※1：有効性評価の解析結果 ※2：既往の試験結果（参考資料 2 ①）

※3：既往の試験結果（参考資料 2 ⑤）
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第 4-1 図 ＦＣＩ時の原子炉格納容器圧力の推移 

 

 

第 4-2 図 ＬＯＣＡ時の原子炉格納容器圧力の推移 

 

  

ＦＣＩ時の圧力上昇 

ＬＯＣＡ時の圧力上昇後 

ＬＯＣＡ前 

ＦＣＩ前 
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5. 格納容器ベント時の動荷重の評価について

5.1 格納容器ベント時のサプレッション・チェンバへの水等の移行に伴う影響 

格納容器ベント開始直後はサプレッション・チェンバの圧力低下率が最も大きく，ベン

ト管内の水のサプレッション・チェンバへの移行並びにドライウェルからサプレッショ

ン・チェンバへの非凝縮性ガス及び蒸気を含む気体の移行量が多くなる。

格納容器破損防止対策の有効性評価の解析の結果，ベント管内の水のサプレッション・

チェンバへの移行並びにドライウェルからサプレッション・チェンバへの非凝縮性ガス

及び蒸気を含む気体の移行量の最大値は第 5-1 表のとおりであり，ＬＯＣＡブローダウ

ン時の高温水・蒸気の放出時の移行量が最大となっており，このときの動荷重が最も厳し

くなる。ＬＯＣＡブローダウン時の高温水・蒸気の放出は，設計基準事故「原子炉冷却材

喪失」の起因事象である大破断ＬＯＣＡ時と同じであり，このときの破断想定は原子炉水

位の低下が最も早くなる再循環系配管（出口ノズル）の両端破断としていること，及び，

この設計基準事故「原子炉冷却材喪失」時に原子炉格納容器の健全性が確保されることを

確認していることから，格納容器ベント時は，設計基準事故時に包絡されており，原子炉

格納容器の健全性が確保される。 

第 5-1 表 サプレッション・チェンバへの水等の移行量 

事象

水移行量の

最大値

[kg／s／m2]

ガス移行量の

最大値

[kg／s／m2]

蒸気移行量の

最大値

[kg／s／m2]

格納容器ベント 

（「雰囲気圧力・温度による静的

負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用できな

い場合）」の格納容器ベント時を

対象）

ＬＯＣＡブローダウン時の高温

水・蒸気の放出（「雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）」の起因事象で

ある大破断ＬＯＣＡを対象）

ＬＯＣＡブローダウン時の高温

水・蒸気の放出（設計基準対処

設備としての設計条件） 

※1：有効性評価の解析結果 ※2：既往の試験結果（参考資料 2 ①）

※3：既往の試験結果（参考資料 2 ⑤）
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5.2 格納容器ベント時の水位上昇による影響 

格納容器ベント時において，ベント管内の水がサプレッション・チェンバへ移行するた

め，サプレッション・チェンバ内のプール水の水位上昇が生じるが，第 5-1 表に示すよう

に，ＬＯＣＡブローダウン時の高温水・蒸気の放出と比較し，水の流量は小さいため，緩

やかな上昇となる。このため，動荷重として，ＬＯＣＡブローダウン時の高温水・蒸気の

放出に包絡される。なお，このときの格納容器ベント時におけるサプレッション・チェン

バ内のプール水位を第 5-1 図に示す。この時の水位上昇は約 0.6 m であるが，この水位

上昇に伴う影響は，原子炉格納容器に対する水頭圧であり，静荷重に分類される。この静

荷重は，2 Pd 時の静荷重と比較し，小さいため，原子炉格納容器の健全性は維持される。 

 

 

第 5-1 図 格納容器ベント時のサプレッション・チェンバ水位上昇 

 

また，重大事故等時の水位上昇による影響としては，設計基準事故時と異なり，水没す

る真空破壊弁への考慮が必要であるが，水没する真空破壊弁は，重大事故等時に機能を期

待していない。ただし，真空破壊弁の構造健全性を検討するため，格納容器ベント時のサ

プレッション・チェンバ内のプール水の水位上昇に伴う荷重と真空破壊弁が取り付つけ

られている箇所の構造強度を比較する。 

真空破壊弁は構造上，ベント管の板厚に対して，真空破壊弁との取合部は 倍以上の厚

さを有するとともに，サプレッション・チェンバ内のプール水の水位上昇時に水から荷重

を受ける面積はベント管よりも小さい。また，真空破壊弁の位置は，荷重発生源であるベ

ント管先端から距離があることから，水の流速が減衰する。これらのことから，真空破壊

弁は水没したとしてもドラッグ力の影響は小さく，構造強度として大きな影響とならな

いと考えられるが，プールスウェルによりドラッグ力の影響を確認する。その結果，ベン

格納容器ベント開始 

ベントライン下端 
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ト管と真空破壊弁の取付部に生じるプールスウェルによる応力は，  MPa であり，許容値

（380 MPa）に対して十分に小さいことを確認した。  
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5.3 格納容器ベント時の減圧沸騰による影響 

格納容器ベント時には，サプレッション・チェンバ圧力の低下によりサプレッション・

チェンバ内のプール水が減圧沸騰することが考えられるが，以下のことから，格納容器ベ

ント時の原子炉格納容器への動荷重としては小さく，健全性への影響はない。 

・「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使

用できない場合）」では，事故発生約 19時間後に格納容器ベントを実施しているが，

第 5-2図で示すように，サプレッション・チェンバ内のプール水が飽和温度に達する

のは格納容器ベントを開始して約 1 時間後であり，これ以降減圧沸騰が生じると考

えられる。しかしながら，第 5-3 図で示すように，サプレッション・チェンバ内のプ

ール水が飽和温度に達するタイミングではほぼ原子炉格納容器圧力は静定している

ことから，急速減圧しないため，減圧沸騰が生じない。  

・サプレッション・チェンバ内のプール水の減圧沸騰が生じるタイミングにおいては，

ドライウェルとサプレッション・チェンバに圧力差があることから，サプレッショ

ン・チェンバへの非凝縮性ガス及び蒸気を含む気体の移行は継続するが，その移行量

は少ない。 

・減圧沸騰の影響はなく，及び，減圧沸騰が生じるタイミングにおいては，ドライウェ

ルからサプレッション・チェンバへの非凝縮性ガス及び蒸気を含む気体の移行量は

少ないことから原子炉格納容器の健全性への影響はないと考えられる。 

上記に加えて，有効性評価の解析における格納容器ベント時の流量が全て減圧沸騰に

寄与したと仮定して，検討を行った。 

ここで，発生蒸気が水面に到達するまでに要する時間を 1 秒と仮定し，1秒間に発生し

た蒸気がすべてサプレッション・チェンバ内のプール水位の上昇に寄与すると仮定する。

減圧沸騰が生じるタイミングでのベント流量は約  kg/s であることから，この時減圧沸

騰によって発生する蒸気量も同等の  kg/s と仮定すると，最大  kg の蒸気によってサ

プレッション・チェンバ内のプール水面が押しあげられることとなる。また，この時の蒸

気の密度を，大気圧下における蒸気の密度約  kg/m3 とすると発生蒸気の体積は約  

m3となる。サプレッション・チェンバの断面積は約  m2であるため蒸気泡がサプレッ

ション・チェンバ内に一様に分布しているとすると，発生蒸気による水位上昇は約  

m となる。このことから，減圧沸騰によりサプレッション・チェンバの水位上昇が生じた

としても，その規模は小さい。 
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第 5-2 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却

系を使用できない場合）のプール水のサブクール度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5-3 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却

系を使用できない場合）の原子炉格納容器圧力の推移 
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5.4 格納容器ベント時の継続時間による影響 

原子炉冷却材喪失事故を起因とする格納容器ベント時における継続時間による影響に

ついて，検討する。 

格納容器ベント時の重大事故等時荷重の時間履歴を第 5-4 図に示す。原子炉冷却材喪

失事故時に加わる荷重のうち，a.から g.までの現象における荷重に関しては配管破断発

生後，原子炉圧力容器からのブローダウンが終了するまでの比較的短期間に生じる荷重

であるため，生じる荷重の強さ及び荷重発生時の原子炉格納容器内圧力・温度条件は設計

基準事故と同等となる。 

一方で，h.及び i.については，原子炉圧力容器からのブローダウン収束後も比較的長

期にわたって継続する荷重であるため，重大事故等時の原子炉格納容器内圧力・温度条件

との組み合わせを考慮する必要がある。具体的には，原子炉格納容器の除熱手段の復旧等

により格納容器ベントを停止し，ドライウェルとサプレッション・チェンバの差圧が解消

されるまでは，崩壊熱によって発生した蒸気がサプレッション・チェンバ内のプール水へ

と移行し続けることにより，チャギングが生じると考えられることから，h.及び i.の荷

重は格納容器ベント停止までの期間において発生し続けることを考慮する。 

第 5-5 図，第 5-6 図で示すように格納容器ベント後サプレッション・チェンバ内のプ

ール水温が高いこと及び破断口からの蒸気放出量が低下することで，ベント管の蒸気流

束が小さくなっていく。なお，長期的にチャギングによる動荷重は既往の試験である旧原

研で実施された Mark-II 型格納容器の圧力抑制系の実証試験より，サプレッション・チェ

ンバ内のプール水の水温（40 ℃以下）が低く，さらにベント管内の蒸気流束（18～28 kg

／s／m2）が比較的大きい，特定の領域で振幅の大きな荷重が生じることが確認されてお

り，格納容器ベント後においては，ベント時のプール水温が  ℃，蒸気流束が  以下

と小さいため，設計基準事故時に生じる動荷重の影響は大きくなることはない[2]。 

なお，設計基準事故時に想定しているチャギング荷重が繰返し生じた場合であっても

最大約 130 MPa であり，原子炉格納容器本体の一次+二次応力の許容限界内（393 MPa）と

なることから，原子炉格納容器の強度評価に対する影響はない。 

 

第 5-4 図は，原子炉冷却材喪失事故を起因とする格納容器ベント時における荷重の時

刻歴を示したものであるが，以下の理由により，原子炉冷却材喪失事故を伴わない事象に

おける荷重の時刻歴は第 5-4 図の時刻歴に包絡されると考えられる。 

a. 原子炉冷却材喪失事故を起因としない事象においては，原子炉圧力容器破損時に

原子炉圧力容器内のガスがドライウェルへと放出されると考えられるが，原子炉

圧力容器破損時点では，すでに原子炉圧力容器内は減圧されており，原子炉冷却材

喪失事故時に生じるような急激なガス放出とならない。 

b. 高温の溶融燃料がペデスタル内に落下した際には，溶融燃料と水の相互作用（ＦＣ

Ｉ）によって急激な蒸気発生が生じると考えられるが，当該事象において，サプレ
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ッション・チェンバに流入する水等の移行量は原子炉冷却材喪失事故時に比べて

非常に小さく（第 4-1 表），原子炉冷却材喪失事故発生直後に生じる荷重（第 5-4

図における a.から g.までの荷重）に包絡される。 

c. 原子炉格納容器ベント実施時においても一時的にドライウェルからサプレッショ

ン・チェンバに流入する水等の移行量が増加すると考えられるが，この時の移行量

は原子炉冷却材喪失事故時に比べて非常に小さく（第 5-1 表），b.同様に原子炉冷

却材喪失事故発生直後に生じる荷重に包絡される。 
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第 5-4 図 重大事故等時荷重の時間履歴（原子炉冷却材喪失事故起因） 
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第 5-5 図 サプレッション・チェンバ内のプール水温の時刻歴 

 

 

 

第 5-6 図 ベント管蒸気流量の時刻歴 
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5.5 格納容器ベント時の減圧波による影響 

 ＵＳ－ＡＢＷＲには原子炉格納容器の過圧保護のため，系統に取り付けたラプチャー

ディスクにより，瞬時に配管の流路断面積を 100 ％開放し，大気放出によって急速減圧

するＣＯＰＳ（Containment Overpresure Protection System）が設けられている。この

ため，米国ではＣＯＰＳを設ける場合，急速減圧による減圧波の影響を考慮する必要があ

るとされている。東二の原子炉格納容器は，格納容器ベント時において，弁による開動作

により減圧することから，ＣＯＰＳのように急速減圧することはない。しかしながら，保

守的に減圧波を考慮するため，ＣＯＰＳと同様に弁の開操作直後に配管の流路断面積が

100％開放され，大気放出することを仮定し，検討を実施した。 

検討にあたっては，US ABWR DCD Ch.19E.2.3.5.1 における評価手法を用いて，格納容

器ベント直後のサプレッション・チェンバ内のプール水面に作用すると考えられる減圧

波について評価する。 

評価に用いる主要なパラメータは，以下のとおりである。 

第 5-2 表 評価に用いる主要なパラメータ 

パラメータ 記号 値 備考 

S/C 圧力 Ｐ0 最高使用圧力の 2 倍 

S/C 水位 － MAAP による解析結果 

S/C ガス密度 Ρg0 200℃，2Pd 時の蒸気密度 

比熱比 k 
理想気体における二原子分子の

比熱を仮定 

ベントライン 

入口 

半径 R 
AC 系配管（28B） 

面積 A 

ベントライン 

チョーク部
面積 a AC 系-SGTS 取り合い部（12B） 

 プール水の水面に到達する減圧波を評価するため，格納容器ベント直後において，原子

炉格納容器より放出されるガスは，臨界流と仮定する。ベント流量は，ベントラインにお

けるチョーク部で律速されることから，当該箇所におけるガス流量は DCD における以下

の評価式及び第 5-2 表のパラメータを用いるとガス流量は，約 75 kg/s となる。 = 2+ 1 ( )/ ( )

m =
この時，ベントライン入口におけるガスの流速（V）は，以下の式により約 80 m/s とな
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る。 V =        
  また，DCD における以下の評価式により，サプレッション・チェンバ内の音速（Cg0）は

約 543 m/s であり，この時のマッハ数（V/Cg0）は約 0.15（＜0.2）であることから，ベン

ト時の減圧波は音響波として扱うことができる。    =        /     
ここで，ベントラインに吸い込まれるガスの流速について，ベントライン入口から，ベ

ントライン入口半径（R）相当離れた位置（評価点のイメージは，第 5-7 図のとおり）に

おけるガス流速（V’）を計算する。当該位置における流路を半径 R の半球の表面積相当

とする。よって，ベント管内の流路面積との面積比からベントライン入口から R 離れた半

球表面上の位置におけるガス流速は，以下となる。 V = V    2   =  2 = 約 40 m/s 
この流速及び DCD における以下の音響方程式を用いると，前述の半球表面における減

圧波は，約 74 kPa となる δ  =        

 

 

第 5-7 図 評価点のイメージ図 

 

次に，上記減圧波がプール表面に到達した際の圧力を求める。 

ベントライン入口高さは約 15.4 m であるため，ベントライン入口から，水面までの

距離（r）は，約 4.7 m となる。したがって，DCD における以下の式から，水面に到達す
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る減圧波は約 4.6 kPa となる。 δP =   δ   
さらに水面に到達した減圧波の水中への伝達係数を DCD における以下の式から，算出

する。 

 δ            δ         = 21 +     /     
ρ1：気体の密度 

C1 ：気体中の音速 

ρ2：水の密度 

C2 ：水中の音速 

 

ここで，水の密度及び水中音速はそれぞれガスの密度及び気体中の音速に比べて大き

いことから，保守的に，上記におけるρ1C1/ρ2C2を 0 とすると減圧波の水中への伝達係数

は，2となる。したがって，ベントライン入口で生じた減圧波によってサプレッション・

チェンバにもたらされる負圧度は約 10 kPa となる。 

格納容器ベント実施時点でのサプレッション・チェンバ圧力は約 620 kPa[gage]であり，

負圧度を考慮した正味の圧力は約 610 kPa[gage]であることから，水面の飽和温度は，約

159 ℃となる。ベント開始時のサプレッション・チェンバ内のプール水温は，約 89 ℃で

あることから，水面の飽和温度（159℃）に対して十分に小さい。よって，減圧波を踏ま

えてもプール水の減圧沸騰の影響は極めて小さい。 

また，蒸気の負圧度より，水面に到達した減圧波によってプール水面の揺動する速度は，

以下の式より約 0.01 m/s であり，プール水面の揺動する速度は小さく，これに伴うプー

ルスウェルの影響は極めて小さい。 δ  =          
ρL：水の密度 

CL ：水中の音速 

 

以上のことから，格納容器ベントによる減圧沸騰及びプールスウェルを保守的に評価

したが，その影響は小さく，原子炉格納容器の健全性に影響はない。 
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6. まとめ 

  重大事故等時の原子炉格納容器に生じる動荷重について整理した。重大事故等時の動

荷重は設計基準事故時に想定している動荷重に包絡されること等を確認することにより，

重大事故等時の動荷重を想定した場合の原子炉格納容器の健全性を確認した。 
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設計基準事故時に生じる動荷重について 

 

原子炉冷却材喪失時に原子炉格納容器に生じる各荷重に対する現象を第 1 表に，現象

の流れを第 1 図に示す。また，逃がし安全弁作動時に原子炉格納容器に生じる各荷重に対

する現象を第 2表に，現象の流れを第 2図に示す。 

東海第二発電所では，「BWR. MARK Ⅱ型格納容器圧力抑制系に加わる動荷重の評価指針」

に基づき，原子炉冷却材喪失時及び逃がし安全弁作動時の動荷重を第 3 図に示す評価対

象に対して，第 3 表，第 4表及び第 5表で示すような荷重が生じても，原子炉格納容器の

健全性が確保されることを確認している。また，生じる荷重は，第 6 表で示すように解析

や試験データに基づき設定している。 

 

 

 

参考資料 1 
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第 1 表 原子炉冷却材喪失時の各荷重の現象 

荷重 現象 

a.ＬＯＣＡ発生時のドライウェル

内の圧力上昇 

原子炉冷却系統の配管の破断が瞬時に発生したとすると，圧力波がドライウェル，ベント管内を通っ

てプールの底面や壁面，内部構造物などに動荷重が作用する。 

b.ベントクリア時の水ジェットに

よる荷重 

ドライウェル圧力の急激な上昇によりベント管内のプール水がサプレッション・チェンバ内に放出さ

れるため水ジェット流が形成され，ジェットによる衝撃力及びドラッグ力がベント管の下部にある内

部構造物及び原子炉格納容器底部鉄筋コンクリートマットに作用する。 

c.気泡形成によるプール水中の圧

力上昇 

ドライウェルの空気がベント管から放出される際，気泡がサプレッション・チェンバ側壁，内部構造

物及び原子炉格納容器底部鉄筋コンクリートマットに圧力波として作用する。 

d.水面上昇による衝撃力 
スラグ流が上昇する際，水面より上方にある機器，配管，内部構造物にプール水が衝突しそれらに衝

撃力が作用する。 

e.上昇水流による荷重 プール水が上昇する際，上昇水流によりドラッグ力が，機器，配管及び内部構造物に作用する。 

f.サプレッション・チェンバ空間部

圧力荷重 

プール水面の上昇によりサプレッション・チェンバ上部の空間部が圧縮されることにより，サプレッ

ション・チェンバ空間部圧縮荷重が作用する。 

また，この現象により真空破壊弁が反復動作することが考えられる。 

g.ブレーク・スルー 

気泡が上昇し水面を貫通（ブレーク・スルー）することで，サプレッション・チェンバ気相とつなが

る。この時，水面付近のプール水は，フロス状の 2 相混合物を形成し，これによりサプレッション・

チェンバ気相部内の構造物及びダイアフラム・フロアに衝撃荷重が加わる。 

h.フォールバック荷重 
上昇した水面の上昇が停止し，プール水が落下するとき落下水により，機器，配管，内部構造物にド

ラッグ力が作用する。 

i.蒸気凝縮振動荷重 
中高流量蒸気が凝縮する際，プール水に凝縮振動波が伝播し，サプレッション・チェンバ側壁，原子

炉格納容器底部鉄筋コンクリートマット，原子炉本体基礎及び内部構造物に作用する。 

j.チャギング荷重 
低流量蒸気が凝縮する際，ベント管出口での不均一な凝縮によりバウンダリに荷重が加わる。 

また，この現象により，真空破壊弁が反復動作することが考えられる。 

k.ベント管に加わる水平荷重 低流量蒸気が凝縮する際，ベント管出口での不均一な凝縮によりベント管に水平力が作用する。 

l.ＥＣＣＳ作動時 

原子炉冷却系統の圧力が低下し，炉心がＥＣＣＳにより再冠水されると破断口からはサブクール水が

流出するようになる。このサブクール水により，ドライウェル雰囲気が冷却され圧力が低下する。こ

の時，真空破壊弁が作動することでドライウェルの負圧は抑制される。さらに，格納容器スプレイ系

の作動によりドライウェル－サプレッション・チェンバ間の差圧は解消される。 
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第 1 図 原子炉冷却材喪失時の現象の流れ   

第 1表 b. 第 1表 c. 第 1表 d.e. 第 1表 f. 

第 1表 h. 第 1表 i. 第 1表 j. 第 1表 k. － 第 1表 l. 

第 1表 g. 第 1表 a. 
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第 2 表 逃がし安全弁作動時の各荷重の現象 

荷重 現象 

a.水ジェットによる荷重 

逃がし安全弁作動時，排気管内の水がクエンチャノズルによりサプレッション・チェンバに放出され

る際，ジェット流が形成され，サプレッション・チェンバ内の内部構造物に衝撃力及びドラッグ力が

作用する。 

b.空気泡圧力の振動による荷重 

逃がし安全弁作動時，排気管内の空気が圧縮され，これがサプレッション・チェンバに放出される際，

気泡を形成し，この気泡が過膨張，収縮を繰返し，圧力振動が，機器，配管，内部構造物，サプレッ

ション・チェンバ側壁，原子炉格納容器底部鉄筋コンクリートマットに作用する。 

c.蒸気凝縮振動荷重 

蒸気がサプレッション・チェンバ内に流入して凝縮する際，凝縮が不安定となる場合，サプレッショ

ン・チェンバ底面，壁面に圧力荷重が加わり，サプレッション・チェンバ内の構造物にドラッグ荷重

が作用する。また，これらの現象を通じて，クエンチャに対しても荷重が作用する。 
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第 2 図 逃がし安全弁作動時の現象の流れ  

第2-2表 a.

第 2-2表 b.

第 2-2 表 c. 
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第 3 図 動荷重の評価対象  

コラムサポート 

真空破壊弁 

ベント管 

原子炉本体基礎 

原子炉格納容器本体 

ダイヤフラム・フロア（Ｄ／Ｆ） 

底部ライナー 

クエンチャサポート 

コンクリートマット 

ベント管ブレーシング 
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第 3 表 ＰＣＶ動荷重指針要求荷重と対象構造物との対応 

 

項  目

 

Mark-Ⅱ PCV 

動荷重指針 

原
子
炉 

格
納
容
器
本
体 

ベ
ン
ト
管
及
び
ベ
ン

ト
管
ブ
レ
ー
シ
ン
グ 

底
部
ラ
イ
ナ 

ク
エ
ン
チ
ャ 

サ
ポ
ー
ト
部 

真
空
破
壊
弁 

Ｄ
／
Ｆ
及
び 

コ
ラ
ム
サ
ポ
ー
ト 

原
子
炉
本
体
基
礎 

コ
ン
ク
リ
ー
ト 

マ
ッ
ト 

備  考 

圧 力 抑 制

系 の バ ウ

ン ダ リ に

加 わ る 荷

重 

第4表(1) (2次荷重であり，指針上評価を省略可)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4表(2) － － ○ － － － － ○ 

第4表(3) ○ － － － － － ○ － 

第4表(4) ○ － ○ － － － ○ ○ 

第4表(5) ○ － － － － － ○ － 

第4表(6) － － － － － ○ － － 

第4表(7) (2次荷重であり，指針上評価を省略可) 

第4表(8) (2次荷重であり，指針上評価を省略可) 

第4表(9) ○ － ○ － － － ○ ○ 

圧 力 抑 制

系 内 の 構

造 物 に 加

わる荷重 

第4表[1] － ○ － － － － － － 

第4表[2] － ○ － ○ － ○ － － 

第4表[3] － ○ － － － － － － 

第4表[4] － － － － ○ － － － 

第4表 

[5]～[8] 
(2次荷重であり，指針上評価を省略可) 

逃がし安全

弁作動時の

動荷重 

第5表(1) ○ － ○ － － － ○ ○ 

第5表(2) ○ － ○ － － － ○ ○ 

逃がし安全

弁作動時の

構造物に加

わる荷重 

第5表[1] － ○ － ○ － ○ － － 

第5表[2] － ○ － ○ － ○ － － 

第5表[3] － ○ － ○ － ○ － － 

第5表[4] － － － ○ － － － － 
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第 4 表（1/4） 指針要求に対応するＬＯＣＡ時動荷重の概要図 

  

事故後の 

推移 
圧力抑制系のバウンダリに加わる荷重 対応する荷重 圧力抑制系内の構造物に加わる荷重 対応する荷重 

①破断直後 

 

(1) 

破断発生直後に生ずる圧力波によ

り，プール底面に加わる荷重 

  

②ベントク

リアリング

過程 

 

(2) 

ベントクリアリングに至るまでの

過程におけるベント管下端からの

噴流によるサプレッション・チェ

ンバの底面への荷重 

 

(3) 

(2)と同じ噴流によるサプレッシ

ョン・チェンバの壁面への圧力に

よる荷重 

  

 

[5] 

ベントクリアリング時にベント

管に加わる水平荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[2] 

ベントクリアリングに伴うプー

ル水の流動によるドラッグ荷重 
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第 4 表（2/4） 指針要求に対応するＬＯＣＡ時動荷重の概要図 

  

事故後の 

推移 
圧力抑制系のバウンダリに加わる荷重 対応する荷重 圧力抑制系内の構造物に加わる荷重 対応する荷重 

③気泡形成

過程 

 

(4) 

気泡の形成，プールスウェルによ

るプール底面，壁面への圧力によ

る荷重 

 

[2] 

気泡形成に伴うプール水の流動

によるドラッグ荷重 

④プールス

ウェル過程 

 

(5) 

プールスウェル時のサプレッショ

ン・チェンバ気相部圧縮によるサ

プレッション・チェンバ気相部壁

面に加わる圧力による荷重 

 

(6) 

(5)と同じくサプレッション・チェ

ンバ気相部圧縮によるダイアフラ

ム・フロアへの圧力による荷重 
 

 
 

[3] 

プールスウェルに伴うサプレッ

ション・チェンバ気相部内の構

造物に対する衝撃荷重 

 

 

 

 

 

 

 

[4] 

プールスウェル時の真空破壊弁

への荷重 

 

[6] 

プールスウェル時にベント管に

加わるドラッグ荷重 
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第 4 表（3/4） 指針要求に対応するＬＯＣＡ時動荷重の概要図 

  

事故後の 

推移 
圧力抑制系のバウンダリに加わる荷重 対応する荷重 圧力抑制系内の構造物に加わる荷重 対応する荷重 

⑤フォール

バック過程 

 

(7) 

フォールバックによるプール底

面，壁面に加わる圧力による荷重 

 

[2] 

フォールバックに伴うプール水

の流動によるドラッグ荷重 

⑥フォール

バック後の

水面揺動過

程 

 

(8) 

プールスウェル後のプール水面の

揺動により，プール壁面に加わる

荷重 

[7] 

プールスウェル後のプール水面

の揺動による荷重 

⑦蒸気放出

過程 

 

(9) 

蒸気凝縮に伴うプール底面，壁面

に加わる圧力による荷重 

 

 

[1] 

蒸気凝縮に伴いベント管に加わ

る水平荷重 
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第 4 表（4/4） 指針要求に対応するＬＯＣＡ時動荷重の概要図 

  

事故後の 

推移 
圧力抑制系のバウンダリに加わる荷重 対応する荷重 圧力抑制系内の構造物に加わる荷重 対応する荷重 

⑦蒸気放出

過程（続き）

  

 
 

 

 
 

[2] 

蒸気凝縮に伴うプール水の流動

によるドラッグ荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[8] 

蒸気流によりベント管に加わる

反力による荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

[4] 

蒸気凝縮時の真空破壊弁への荷

重 
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第 5 表 指針要求に対応する逃がし安全弁作動時動荷重の概要図 

 

事故後の 

推移 
圧力抑制系のバウンダリに加わる荷重 対応する荷重 圧力抑制系内の構造物に加わる荷重 対応する荷重 

①クリアリ

ング過程 

  

 

[1] 

クリアリング時水中構造物に加

わる衝撃荷重及びドラッグ荷重 

②気泡放出

過程 

 

(1) 

気泡形成に伴うプール底面，壁面

に加わる圧力による荷重 

[2] 

気泡形成に伴い水中構造物に加

わる衝撃荷重及びドラッグ荷重 

③蒸気放出

過程 

 

(2) 

蒸気凝縮が不安定となる場合，プ

ール底面，壁面に加わる圧力によ

る荷重 

 

[3] 

蒸気凝縮が不安定となる場合，水

中構造物に加わるドラッグ荷重 

 

[4] 

これらの現象を通じてクエンチ

ャ地震に加わる荷重 
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第 6 表 設計基準事故時に生じる動荷重と根拠 

荷重 根拠 第 4 表との対応 

a.ＬＯＣＡ発生時の

ドライウェル内の

圧力上昇 

指針上評価の省略可 (1) 

 

b.ベントクリア時の

水ジェットによる

荷重 

米国で実施された 4Ｔ試験(参考

資料 2 ④)結果における出口噴

流速度から算出 

(2)，(3) 

[2] 

c.気泡形成によるサ

プレッション・チェ

ンバ内の圧力上昇 

プールスウェル解析モデルに基

づく解析結果から算出 

(4) 

d.水面上昇による衝

撃力 

プールスウェル解析モデルに基

づく解析結果から算出 

[3] 

e.上昇水流による荷

重 

プールスウェル解析モデルに基

づく解析結果から算出 

[2]，[4]，[6] 

f.サプレッション・チ

ェンバ空間部圧力

荷重 

プールスウェル解析モデルに基

づく解析結果から算出 

(5)，(6) 

g.ブレーク・スルー 指針上評価の省略可 － 

h.フォールバック荷

重 

ＣＲＴ試験(参考資料 2 ⑤)結

果より，バウンダリに作用する

荷重としては無視可能。 

水中構造物に対する荷重は，プ

ールスウェル解析モデルに基づ

く解析結果をもとに落下速度を

求め，ドラッグ荷重を計算。 

(7)，(8) 

[2]，[7] 

i.蒸気凝縮振動荷重 
ＣＲＴ試験(参考資料 2 ⑤)デ

ータに基づき設定 

(9) 

[2] 

j.チャギング荷重 
ＣＲＴ試験(参考資料 2 ⑤)デ

ータに基づき設定 

(9) 

[2] 

k.ベント管に加わる

水平荷重 
NUREG-0808 の評価手法から算出

[1]，[5]，[8] 

l.ＥＣＣＳ作動時 考慮不要 － 

   

荷重 根拠 第 5 表との対応 

a.水ジェットによる

荷重 

b.に包絡(東海第二発電所の実

機試験等) 
[1]，[4] 

b.空気泡圧力の振動

による荷重 

東海第二発電所(参考資料 2

③)の実機試験 

(1) 

[2]，[4] 

c.蒸気凝縮振動荷重 
b.に包絡(東海第二発電所の実

機試験等) 

(2) 

[3]，[4] 
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① 主蒸気逃がし安全弁クエンチャ開発試験: 大規模試験（1/4 体積スケールテスト）

試験目的 

小規模試験からクエンチャ型が蒸気凝縮振動の安定化に最良との結果を得たので，実機

に適用するためのクエンチャノズルを開発すべく大規模実験が実施された。 

試験の項目及び成果 

本試験では，主に水温等をパラメータとして，  ℃前後から  ℃まで幅広い温度範囲

で試験が実施された。気泡脈動荷重及び蒸気凝縮振動荷重の試験結果から，主に以下の内容

が確認された。 

・クエンチャを採用すれば低プール水温（  ℃）から高プール水温（  ℃）まで安

定した蒸気凝縮性能が確保可能である。

・蒸気凝縮振動荷重に対する蒸気流束（  kg/s/m2）及びプール水温よる影響 

・ 

【参考文献】NUREG-0783 “Suppression Pool Temperature Limits for BWR Containment” 

 NEDO-21061 “MARKⅡ Containment Dynamic Forcing Functions lnformation Report” 

参考資料 2 
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② 主蒸気逃がし安全弁クエンチャ開発試験: 実規模試験

試験の目的 

本試験では，実規模のクエンチャを使用して荷重確認試験を行った。 

試験の項目及び成果 

試験に用いられたクエンチャのクエンチャアーム角度は，1 か所が °，他の 3か所が

°であり，クエンチャアーム取り付け角度の影響が確認された。また，試験は，実機の運

転条件を包絡するように幅広いレンジの蒸気源圧力（  Psi: MPa），

プール水温条件（  ﾟ F：  ℃）で実施された。 

この結果，以下の内容が確認された。 

・クエンチャアーム角度 ， の全ての方向でクエンチャは安定した凝縮性能を

発揮した。

・クエンチャアームの孔の放射角度が 程度以下であれば高温水がクエンチャ周囲

に留まることなく安定疑縮が得られることが示された。 

【参考文献】 NUREG-0783 “Suppression Pool Temperature Limits for BWR Containment” 

NUREG-0802 “Safety/Relief Valve Quencher Loads Evaluation for BWR Mark Ⅱ and  

Ⅲ Containments” 

NEDO-21061 “MARKⅡ Containment Dynamic Forcing Functions lnformation Report” 

NEDE-21078 “Test Results Employed by General Electric for BWR Containment and 

Vertical Vent Loads”
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③ 東海第二発電所 主蒸気逃がし安全弁実機試験 

試験の目的 

 本試験は，新設計格納容器の安全性・健全性・妥当性を確認するとともに，従来設計荷重

の妥当性の評価，構造材の応力算出モデルの妥当性を評価するために実施された。 

 

試験の項目及び成果 

 試験は，東海第二発電所における実機を用いて行われ，原子炉圧力 35 kg/cm2g（約 3.4 

MPa），55 kg/cm2g（約 5.4 MPa）及び通常運転圧力である 70 kg/cm2g（約 6.9MPa）における

試験が実施された。試験結果により，主蒸気逃がし安全弁作動時の荷重や格納容器に作用す

る応力，圧力の距離による減衰の挙動が確認され，以下の成果が得られた。 

・Mark-Ⅱ格納容器及びプール内構造物の健全性が実証された。 

・測定された気泡脈動荷重の最大/最小圧力はそれぞれ 

0.84kg/cm2 (約 82 kPa) / -0.39 kg/cm2(約-38 kPa)であった。 

・1弁(単弁)を作動させた試験のほか，主蒸気隔離弁を全閉させることによる多段・多

弁作動試験も実施されたが，すべての試験において蒸気凝縮は，安定したものだった。 

・主蒸気隔離弁を全閉させた試験において，逃し安全弁の最初の作動と後継作動とで気

泡圧力に有意差がないことが確認された。 

 
【参考文献】東海第二発電所主蒸気逃がし安全弁実機試験報告書（昭和 53年 3月）  
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④ 米国 4T/4TCO（Temporary Tall Tank Test Condensation Oscillation）試験

試験の目的 

Mark-ⅡプラントでのＬＯＣＡ時の蒸気凝縮振動現象を把握することを目的として実施

された。 

試験装置は，Mark-Ⅱ型格納容器のベント管 1本が実物大で模擬されており，また，これ

に対応するサプレッション・チェンバ及びドライウェル部分（実炉との体積比約 1/100）が

模擬されている。 

試験の項目及び成果 

試験は，ＬＯＣＡ時のブローダウン（液相破断，蒸気相破断それぞれ）が模擬され，模擬

する破断面積や，ベント管水深，プール水温などを変化させて実施された。この試験により

以下の成果が得られた。 

・Mark-Ⅱ格納容器の蒸気凝縮振動現象が明らかにされ，蒸気凝縮振動荷重に対する

様々なパラメータの影響が確認された。

・また，ベントクリア時の水の流速データが計測され，上限流速として 60 ft/s（約 18.3 

m/s）が設定された。 

・この試験結果には，米国における Mark-Ⅱ型格納容器のＬＯＣＡ時動荷重の評価に広

く用いられている。

【参考文献】NUREG-0487 “MARK Ⅱ CONTAINMENT LEAD PLANT PROGRAM LOAD EVALUATION AND ACCEPTANCE 

CRITERIA”
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⑤ 格納容器圧力系信頼性実証試験(CRT：Containment Reliability Test)

試験の目的 

 ＬＯＣＡ時のＢＷＲ格納容器圧力抑制系の主要な動荷重の評価に用いられる計算モデル

の検証と，圧力抑制系のＬＯＣＡ時における機能の信頼性を実証することを目的として実

施された。 

試験装置は，Mark-Ⅱ型格納容器の圧力抑制系の一部分が実物大で模擬されている。 

試験の項目及び成果 

 試験は，ＬＯＣＡを現実的に模擬し，プールスウェル荷重及び蒸気凝縮荷重の両者につい

てデータを得ることを目的とした試験等，全 28回実施された。これにより，以下の成果が

得られた。 

・従来の試験に基づいて開発された評価モデルないし評価値が試験結果に比べて保守

的であることを立証した。

・複数ベント管を有する系に特有な荷重低減効果を含む試験結果を得て，従来の単一ベ

ント管試験に基づくものよりも現実的な実炉荷重の評価を可能にした。

・蒸気凝縮に伴う荷重の測定を目的とした試験では，初期プール水温を  ℃，ベ

ント管最大蒸気流束を約  kg/s/m2として試験が実施され，大振幅のチャギング荷

重は特定の熱水力条件(蒸気流束 18～28 kg/s/m2, プール水温 40 ℃以下)で多発す

ることが確認された。 

[参考文献] 格納容器圧力抑制系信頼性実証試験評価委員会報告書（昭和 58年 11 月） 

論点No.15－72



東二の実機試験における逃がし安全弁作動時の多弁作動について 

 2.4 で示したように東海第二発電所での実機試験により，主蒸気隔離弁を全閉し逃がし安

全弁が 作動したとき（原子炉圧力約 7.44 MPa）と 1 弁作動したときでは，1弁作動した

ときの方が動荷重は大きくなることが確認されている。1弁作動時の動荷重が大きくなった

理由として，多弁作動時は排気管出口から放出される圧力波が相互干渉し，圧力振幅が相殺

されるためと考えられている。この妥当性を考察するため，東二の実機試験で多弁作動した

箇所とその位置関係から圧力振幅が相殺されることを検討する。 

 第 1 図に示すように逃がし安全弁は，作動圧ごとに第 1 段から第 5 段まで対称的な配置

となっており，どの作動圧で排出されても，圧力振幅は相殺されやすいと考えられる。逃が

し安全弁 作動時の試験結果も対称的な配置で排気管から排出されており，圧力振幅は

相殺されたと推測される。よって，1弁作動時が最も大きな動荷重を生じると評価すること

は妥当である。 

第 1 図 排気管の配置 

【参考文献】東海第二発電所主蒸気逃がし安全弁実機試験報告書（昭和 53年 3月）

参考資料 3 
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重大事故等時の動荷重の組み合わせについて 

設計基準対象施設としての原子炉格納容器に対する動荷重の組み合わせの考え方を以下

に示す。 

・原子炉格納容器の応力計算は，各運転状態に生じる荷重の組み合わせの中で最も厳しい

条件について行う。 

・圧力，温度及び原子炉冷却材喪失時の蒸気ブローダウンによる荷重において，荷重の生

じる時間が明らかに異なる場合は時間のずれを考慮する。具体的には以下の組み合わ

せとなる。 

原子炉冷却材喪失直後のジェット力，及び原子炉冷却材喪失時のサプレッション・

チェンバのプール水揺動による荷重は事象発生後一度のみ作用する荷重であるた

め，許容応力状態ⅣAとして評価する。この状態は，原子炉格納容器の内圧が上昇

する前の過渡的な状況であることから，最高使用圧力とは組み合わせない。 

ドライウェルからサプレッション・チェンバへの蒸気の流入が起こり，継続的に蒸

気の凝縮等による動的荷重（ＣＯ，ＣＨ）が作用する状態は，設計条件として評価

するものとし，原子炉冷却材喪失事故後の最大内圧との組合せを考慮する。なお，

ＣＯとＣＨはドライウェルからサプレッション・チェンバに流入する蒸気量の変

化に伴い段階的に生じる事象であるため，互いに組み合わせる必要はない。 

逃がし安全弁作動時の動荷重については，逃がし安全弁の作動が運転状態Ⅱに区

分される事象であることから，許容応力状態ⅡAとして評価するとともに，弾性設

計用地震動Ｓｄと基準地震動Ｓｓとの組み合わせも評価する。 

ＭＡＲＫ－Ⅱ型格納容器については，ＣＨと逃がし安全弁作動時の荷重は組み合

わせない。 

前述の考え方を踏まえ，重大事故等時に生じる動荷重（本文第 2-2 表）に係る荷重の組み

合わせを以下のように整理する（第 1 表）。 

＜逃がし安全弁作動時荷重＞ 

逃がし安全弁が作動する事象は，「高圧・低圧注水機能喪失（給水喪失）[TQUV]」のよ

うに原子炉圧力容器バウンダリの機能が維持されている状態であり，原子炉圧力容器破

損は想定されない。したがって，重大事故等時であっても，逃がし安全弁作動時荷重と同

時に原子炉格納容器の過度な圧力上昇は重畳するものではなく，原子炉格納容器の内圧

は最大でも ATWS 事象において想定される 200 kPa 程度である。 

＜ＬＯＣＡ，ＦＣＩ及びベント時に生じる動的荷重＞ 

本文 2 章および 5 章で述べたとおり，ＬＯＣＡ時に生じる動荷重について重大事故等

参考資料 4 
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時において特に考慮が必要となる荷重は，ＬＯＣＡ後長期にわたって発生しうる荷重で

あるチャギング荷重のみとなる。また，格納容器ベント実施時やＦＣＩ発生時にはベント

管を通過する水やガスの流量が一時的に増大するが，この時の水およびガスの流量（流束）

はＬＯＣＡ時に想定される最大流量（流束）に比べて小さいことから荷重としては包絡さ

れる。したがって，重大事故等時における原子炉格納容器内の圧力・温度条件との組み合

わせを考慮すべき荷重は設計基準事故時に想定するチャギング荷重に包絡される。また，

格納容器圧力が最大となるのは，格納容器雰囲気過圧・過温のシナリオにおいて 1.5Pd で

ベントする時点となる。 

ここで，前述のとおり，想定される圧力及び荷重条件を上回る条件として，1.5 Pd＋チ

ャギング事象を保守的に組み合わせて評価した結果を第 2 表に示す。なお，格納容器ベン

ト実施時やＦＣＩ発生時においては，40 ℃以上，かつ，蒸気流束も 18 kg／s／m2以下で

あり，設計条件としているチャギングによる荷重よりも小さくなるが，保守的な値を用い

る。この保守性については，5.4 で示したとおり，サプレッション・チェンバ内のプール

水の水温（40 ℃以下）が低く，さらにベント管内の蒸気流束（18～28 kg／s／m2）が比

較的大きい領域で振幅の大きな荷重が生じることが確認されており，このときの荷重を

設計条件としているためである。 

 

重大事故等時の荷重の組合せが設計基準対処施設としての荷重の組合せを網羅的に適

用できているかを確認するため，第 2 表で示す。確認した結果，設計基準事故時には設

計・建設規格に基づき，運転状態Ⅱである逃がし安全弁作動時の動荷重は地震との組合せ

が必要であるが，重大事故等時は逃がし安全弁作動が短期的な荷重であることから組み

合わせないため，相違が生じたものの，その他の荷重について，網羅的に組み合わせてお

り，重大事故時の組合せが妥当であることを確認した（第 2表）。 

 

第 3 表に示すとおり，重大事故等時に生じる動荷重の組み合わせは原子炉格納容器の

限界圧力(620 kPa)による構造評価に包絡される。このため，原子炉格納容器の重大事故

等時における閉じ込め機能の健全性は，限界圧力 2 Pd（620 kPa）によって確認ができる。

このときの各荷重による応力を第 4表に示す。 

また，動荷重の観点で，最大圧力 1.5 Pd（465kPa）＋チャギングの動荷重の裕度は，

，ＡＴＷＳ時の最大圧力＋ＳＲＶ作動時の動荷重の裕度は， である。このこと

から，重大事故等時において，チャギングによる荷重の影響は大きいものの，上記で記載

したとおり，重大事故等時においてはチャギングによる動荷重が大きくなる特定の領域

でないことから，原子炉格納容器が有する裕度は小さくならず，動荷重による原子炉格納

容器の強度評価への影響はない。 
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第 1 表 重大事故等時の荷重の組合せ 
荷重の組合せ 

許容 

応力 

状態 

死
荷
重 

 圧力 動荷重 

重要事故シーケンス等 荷重の組合せの考え方 備 考 
No. 

各運転状態に 

よる荷重 
地震

限
界
圧
力 

Ｓ
Ａ
時
最
大 

Ａ
Ｔ
Ｗ
Ｓ
時 

中
小
破
断 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時 

S
A(L

)

圧
力 

S
A(L

L)

圧
力 

Ｓ
Ｒ
Ｖ
作
動 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ 

Ｆ
Ｃ
Ｉ 

ベ
ン
ト 

SA1 
SA短期に 

おける荷重 
－ ⅤＡ ◯ ◯ － － － － － － － － － なし 限界温度，圧力（200℃，2Pd）を考慮する。 

強度計算書 

評価ケース 

SA2 
SA短期に 

おける荷重 
－ ⅤＡ ◯ － － ○ － － － ○ － － － 

原子炉停止機能喪失 

包絡される重要事故シーケンス等： 

高圧注水・低圧機能喪失（給水喪失）， 

高圧注水・減圧機能喪失（給水喪失）， 

全交流動力電源喪失， 

崩壊熱除去機能喪失（取水機能喪失）， 

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系機能喪失）， 

格納容器バイパス（残留熱除去系配管破断）， 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱， 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用， 

溶融炉心・コンクリート相互作用 

逃がし安全弁による急速減圧までの短期的な原子炉格納容

器圧力上昇と逃がし安全弁作動時の荷重が重畳するため，

組み合わせる。原子炉格納容器圧力は，逃がし安全弁作動

時に最大となるATWS時を用いる。 

≦SA1に包絡 

SA2’ 
SA短期に 

おける荷重 
－ ⅤＡ ◯ － － － ○ － － ○ ○ － － LOCA時注水機能喪失（中小破断） 

中小破断LOCAが発生し，チャギングが生じている状況で，

逃がし安全弁が作動する可能性があるため，組み合わせ

る。原子炉格納容器圧力は，逃がし安全弁作動時とする。

 

SA3 
SA短期に 

おける荷重 
－ ⅤＡ ◯ － ◯ － － － － － ○ － － 

格納容器過圧・過温破損 

包絡される重要事故シーケンス等： 

水素燃焼 

格納容器ベント時の原子炉格納容器圧力1.5 Pdと長期間継

続しうる動荷重であるチャギングとの重畳を考慮し，組み

合わせる。 

動荷重は 

ＣＨで代表 

≦SA1に包絡 

SA4 
SA短期に 

おける荷重 
－ ⅤＡ ○ － ◯ － － － － － － ○ － 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（FCI） 

包絡される重要事故シーケンス等： 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱， 

溶融炉心・コンクリート相互作用 

SA3で想定される動荷重（LOCA時）に包絡される。 ≦SA3に包絡 

SA5 
SA短期に 

おける荷重 
－ ⅤＡ ○ － ◯ － － － － － － － ○ 

格納容器過圧・過温破損 

包絡される重要事故シーケンス等： 

高圧・低圧注水機能喪失（給水喪失）， 

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系機能喪失）， 

LOCA時注水機能喪失（中小破断）， 

水素燃焼 

SA3で想定される動荷重（LOCA時）に包絡される。 ≦SA3に包絡 

SA6 
SA長期(L)に 

おける荷重 
Ｓｄ ⅤＡＳ ○ － ○ － － － － － － － － なし 

重大事故等時の地震を考慮するため，事故後1×10-2年

（3.65日）の荷重と弾性設計用地震動Sdを組み合わせる。

原子炉格納容器圧力は，SA(L)で想定される圧力を包絡す

る最大内圧を用いる。SA(L)の状況では原子炉圧力容器は

既に減圧されており，逃がし安全弁作動時の荷重は重畳し

ない。 

耐震計算書 

評価ケース 

SA7 
SA長期(L)に 

おける荷重 
Ｓｄ ⅤＡＳ ○ － － － － ○ － － ○ － － 

格納容器過圧・過温破損 

包絡される重要事故シーケンス等： 

高圧・低圧注水機能喪失（給水喪失）， 

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系機能喪失）， 

LOCA時注水機能喪失（中小破断）， 

水素燃焼 

事故後1×10-2年（3.65日）の荷重と弾性設計用地震動Sdと

の組合せ。SA(L)で想定される原子炉格納容器圧力と長期

間継続しうる動荷重であるチャギングとの重畳を考慮し，

組み合わせる。 

動荷重は 

ＣＨで代表 

≦SA6に包絡 

SA8 
SA長期(LL)に 

おける荷重 
ＳＳ ⅤＡＳ ◯ － － － － － － － － － － なし 

重大事故等時の地震を考慮するため，事故後2×10-1年（73

日）の荷重と基準地震動Ssを組み合わせる。この時点では

原子炉格納容器は代替循環冷却系等により冷却が開始され

ており，動的荷重が作用しないため，SA(LL)で想定される

圧力のみを地震と組み合わせる。 

耐震計算書 

評価ケース 
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第 2 表 重大事故等時の荷重の組合せの網羅性 

荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

死

荷

重

圧力 動荷重 

備 考 
No. 各運転状態による荷重 地震 最

高 

使
用
圧
力 

通
常 

運
転
圧
力 

事
故
時 

最
大
圧
力 

Ｓ
Ｒ
Ｖ 

作
動
時 

Ｐ
Ｓ 

Ｃ
Ｏ 

Ｃ
Ｈ 

1 設計条件による荷重 － 設計条件 ◯ ◯ － － － － － － SA1の荷重の組合せと同様 

2 運転状態Ⅰによる荷重 － ⅠA ◯ － ◯ － － － － － 通常運転時のため，SA時は組み合わせない 

3 運転状態Ⅱによる荷重 － ⅡA ◯ － ◯ － ◯ － － － SA2の荷重の組合せと同様 

4 運転状態Ⅳによる荷重 － ⅣA ◯ － － － － ◯ － － 

SA3の荷重の組合せと同様 5 運転状態Ⅳによる荷重 － 設計条件 ◯ － － ◯ － － ◯ － 

6 運転状態Ⅳによる荷重 － 設計条件 ◯ － － ◯ － － － ◯ 

7 運転状態Ⅰによる荷重 Ｓｄ ⅢAＳ ◯ － ◯ － － － － － SA6の荷重の組合せと同様 

8 運転状態Ⅰによる荷重 ＳＳ ⅣAＳ ◯ － ◯ － － － － － SA8の荷重の組合せと同様 

9 運転状態Ⅱによる荷重 Ｓｄ ⅢAＳ ◯ － ◯ － ◯ － － － SRV作動は短期であるため，SA時は組み合わ

せない 10 運転状態Ⅱによる荷重 ＳＳ ⅣAＳ ◯ － ◯ － ◯ － － － 

11 運転状態Ⅳによる荷重 Ｓｄ ⅣAＳ ◯ － － ◯ － － － － SA6の荷重の組合せと同様 

SA1 SA短期における荷重 － ⅤＡ ◯ ◯ － － － － － － 評価圧力：限界圧力2 Pd（620 kPa） 

SA2 SA短期における荷重 － ⅤＡ ◯ － － ◯ ◯ － － － 評価圧力：ATWS時（200 kPa※1） 

SA2’ SA短期における荷重 － ⅤＡ ◯ － － ◯ ◯ － － ◯ 評価圧力：中小破断LOCA時（25 kPa※1） 

SA3 SA短期における荷重 － ⅤＡ ◯ － － ◯ － － － ◯ 評価圧力：SA時の最高圧力（465 kPa※1） 

SA4 SA短期における荷重 － ⅤＡ ◯ － － ◯ － － － ◯ 
SA3と同等以下 

SA5 SA短期における荷重 － ⅤＡ ◯ － － ◯ － － － ◯ 

SA6 SA長期(L)における荷重 Ｓｄ ⅤＡＳ ◯ － － ◯ － － － － 評価圧力：SA時の最高圧力（465 kPa※1） 

SA7 SA長期(L)における荷重 Ｓｄ ⅤＡＳ ◯ － － ◯ － － － ◯ 評価圧力：SA(L)時の圧力310 kPa※1 

SA8 SA長期(LL)における荷重 ＳＳ ⅤＡＳ ◯ － － ◯ － － － － 評価圧力：SA(LL)時の圧力200 kPa※1 

 ※1：有効性評価結果 

 

  上記の表は，重大事故等時の荷重の組合せとして考慮すべき，設計基準事故時の圧力，動荷重及び地震に関連する組み合わせについて，

整理している。このため，運転時に想定されない燃料交換/耐圧試験は，組み合わせを記載していない。
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第 3 表 原子炉格納容器 サプレッション・チェンバの強度評価結果 

評価部位 No. 荷重の組合せ※1 
発生応力

（MPa） 

許容応力

（MPa） 
裕度 

円筒胴部 

SA1 死荷重＋限界圧力（620 kPa） 281※2 

SA2 
死荷重＋ATWS 時（200 kPa） 

＋SRV 作動時 
281※2 

SA2’

死荷重 

＋中小破断 LOCA 時（25 kPa） 

＋SRV 作動時＋チャギング 

281※2 

SA3 
死荷重＋最大圧力（465 kPa） 

＋チャギング 
281※2 

SA4 
死荷重＋最大圧力（465 kPa） 

＋チャギング（SA3 と同等以下） 
281※2

SA5 
死荷重＋最大圧力（465 kPa） 

＋チャギング（SA3 と同等以下） 
281※2

SA6 
死荷重＋最大圧力（465 kPa） 

＋Ｓｄ 
253※3 

SA7 
死荷重＋SA(L)圧力（310 kPa） 

＋チャギング＋Ｓｄ 
253※3 

SA8 
死荷重＋SA(LL)圧力（200 kPa） 

＋ＳＳ 
254※3 

※1：水頭圧は重大事故後に起こりうる最大水位を包絡するものとしてサプレッション・チ

ェンバのベントライン下端位置を水面位置として算出した値を用いる。また，動荷重は

このときの水位を考慮したものとする。 

※2：許容応力状態ⅤA としてのⅣA 許容限界を用いる。（限界温度（200 ℃）における許容

値） 

※3：許容応力状態ⅤAＳとしてのⅣAＳ許容限界を用いる。（SA(L)（171℃），SA(LL)（150℃）

における評価温度） 
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第 4表 重大事故等時の各荷重による応力 

σt：円周方向応力，σ ：軸方向応力，τ：せん断応力（t－ 方向） 

※1 重大事故時のプール水の水位を考慮。

※2 動荷重及び地震荷重は振動荷重のため±両方存在するが，本表では 1方向のみ表記

荷重の種類 

各荷重による応力※2 

SA1 SA2 SA2' SA3 SA4 SA5 SA6 SA7 SA8 Pm 
Pl＋Pb 

内面 外面 

σt σ  τ σt σ  τ σt σ  τ 

死荷重 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

水頭圧※1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

限界圧力(620kPa) ○ 

SA 時最大(465kPa) ○ ○ ○ ○ 

SA(L)時(310kPa)  ○ 

SA(LL)時(200kPa)  ○ 

ATWS 時(200kPa) ○ 

中小 LOCA 時(25kPa) ○ 

SRV 作動時※1 ○ ○ 

CH 時※1 ○ ○ (○) (○) ○ 

Sd 地震時(鉛直) 

○ ○ Sd 地震時(水平) 

Sd 地震時(水頭分) 

Ss 地震時(鉛直) 

 ○ Ss 地震時(水平) 

Ss 地震時(水頭分) 
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設計基準対処施設としての動荷重に対する健全性 

 

東海第二発電所の原子炉格納容器は，建設時において動荷重による影響の知見がなく，

その後の知見によって設計上の考慮が必要となった。これを踏まえ，東海第二発電所では，

既工認及び定期的安全レビューで原子炉格納容器の健全性を確認している。 

第 1 表に示す対象部位（第 1 図）に対して，強度評価を実施している。なお，各部位の

評価結果については，裕度が最も小さいものを記載する。 

 

既工認及び定期的安全レビューの結果で示すように設計基準対処施設としての動荷重

は原子炉格納容器本体に生じる荷重が最も裕度が小さい結果となった。 

最も裕度が小さくなる理由としては， 

・原子炉格納容器本体は，内部構造物と異なり内圧による荷重を受けること（第 2表

の事故時圧力）及び動荷重の受圧面積が大きく動荷重が大きいこと（第 2表の逃が

し安全弁作動時等） 

・これらの荷重は第 3 表で示すように組合せが必要であり，第 4 表で示すように地

震による荷重よりも動荷重を組み合わせた荷重の方が大きいこと 

・動荷重に対する許容値は，地震時と比較し，小さいこと 

 が挙げられる。 

このことから，原子炉格納容器の健全性は原子炉格納容器本体を代表とすることで確

認できる。なお，ＭＡＲＫ－Ⅱ改良型と構造比較した部位については，動荷重を考慮した

プラント設計されたものと同等以上の強度を有することを確認していることから，十分

な裕度を有するものとした。 

第 1 表で示すように残留熱除去系ストレーナは，動荷重を含まない評価結果を記載し

ている。その理由は，応力評価点を第 6図，各荷重による応力を第 16 表に示すように評

価点ごとに生じる動荷重は異なるものの，差圧による荷重が最も大きい。このため，動荷

重を組み合わせた結果では裕度が大きくなるため，動荷重でない評価結果を第 1 表に記

載している。 
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第 1 表 設計基準対処施設としての原子炉格納容器の健全性確認結果 

評価対象 評価結果 

① 

原子炉格納容器本体 

（第 2表～第 4表） 

（事故時圧力＋チャギング荷重時） 

一次応力※1：  MPa／許容値：131 MPa 

裕度：

② 

ベント管 

（第 5表，第 6表） 

（ＳＲＶ作動時） 

一次応力※2：  kg/mm2／許容値：14.6 kg/mm2

裕度：

③ 

ベント管ブレーシング 

（第 7表，第 8表） 

（フォールバック荷重） 

曲げ荷重※2：  kg/mm2／許容値：24.6 kg/mm2

裕度：

④ 

底部ライナー 

ベースマットの評価から算出されることから，ベースマット

の評価に代表される 

⑤ 

クエンチャーサポート

（第 9表）

（ＳＲＶ作動時＋Ｓ１） 

圧縮応力※2：  kg/mm2／許容値：21.5 kg/mm2 

裕度：

⑥ 

真空破壊弁 

（第 10 表） 

（プールスウェル（ＬＯＣＡ時）） 

組合せ応力※2：  kg/ mm2／許容値：50.0 kg/mm2 

裕度：

⑦ 

ダイヤフラム・フロア 

（第 11 表） 

（ＳＲＶ作動時＋Ｓ１） 

ＳＲＶ作動時（  ton）＋Ｓ１（  ton）※2：  ton 

Ｓ２：  ton 

裕度： （Ｓ２に対する裕度） 

⑦ 

ダイヤフラム・フロア大梁 

（第 12 表） 

（MARK-Ⅱ改良型プラントとの単位差圧が作用した場合の裕

度の比較） 

東二※2：  MARK-Ⅱ改良型プラント：

比率：

⑧ 

コラムサポート

（第 13 表）

（水ジェット荷重＋フォールバック荷重） 

発生応力※2：  ton/cm2／許容値：  ton/cm2 

裕度：

⑨ 

原子炉本体基礎 

（第 14 表） 

（MARK-Ⅱ改良型プラントとの構造比較） 

配筋量： 

 東二※2：  cm2 MARK-Ⅱ改良型プラント：  cm2 

比率：

⑩ 

コンクリートマット

（第 15 表）

（MARK-Ⅱ改良型プラントとの構造比較） 

鉄筋比（最小値を示す）： 

 東二※2： MARK-Ⅱ改良型プラント：

比率：

⑪ 

残留熱除去系ストレーナ※3

（第 16 表～第 18 表） 

（異物荷重＋差圧＋地震荷重（ストレーナ，異物） 

一次応力※1：  MPa／許容値：  MPa 

裕度：

※1：既工認評価値（工事計画認可申請書参考資料（平成 20・02・29 原第 41 号 平成 20年

4 月 7日付け）） 

※2：定期的安全レビュー結果

※3：低圧炉心スプレイ系及び高圧炉心スプレイ系ストレーナを包絡。なお，原子炉隔離時

冷却系ストレーナはストレーナを大型化していないため，差圧による荷重が小さいこ

とから，包絡される。 
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第 1 図 動荷重の評価対象 

 

  

⑧コラムサポート 

⑥真空破壊弁 

②ベント管 

⑨原子炉本体基礎 

①原子炉格納容器本体 

⑦ダイヤフラム・フロア（Ｄ／Ｆ） 

④底部ライナー 

⑤クエンチャサポート 

⑩コンクリートマット 

③ベント管ブレーシング 

⑪残留熱除去系ストレーナ 

⑦Ｄ／Ｆ大梁 
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第 2 表 原子炉格納容器本体の各荷重による応力 
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第 3 表 原子炉格納容器本体の荷重の組合せ 
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第 4 表 原子炉格納容器本体の応力評価結果 

 

 

           

第 2 図 原子炉格納容器本体の応力評価点  
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第 5 表 ベント管の各荷重による応力 

 

 

第 6 表 ベント管の応力評価結果 

 

 

 

 

第 2 図 ベント管の応力評価点  
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第 7 表 ベント管ブレーシングの各荷重による応力 

 

 

第 8 表 ベント管の応力評価結果 

 

注記＊：荷重番号(4)，(5)のうち，応力の大きいフォールバック荷重による応力により評

価する。 
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第 9 表 クエンチャサポート部の応力評価結果 

 
注記＊：曲げモーメントによる応力を含む 
 

 

第 3 図 クエンチャサポートの応力評価点  
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第 10表 真空破壊装置の応力評価結果 

 

 

 

 

第 4 図 真空破壊装置の応力評価点  
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第 11表 ダイヤフラム・フロアの応力評価結果 

(a)逃がし安全弁作動時の荷重

荷重の種類 発生応力[ton] 備考 

逃がし安全弁作動時 

Ｓ１地震力 定期的安全レビュー時 

Ｓ２地震力 建設時 

(b)原子炉冷却材喪失事故時プール水揺動に対する荷重

部位 荷重[ton/m2] 備考 

断熱コンクリート 下向き荷重 

構造体コンクリート 下向き荷重 

鉄骨グレーチング等 下向き荷重 

鉄骨梁 下向き荷重 

原子炉冷却材喪失時の荷重 上向き荷重 

合計 

スタッドにかかる引抜き力 引抜き耐力：  ton 

(c)原子炉冷却材喪失時蒸気ブローダウンによる荷重

荷重の種類 発生応力[ton] 備考 

水平荷重 

Ｓ１地震力 定期的安全レビュー時 
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第 12表 ダイヤフラム・フロア大梁の許容応力比 

プラント 
単位差圧 1.0 ton/m2に 

対する許容応力比 

設計差圧（  ton/m2）に 

対する裕度 

東海第二発電所 

ＭＡＲＫ－Ⅱ改良型

プラント 
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第 13表 コラムサポートの応力評価結果

(a)逃がし安全弁作動時の荷重

評価部位 発生応力[ton/cm2] 許容応力[ton/cm2] 

コラムサポート

コラムサポート

ブレーシング

(b)原子炉冷却材喪失事故時プール水揺動に対する荷重（上向き荷重）

評価部位 発生応力[ton] 許容応力[ton] 

基礎ボルト 

基礎スラブ 

(c) 原子炉冷却材喪失事故時プール水揺動に対する荷重（下向き荷重）

評価部位 発生応力[ton/cm2] 許容応力[ton/cm2] 

コラムサポート

コラムサポート

ブレーシング

第 5 図 コラムサポートの概要図 

コラムサポート

コラムサポート

ブレーシング
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第 14表 原子炉本体基礎の配筋量 

第 15表 コンクリートマットの鉄筋比 
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第 6 図 残留熱除去系ストレーナの構造図及び応力評価点 
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第 16表 残留熱除去系ストレーナの各荷重による応力（1/3） 
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第 16表 残留熱除去系ストレーナの各荷重による応力（2/3） 
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第 16表 残留熱除去系ストレーナの各荷重による応力（3/3） 

第 17 表 残留熱除去系ストレーナの荷重の組合せ 
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第 18表 残留熱除去系ストレーナの応力評価結果（1/3） 
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第 18表 残留熱除去系ストレーナの応力評価結果（2/3） 
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第 18表 残留熱除去系ストレーナの応力評価結果（3/3） 
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減圧沸騰に関する既往の試験 

 

既往の研究でタンクの初期圧力 0.33 MPa 時にガスの流入がない状態で，減圧による沸

騰が発生させる試験が実施されている。当該試験では水面から約 1 m 程度で気泡が発生

するものの，水面の揺動としては，比較的小さいものと考えられる。（第 1図）。 

 

 

第 1 図 減圧沸騰時の水面の揺動 

 

 

[参考文献] 秋葉 美幸 “プールスクラビングによるエアロゾル除去効果実験”，NRA ， 平

成 29年 11 月 
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東海第二発電所 ブローアウトパネル閉止装置機能確認試験要領について 

 

1 目的 

ブローアウトパネル閉止装置（以下，「閉止装置」という。）に要求される機能を確認するため，実機

規模の試験体を用いた加振試験を行い，重大事故等時における閉止装置の機能維持確認を実施する。ま

た，機能確認試験時に発生した閉止装置の不具合に対する対策の効果を確認するため，対策を施した試

験体を用いた加振試験を行い，対策の妥当性を確認する。 

 

2 試験期間及び場所 

実施時期：平成 30年 6月 18 日（月）～ 22 日（金） 

     平成 30年 7月 24 日（火）～ 31 日（月） 

場  所：国立研究開発法人 防災科学研究所 兵庫耐震工学研究センター 

兵庫県三木市志染町三津田西亀屋 1501-21 

 

3 試験項目 

3.1 閉止装置に要求される機能について 

閉止装置は，原子炉建屋外側ブローアウトパネル（以下，「ＢＯＰ」という。）が開放状態で炉心損

傷が発生した場合に，運転員等の中央制御室での居住性確保のため，ＢＯＰの開放部を速やかに閉止

し，原子炉建屋の気密性を維持することが求められる。具体的には下記の機能が求められる。 

・ 地震後においても，容易かつ確実に閉止でき，また現場において人力による操作できる作動性を

確保し，原子炉建屋原子炉棟を負圧に維持できる気密性を確保していること。 

・ 開放したＢＯＰを復旧するまでの期間において閉止装置を使用するため，重大事故後，一定期間

内に想定される地震が発生した場合においても，原子炉建屋原子炉棟を負圧に維持できる気密性

を確保していること。 

 

3.2 加振条件 

(1) 基準適合性を確認するための加振（基準地震動ＳＳ加振波による加振） 

閉止装置の設置位置（最も高所の設置位置）における基準地震動ＳＳ
※１に対する設計用震度を上

回るように設定された加振波を用いて加振を行う。 

※１ 閉止状態の閉止装置は，ＢＯＰと同等の弾性設計用地震動Ｓｄによる荷重が作用した場合

の気密性確保が求められるが，耐震裕度を確認するため，基準地震動ＳＳ加振波を用いて

加振を行う。 

 

(2) 閉止装置の耐震裕度を確認するための加振（基準地震動ＳＳ加振波を超える加振波による加振） 

閉止装置の耐震裕度を確認するため，振動台の性能限界（基準地震動ＳＳの 1.1 倍相当※２）での

加振波を用いて加振を行う。 

※２ 振動台を動かす油量等の制限により数値が上下する可能性がある。 

   

  (3) 閉止装置の不具合対策の効果を確認するための追加加振 

閉止装置の不具合対策（チェーン等の補強，閂の設置）の効果を確認するため，3.1 (1)と同じ

基準地震動ＳＳ加振波による加振を行う。  
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3.3 試験項目 

基準地震動ＳＳ加振波及び振動台性能限界加振波による加振を行い，閉止装置に要求される機能が

確保されことを確認する。 

・ 加振後の作動確認  ：閉止装置が開放状態において，加振後の扉本体の作動性が確保している

ことを確認する。また，扉本体の作動確認に合わせて，閂の作動性が確

保していることを確認する。 

・ 加振後の気密性能試験：閉止装置が開放状態において，加振後の気密性を確保していることを確

認する。気密性能試験の準備段階で，扉本体を閉動作させる際に，閂が

作動することを確認する。 

・ 加振後の気密性能試験：閉止措置が閉止状態において，加振後の気密性を確保していることを確

認する。 

・ 加振後の作動確認  ：閉止装置が閉止状態において，加振後の扉本体の作動性が確保している

ことを確認する。扉本体の作動確認に合わせて，閂の作動性が確保して

いることを確認する。 

 

【扉開放状態】 

  

  

 

 

【扉閉止状態】 

  

 

第 1 図 試験治具概念図 
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4 加振試験について 

4.1 加振装置（三次元振動台）の概要 

振動台の上に試験体を設置し，水平方向と鉛直方向を同時に加振する。第 1 表に振動台の仕様，第

2 図に三次元振動台の概要図及び第 3 図に試験体の鳥瞰図を示す。 

第 1 表 三次元振動台の仕様 

加振自由度 3軸6自由度 

振動台寸法 20ｍ×15ｍ 

最大積載重量 1200ｔｆ 

加振方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

最大加速度 900cm／s2 900cm／s2 1500cm／s2 

最大速度 200cm／s 200cm／s 70cm／s 

最大変位 ±100mm ±100mm ±100mm 

第 2 図 三次元振動台の概要図 

第 3 図 試験体の鳥観図   閂イメージ図 
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4.2 加振波 

(1) 基準地震動ＳＳ加振波

加振試験用の模擬地震波は以下のとおりとする。第 4 図，第 5 図に，複数の基準地震動ＳＳの床

応答スペクトルを包絡する模擬地震波の時刻歴波形，床応答スペクトルを示す。 

・閉止装置の設置高さより上方の原子炉建屋 EL.63.65m

・基準地震動ＳＳ 8 波及び建屋影響評価で考慮するばらつきケースを包絡

・加振目標の包絡スペクトルは減衰定数 1.0%で設定

(1) 水平（ＮＳ）方向

(2) 水平（ＥＷ）方向

(3) 鉛直方向

第 4 図 模擬地震波の時刻歴波形 
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(1) 水平（ＮＳ）方向

(2) 水平（ＥＷ）方向

(3) 鉛直方向

第 5 図 模擬地震波の床応答スペクトル（減衰定数 1％） 

※ 振動台の性能を考慮し，閉止装置の固有周期近傍の加速度に影響を及ぼさない長周期側

の加速度を低減処理した入力地震動にて試験を実施する。

※ 

※ 

※ 
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(2) 振動台性能限界加振波 

振動台性能限界加振波は，4.2 (1) の基準地震動ＳＳ加振波の振幅を，振動台の性能限界

付近（基準地震動ＳＳの 1.1 倍相当）の加速度振幅になるよう等倍した加振波とする。 

 

4.3 加振試験項目及び内容 

加振試験ケースの項目，概要は以下の通りである。各試験ケースの扉の試験体条件（閉止装

置の開閉状態），加振波等を第 2表に示す。 

(1) 振動台補償加振 

目標とする入力波を精度よく振動台で再現するための振動台補償加振を行う。本試験は，

試験体を振動台に搭載しない条件で行う。 

 

(2) センサ確認試験 

センサの取付方向，感度確認を行うために，各方向単独で正弦波加振を行う。 

 

(3) 振動特性把握試験 

試験体の振動特性を把握するため，0.1Hz～30Hz 程度の振動数成分を有する広帯域ランダ

ム波による加振試験を行う。加振方向は各方向単独とし，扉の開状態及び閉状態の振動特性

を確認する。なお，試験体の固有振動数が高い場合は，入力波の主要な振動数成分の範囲に

固有振動数がないことを確認する。 

 

(4) 地震波加振試験 

加振レベルは 4段階に分けて振動台の加振性能限界まで漸増させていく。加振方向は 3 方

向同時とし，閉止装置の開状態，閉状態のそれぞれで実施する。 

なお，基準地震動ＳＳを超える加振試験として，振動台の性能限界である基準地震動ＳＳの

1.1 倍相当をレベル４として実施し，閉止装置の耐震裕度を確認する。 
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第 2 表 試験ケース一覧 

No 試験項目 試験体条件 加振方向 加振波 加振レベル 備考 

－ 振動台補償加振 － X＋Y＋Z － － － 

1 

センサ確認試験 扉閉 

X 

正弦波 0.5m／s２程度 
1～2Hz で実

施 
2 Y 

3 Z 

4 

振動特性把握試験

扉閉 

X 

ランダム波※１ 2.0m／s２程度 － 5 Y 

6 Z 

7 

扉開 

X 

ランダム波※１ 2.0m／s２程度 － 8 Y 

9 Z 

10 

地震波加振 

扉開 X＋Y＋Z 包絡波※２ 

0.3×ＳＳ レベル１ 

11 0.6×ＳＳ レベル２ 

12 1.0×ＳＳ レベル３ 

13 1.1×ＳＳ 

振動台性能限界 
レベル４※３

14 

15 

扉閉 X＋Y＋Z 包絡波※２ 

0.3×ＳＳ レベル１ 

16 0.6×ＳＳ レベル２ 

17 1.0×ＳＳ レベル３ 

18 1.1×ＳＳ 

振動台性能限界 
レベル４※３

19 

※1 0.1Hz～30Hz 程度の振動数成分を有する広帯域ランダム波で加振を行う。 

※2 方向毎に複数の基準地震動ＳＳの床応答スペクトルを包絡する模擬地震波を作成して加振する。 

※3 基準地震動ＳＳに対する裕度を確認するために実施。 
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4.4 計測要領 

(1) 計測項目 

計測項目は，対策前の試験と同様とする。ただし，対策前の試験結果を参考に加速度，ひ

ずみ計測点を追加する。 

試験体の代表的挙動を評価するための項目を計測する。計測項目を第 3 表に示す。 

 

第 3 表 計測項目 

項目 計測点 

加速度 

・振動台 

・支持架台 

・扉 

・駆動装置 

ひずみ 

・プッシュローラ（開閉時に扉を押える部位） 

・レール※ 

・チェーン※ 

・閂周辺（閂の荷重を伝達する部位）※ 

     ※：対策後の加振試験に追加する計測点 

 

(2) 計測位置 

計測点は，試験体の代表的な挙動を評価する位置に設置する。第 4 表に計測項目の一覧表

を示す。 

① 加速度 

第 6 図に加速度計の設置位置を示す。 

②ひずみ 

第 7 図にひずみゲージの設置位置を示す。扉の開時，閉時において扉を抑える荷重が

発生するプッシュローラのひずみを計測する。対策後の加振試験には，レール，チェー

ン，閂周辺（閂の荷重を伝達する部位）を追加して計測する。ただし今後の詳細検討，

試験時の状況判断により，計測位置の見直し，追加の可能性がある。 

③その他 

加速度，ひずみ以外に，加振試験時や扉の開閉動作の記録のため，動画撮影を実施す

る。なお，必要に応じ試験場に備え付けられているカメラも活用する。 

・試験体全景：振動台外から，試験体全景を撮影 

・扉近傍 ：振動台または支持架台上から，レール，プッシュローラ付近を撮影 

 

(3) 測定計器 

試験に使用する測定計器を第 5表に示す。 
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第 4 表（１／２） 計測項目の一覧表 

No 項目 記号 測定点 方向 備考 

1 

加速度 

A1 

振動台 

X 

・振動台上加速度を計測 

・計画条件の範囲内で加振試験が実施された

ことの確認が目的 

2 Y 

3 Z 

4 

A2 

X 

5 Y 

6 Z 

7 

A3 扉上部(閉時) 

X 

・閉時，開時の扉上部の支持架台に設置 

・閉時，開時の閉止装置の機能維持確認加速

度の計測が目的 

・支持架台の振動特性確認も兼ねる 

8 Y 

9 Z 

10 

A4 扉上部(開時) 

X 

11 Y 

12 Z 

13 

A5 駆動装置本体 

X 

・駆動装置単体の機能維持確認加速度の計測

が目的 

・駆動装置の振動特性確認も兼ねる 

14 Y 

15 Z 

16 

A6 駆動装置の取付位置 

X 

17 Y 

18 Z 

19 

A7 扉の中央部 

X 

・扉の振動特性確認が目的 

・振動特性把握試験時に設置※１ 

20 Y 

21 Z 

22 A8 扉の右・中央 X 

23 A9 扉の左・中央 X 

24 
A10 扉の中央部 

X ・扉の振動特性，地震応答の確認が目的 

・地震波加振，扉閉，レベル３または４（第

１表の No.16 または 17）のケースで扉に設

置※１ 

25 Y※２ 

26 
A12 扉の中央部 

X 

27 Y※２ 

※1 扉の開閉による作動性能の確認の際にケーブルが試験体や他センサと干渉する恐れがあるため，
代表試験ケースのみでの計測とする。対策前の試験では，計測点 A11 を設定していたが，計測
点 A7で代表できるため対策後の試験では計測点 A11 は設定しない。 

※2 対策後の加振試験に追加する。 
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第 4 表（２／２） 計測項目の一覧表 

No 項目 記号 測定点 方向 備考 

28 

ひずみ 

S1 プッシュローラ 

（扉閉時）※１ 

－ 

・扉の開放状態及び閉止状態での加振試験時

に代表位置として，ひずみの計測が目的 

29 S2 

30 S3 プッシュローラ 

（扉開時）※１ 31 S4 

32 S5※２ 

レール 

・S5，S6 は，扉閉時のローラ付近の上
部レールの加振試験時のひずみを計
測 

・S7は，扉開時のローラ付近の加振試
験時のひずみを計測 

・S8は，下部レール付近の加振試験時
のひずみを計測 

33 S6※２ 

34 S7※２ 

35 S8※２ 

36 S9※２ 
チェーン 

・チェーンの固定端付近の加振試験時
のひずみを計測 

37 S10※２ 

38 S11※２ 
閂周辺 

（扉閉時） 
閂の荷重が伝達する部位の加振試験時
のひずみを計測する。 

39 S12※２ 

40 S13※２ 
閂周辺 

（扉開時） 
41 S14※２ 

※1 扉の全閉時，全開時に扉に作用する荷重を代表する位置として計測 
※2 対策後の加振試験で追加 
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第 6 図（1／2） 加速度計の設置位置（振動台，支持架台） 

論点No.17－13



12 

第 6 図（2／2） 加速度計の設置位置（扉，駆動装置） 
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第 7 図（1／3） ひずみゲージの設置位置（プッシュローラ） 
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第 7 図（2／3） ひずみゲージの設置位置（レール） 
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第 7 図（3／3） ひずみゲージの設置位置（チェーン、閂） 
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5 試験要領 

5.1 試験手順 

目標とする入力波を精度よく振動台で再現するための振動台補償加振の後，試験体を振動台

に搭載し，下記の手順で加振及び加振後の作動試験，気密性能試験を実施する。 

なお，試験場との調整，現場の進捗状況等により，試験手順が変更となる場合もある。 

(1) 加振試験の準備として，センサ（加速度計及びひずみゲージ）が所定の位置に設置されて

いることを確認する。また，測定計器の仕様が適切であることを確認する。

(2) センサ確認試験を以下の手順で実施する。

① 閉止装置の扉が閉止状態であることを確認する。

② 加振レベル 0.5m／s２程度，振動数 1～2Hz にて，各方向単独で正弦波加振を行う。

③ センサの取付方向，感度を確認する。

(3) 振動特性把握試験を以下の手順で実施する。

① 閉止装置の扉が閉止状態であることを確認する。

② 加振レベル 2.0m／s２程度にて，各方向単独で，0.1Hz～30Hz 程度の振動数成分を有する

広帯域ランダム波の加振を行う。

③ 試験体の固有振動数を測定し，入力波の主要な振動数成分の範囲に固有振動数の有無を

確認する。

④ 閉止装置の扉を開放状態とし，(3) ②，③ を実施する。

【閉止装置の扉開放状態における加振試験】 

(4) 地震波（0.3×ＳＳ）加振試験を以下の手順で実施する。

① 閉止装置の扉を開放状態であることを確認する。

② センサ取付状況及び試験体の外観目視を行い，異常のないことを確認する。

③ 3方向同時加振の包絡波によるレベル１（0.3×ＳＳ）で加振する。

④ 加振後，採取データを確認する。

(5) 地震波（0.6×ＳＳ）加振試験を実施する。

① 閉止装置の扉が開放状態であることを確認する。

② センサ取付状況及び試験体の外観目視を行い，異常のないことを確認する。

③ 3方向同時加振の包絡波によるレベル２（0.6×ＳＳ）で加振する。

④ 加振後，採取データを確認する。

⑤ 気密性能試験を「5.2 (1) 気密性能試験」のとおり実施する。

⑥ 作動試験を「5.3 (1) 作動試験」のとおり実施する。

(6) 地震波（1.0×ＳＳ）加振試験を実施する。

(5) ① ～ ⑥と同じ。ただし，下記に読み替える。

・レベル２（0.6×ＳＳ）をレベル３（1.0×ＳＳ）
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・基準地震動ＳＳの 0.6 倍を 1.0 倍 

(7) 地震波（1.1×ＳＳ）加振試験を実施する。 

(5) ① ～ ⑥と同じ。ただし，下記に読み替える。 

・レベル２（0.6×ＳＳ）をレベル４（1.1×ＳＳ） 

・基準地震動ＳＳの 0.6 倍を 1.1 倍 

 

【閉止装置の扉閉止状態における加振試験】 

 閉止装置の扉を閉止状態とし，5.1(4)～(7)を実施する。ただし，下記に読み替える。 

・扉の開放状態を閉止状態 

 

【追加加振試験（閉止装置の扉開放状態）】 

① 閉止装置の扉が開放状態，閂（開側，閉側）が挿入状態であることを確認する。 

② センサ取付状況及び試験体の外観目視を行い，異常のないことを確認する。 

③ 3方向同時加振の包絡波によるレベル３（1.0×ＳＳ）で加振する。 

④ 加振後，採取データを確認する。 

⑤ 開側の閂及び閉側の閂を引き上げる。※１ 

⑥ 気密試験準備のため，扉閉動作させる。 

⑦ 開側の閂及び閉側の閂を挿入する。※２ 

⑧ 気密性能試験を「5.2 (1) 気密性能試験」のとおり実施する。 

⑨ 作動試験を「5.3 (1) 作動試験」のとおり実施する。 

 

【追加加振試験（閉止装置の扉閉止状態）】 

① 閉止装置の扉が閉止状態，閂（開側，閉側）が挿入状態であることを確認する。 

② センサ取付状況及び試験体の外観目視を行い，異常のないことを確認する。 

③ 3方向同時加振の包絡波によるレベル３（1.0×ＳＳ）で加振する。 

④ 加振後，採取データを確認する。 

⑤ 気密性能試験を「5.2 (1) 気密性能試験」のとおり実施する。 

⑥ 作動試験を「5.3 (1) 作動試験」のとおり実施する。※１，２ 

   ※1 扉移動の際，閂を引き上げることとなるが，閂の電動シリンダ引上げの起動信号投入

後，15 秒経過しても引上げ検知のリミットスイッチが作動しない場合は，電動シリ

ンダを停止し，扉駆動用電動機にて扉のインチングを行う。その後，再度，電動シリ

ンダによる閂の引き上げを行う。 

※2 扉移動後，閂を挿入することとなるが，閂の電動シリンダ引下げの起動信号投入

後，15 秒経過しても挿入位置検知のリミットスイッチが作動しない場合は，電動シ

リンダが待機位置にあることを確認の上，扉駆動用電動機にて扉のインチングを行

う。 
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5.2 気密性能試験について 

(1) 気密性能試験 

ＡＳＴＭ Ｅ283-4（Standard Test Method for Determining Rate of Air Leakage 

Through Exterior Windows, Curtain Walls, and Doors Under Specified Pressure 

Differences Across the Specimen）に準じた装置を用いて実施する。排風機により試験容器

内の空気を排出することにより試験体前後に圧力差を生じさせ，試験体のシール部から試験

容器へ流入する通気量を測定する。 

第 8 図に気密性能試験装置図，第 9図に試験体の内のり寸法図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8 図 気密性能試験装置図             第 9 図 試験体の内のり寸法図 

 

試験体を通過した空気量Ｑ（m３／h）は，風速計の風速Ｖ（m／s），風量測定管の直径ｄ

（m）から算出する。 

 

π ｄ
Ｑ Ｖ

2

×

× ×3,600
4

  

 

試験手順は，「ＪＩＳ Ａ 1516（建具の気密性試験方法）6.3 試験手順」に準じて（ただ

し，予備加圧後の開閉確認は省略する。），負圧での圧力差 10Pa，30Pa，50Pa，63Pa，

100Pa，150Pa，200Pa と上げ，150Pa，100Pa，63Pa，50Pa，30Pa，10Pa と下げていく※（保

持時間 1 分）。通気方向は 1 方向（負圧）とする。（第 10 図 負圧試験線図） 

※ 負圧を維持できる範囲で試験を実施する。 

パッキン 

内のり寸法 

内のり面積：約 21 m２ 

排風機能力 

最大 3,000m３／h

容積約 17m
３ 

 

風量測定管径：φ50mm 
（通過した空気量が多い場合はφ130mm を使用） 
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                 第 10 図 負圧試験線図 

 

試験により得られた試験体を通過した空気量Ｑ（m３／h）を，標準状態（20℃，1,013 

hPa）に換算し，扉の内のり面積（m２）で除すことにより，単位面積当たり，1 時間当たりの

通気量（m３／h･m２）として算出する。圧力差に応じた通気量の推移を確認する。 

 

ｑ＝Ｑ’／Ａ 

 

ここで， 

ｑ ：通気量（m３／h･m２） 

Ａ ：試験体の内のり面積（m２） 

Ｑ’：通過した空気量（20℃，1,013hPa 換算値）（m３／h） 

Ｑ’＝Ｑ・
Ｐ1,013・

273＋20273＋Ｔ
 

Ｐ ：試験容器内の気圧（hPa） 

Ｔ ：試験時の空気温度（℃） 

 

(2) 判定基準 

通気量：12.6 m３／h･m２以下※（差圧 63Pa 時） 

※ 閉止装置単体の判定基準（設計目標）としては，ＪＩＳ Ａ 1516 で示されるＡ4

等級以上とする。なお，原子炉建屋原子炉棟全体としての気密性能は確保できる

ことを確認する。試験体は，実機に取り付ける全ての閉止装置を考慮し，各々の

縦・横寸法を包絡する大きさで製作することにより試験の保守性を考慮する。  
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5.3 作動確認について 

(1) 作動確認

【電動作動確認】

電動駆動により閉止装置が開閉できることを確認する。併せて電動機の電流測定及び

開閉時間を測定する。なお，開操作と閉操作は原則各 1回とするが，初期状態との差異

があると判断した場合は，各 5回を計測し，最も保守的な値を判定基準に用いる。 

また，閉止装置の開閉に合わせ，閂を電動操作により持上げ，挿入できることを確認

する。 

【手動作動確認】 

① 閉止装置の扉が開放状態での加振後

手動操作により閉止装置が閉止できることを確認

する。（第 11 図） 

また，手動操作により閂を持上げ，挿入できるこ 

とを確認する。 

ただし，電動作動確認結果から作動状況に変化が 

ないと判断できる場合は，手動作動確認を省略する。 

② 閉止装置の扉が閉止状態での加振後

手動操作により閉止装置が開放できることを確認

する。 

また，手動操作により閂を持上げ，挿入できるこ 

とを確認する。 

ただし，電動作動確認結果から作動状況に変化が 

ないと判断できる場合は，手動作動確認を省略する。 

(2) 判定基準

【電動作動確認】

○扉

電動駆動により開閉できること。

 扉の閉止 ：全閉位置であること 

 開閉時間 ：2 分以内（参考値） 

 電流値 ：定格電流値以内であること 

○閂

電動駆動シリンダにより閂が持上げ，挿入できること。

閂の位置 ：閂が挿入又は引き抜き位置であること

開閉時間 ：15秒以内（参考値）

電流値 ：定格電流値以内であること

第 11図 手動操作概念図 
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【手動作動確認】 

○扉

手動操作により閉止（開放状態の加振後）又は開閉（閉止状態の加振後）できるこ

と。

扉の閉止 ：全閉位置又は全開位置であること。

○閂

手動操作により閂を引き上げ又は自重により閂挿入できること

閂の位置 ：物理的な上限位置までの引上げ又は挿入時にピン頭部がフレーム側の

閂受の位置にあること 
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第 2 図 閉止装置の駆動機構概略図 
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参考資料 2 

「ＪＩＳ Ａ 1516 建具の気密性試験方法」抜粋
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